
化学物質危険有害性表示制度 

活用のポイント

労働者の「知る権利」を確立しよう

I新たな表示制度制定の経過

191物質から48.000物質すべてが対象に 

「化学物質等の危険有害性等の表示に関する 

指針」は、平成4年7月1日付け労働省告示第60号 

として公表された(以下「労働省告示」という。 

16頁に全文掲載)。これを解説する労働省労働基 

準局長の通達一「化学物質等の危険有害性等の 

表示に関する指針について」(平成4年7月旧付 

け基発第394号、以下「労働省通達」という。19 
頁に全文掲載)と「『化学物質等の危険有害性試 

験基準』及び『化学物質等の危険有害性評価基 

準』の策定について」(平成4年7月1日付け基発 

第375号、略)一も出された。新たな表示制度は 

92年7月からスタートしたが、92年度は周知期間 

とされた。

93年1月21日付けで、基発第43号「化学物質等 

の危険有害性等の表示に関する指針の運用につ 

いて」が出され(28頁に全文)、3月22日付けで、 

事務連絡「化学物質等の危険有害性等の表示に 

関する指針別表の有害性に該当する化学物質等 

について」が出され(29頁に全文)、さらに、3月 

26日付けで、厚生省•通商産業省連名の告示第 

1号「化学物質の安全性に係る情報提供に関する
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指針」(30頁に全文)も出そろい、93年4月か 

新たな表示制度の運用が開始されている。 

現在、化学物質は約200万種類、実際に應 

使用されている主なものだけでも約48.⑽ 
にも及ぶという。さらに、新規化学物寅を・ 

•輸入しようとする事業者による届出(麦 

性試験による有害性調査を実施)が毎年•約S 
600件、確認(年間製造•輸入量が100kg以F 
合は労働大臣の確認を受けることで上Mr 
替えられるとされる)数は年間約4.600fl J： 
(平成3年)ものぼっている。

これに対して、法律によって化学物 

示が義務づけられているものは、労働杏龔 

は労働安全衛生法第57条による91物Kの 

象とされ、表示内容として、成分、取扱t 
注意などが規定されている。

新たな表示制度は「化学物質等に係るI 
情報は基本的にすべて事業者及びそれを1 
う労働者に提供されるべきであるという 1 

開の考え方に立ってその対象をすべての| 

質等とし、表示の内容は、その適切な奮j 
り扱いのために必要となるすべての讲11 j 
れ」、法定表示制度の不十分さを補うための^ 

といえる(法定表示制度がなくなったわけ‘ 

なく、それに加えて行政指導で追加•拡大1 

_である)。対象数だけでも91物質から約 

への拡大という、まさに「従来の表 

比べ大幅な対象の拡大、内容の充実を 
_ものである」。化学産業だけを対象にした 

なく、職場で化学物質を取り扱うこと 

ペての獅者に醒が約、労働者の 

利』を確立していくうえでも重要な制度 

労働省は、「(だから)、その円滑な定着 
Ku.当面、指針として公表し、行政指導 

_1攉進することとした」というが、この制 

Kt.そして法定化ができるかどうかは、 

_)现場での取り組みにかかっている。

t猶働朽の「知る榷利」確立の国際的流れ 

今・の制度は突然出てきたものではなく、こ 

1®¢内外の動きの反映でもある。国際的には、 
_■やアメリカ等及び国際機関における最 

應0〇_があり、とくに1990年にI L 0(国際労 

の齡において、「職場における化学物 

用の安全に関する条約」(第170号、以下 

HLO?約」という。33頁に全文掲載)及び「職 

ynナる化学物質の使用の安全に関する勧 

hOR 1774、以下「I LO勧告」という。38 
_文揭較)が採択されたことが重要である。 

_の1 Wる梅利の確立」に向けた国際的な 

VW*にあると言ってよい。労働省でも、 

けて実施すべき施策の検討を開始し、 

_Hilに「指針案要綱」を中央労働基準審 

し,同年4月14日、同審議会の 
Iるきの紳を受けて、今回の告示.通達 

•itした。

tな動向を理解し、また、今回の告示. 

坏鲷をMlい、職場での取り組みの参考に 

I LO条約.勧告を参照にして 
Jきたぃ。

けI業協会も実務指針作成

日本の化学物質メーカーも、国際的な動向に 

も影響されて、85年には(社)日本化学工業協会 

(日化協>が「化学品安全データシートの日化協 

モデル」を策定し、会員会社にその標準化を提 

案している。その後、90年にはICCA(国際化 

学工業協会協議会)において、安全データシート 

の国際的標準化が検討され、記載する情報項目 

と記載順序の統一化が合意された。日化協でも、 

これを受けて上記モデルを見直し、91年に「製 

品安全データシート作成の手引き」をまとめた。 

さらに、IL〇条約•勧告を受けた今回の労働 

省告示•通達に策定に際しては、指針案につい 

て中央労働基準審議会の答申を受けた後、労働 

省は日化協に協力を要請し、91年8月から約1年 

の検討を行ったのち、92年8月に「製品安全デー 

タシートの作成指針j (以下「日化協作成指針」 

という。)がまとめられた。

労働省に続いて厚生省及び通商産業省も、化 

学物質等の安全データシート等の整備•普及に 

関する行政指導を実施していくこととしたた 

め、日化協では、「一つのデータシートjで3省 

庁の行政指導に共通的に対応できるように調 

整、各省庁の合意を得たという。上記「日化協 

作成指針」は、厚生省生活衛生局生活化学安全 

対策室、通商産業省基礎産業局化学品安全課、 

労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課の 

共同監修で日化協が発行している。

また、労働省告示の公表を受けて、日化協は 

「化学物質等の危険有害性等の表示に関する指 

針について」という文書(平成4年8月26日付け、 

以下「日化協通知」という。44頁に全文掲載)を 

発し、「当協会としては、昨年8月以来指針によ 

る指導内容について労働省と協議を致して参り 

ましたが、当面の運用については確実に実行す 

ることを前提とした当協会の意見、要望をおお 

むね了承していただきました。つきましては、 

下記の点にご留意の上適切に対応されるようお
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化字物質危険有害性表示制度活用のポイント

化学物質等の危険有害表示制度の概要 ’况にぁく1 
は言I, 
いょぅ眉

93年|呀
基発相！

通適がj
部の相

はィン_

ょぅに

類のィtij 
質等の«|

物でぁ_

かつ.■

.援供？1
»品が1|
類にわ・

場合に

93 ^-4 M
後於||

準⑽明4
経て安fl

指*し4
し支ぇ|

い』と1^1
いるの4

願い致します」と述べている。

したがって、多くの化学物質メーカーが、新 

たな表示制度に対応するに当たって、日化協通 

知■作成指針の内容に沿って対応するものと考 

えられる。日化協作成指針は労働組合関係者が 

入手することがむずかしい場合も考えられるた 

め、できる限りその内容を紹介するようにした 

が、日化協に申し込めば5,000円で入手できる。 

ただし、関係業界全てが足並みをそろえて対

その現れのひとつだろう。後述のように,, 

スレートやアーク溶接の溶接棒も安全デ4 
ート作成の対象となるが、個々のメーカ| 

でなく関係業界としての対応が必要とな1 

るだろう。
労働省では、93〜97年度の第8次労®災, 

計画で、標準安全データシートを作成すj 

新しい表示制度の周知•推進を図ることj 
いる。労働省告示•通達及び日化協作成11 
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_爽施を求め、その不備•問題点を明ら 

Eその改善、さらには法制化を求めて 

あろう。鵬での取り組みを進め、 

作る中で、個々の事業主やメ-力- 
E•きかけだけでなく、労働省や関係業 

しても積極的に働きかけていくこと 

■^、かつ、必要と思われる。

K新たな表示制度の内容

ボにsづ く 化学物質等の纖有害性 

の内容は次のとおりである。わか 

するため、「事業主(譲渡提供者)は…し 

ならないjという麵にした。罰則付 

•はないので、労龍告示では「… 

實鋤という規定になっているが、「…しなけれ 

という意味で読むべきであるし、 

労腿準監體等に行政 

••奢*めよう。

I貧,物K等安全データシート

I MUiW化学物質等を譲渡•提供する者 

•んに化学物質等安全データシートを 

しなければならない。

より交付を受けた者以外の事業者が危 

化7物質を労働者に取り扱わせるとき 

鲰塞f,化？:物質等安全データシートを作成 

_ればならない(主に、その事業場におい 

|として織W靴学麵帛を製造する 

びR造中曝として締する危険有害 

を®造する場合)。

らて、職場で危険有害化学物質等が使 

Hnl.:は、譲渡提供者から交付を受け 

_む/自ら作成したか、いずれにしろ化 

:デ-タシ-卜が存在しなければな 

いうことである。ILO条約では、「使 

として「その情報を得るまでは当 

を咖しない」(第10条第4項)ことと

されている。

化学物質等安全データシートに記載しなけれ

ばならないのは次の項目である。

① 名称

② 成分及びその含有量

③ 物理化学的性質

④ 危険有害性の種類

⑤ 危険有害性の内容及び程度

⑥ 貯蔵又は取扱い上の注意

⑦ 事故時等における応急措置

⑧ 当該化学物質等安全データシートを 

作成した者の氏名(法人にあっては、そ 

の名称)及び住所

⑨ 前各号に掲げるもののほか、労働省 

労働基準局長が定める事項

イ化学式又は構造式

ロ官報公示整理番号

ハCAS番号(22頁の(17)の③参照) 

二国連分類及び国連番号

ホ適用法令

2取り扱い現場での表示

化学物質等を労働者に取り扱わせる時は、次 

のいずれかのかたちで表示がなされていなけれ 

ばならない。表示を行う者は、容器•包装で譲 

渡提供する場合の容器•包装への表示は譲渡提 

供者、それ以外の場合は、事業者である。 

イ 容器•包装へのラベル

容器に入れ、又は包装した化学物質等を労働 

者に取り扱わせるときは、当該容器又は包装に 

表示する。

これは、譲渡提供を受けた場合だけでなく、 

①当該事業場で製造した危険有害化学物質等を 

容器に入れて労働者に取り扱わせる場合や、② 

譲渡提供されたものを事業場で新たに容器に小 

分けする等により労働者に取り扱わせる場合も

安全tンター情報增刊号5



化学物質危條有害性表示制度活用のポイント

含まれる。(労働省通達では、②の場合で「表示 

された容器等から移し替える場合であって、か 

つ、移し替えた容器等を当該移替えを行った労 

働者だけに短時間取り扱わせるときは含まな 

い」としているが、厳密に解釈すべきであろう) 

□ 貯蔵•取扱場所への掲示

上記(容器•包装による)以外の方法により化 

学物質等を労働者に取り扱わせるときは、当該 

化学物質を専ら貯蔵し、又は取り扱う場所に掲 

示する。これには、①ヤード等に野積みされた 

化学物質や②糟類及び塔類等に貯蔵された化学 

物質等を労働者に取り扱わせるとき等が含まれ 

るとされる。

表示又は掲示しなければならない内容は、危 

険有害化学物質等とそれ以外の場合で異なり、 

各々次のとおりである(⑦「前各号に掲げるもの 

のほか、労働省労働基準局長が定める事項」と 

して労働省通達でイ〜ホが規定されている)。 

イ危険有害化学物質等

① 名称

② 成分及びその含有量

③ 危険有害性の種類

④ 人体に及ぼす作用

⑤ 貯蔵又は取扱い上の注意

⑥ 当該表示をした者の氏名(法人にあ 

っては、その名称)及び住所

⑦ 前各号に掲げるもののほか、労働省 

労働基準局長が定める事項

容器•包装の場合の具体的な表示方法とし 

て、必要事項を印刷するか、又は、印刷した票 

せんを貼り付ける。ただし、票せん貼り付けが 

困難な時は、表示事項を印刷した票せんを容器 

又は包装に結び付けてもよいとされる。

記載事項は、化学物質等安全データシートの 

対応する記載事項と同一のものである必要があ 

るが、「貯蔵又は取扱上の注意」については、要 

約したものを記載すれば足りるとされる。 

□危険有害化学物質等以外の化学物質等 

危険有害化学物質等以外の化学物質等 

の表示内容は、当該化学物質等の「名称』id 
いてだけ定められている。

3表示内容の変更

上記1化学物質等安全データシ-卜の記！^ 

容及び2容器等の表示(掲示)内容に変更が 

た場合は、譲渡提供者はその変更について 
かに相手方に通知し、事業主は化学物質等安/ 

デ-タシ-卜の記載内容及び容器等の表示 

示)内容の書き換えを行わなければならない,

4 化字物K等安全データシート等の活用

4-1労働者への周知

事業主は、危険有害化学物質等を労働者Iこ» 

り扱わせるときは、化学物質等安全データシ-1 
卜を、常時作業場の見やすい場所に掲示し、X 
は備え付ける等の方法により労働者の利用II 
しなければならない。

4-2安全衛生教育への活用

事業者は、危険有害化学物質等を取り扱う, 

働者について当該危険有害化学物質等による 
働災害を防止するための教育その他の措闲を_ 

ずるに当たっては、化学物質等安全データシ-] 

卜を活用しなければならない。

4-3 安全衛生委員会での審議 
事業者は、当該事業場において取り扱う化1 

物質等の危険有害性その他の性質等について1 
事業者、労働者その他関係者の理解を深める4 
ともに、化学物質等に関する適切な取扱いをj 
わせるための方策に関し、安全衛生委員会にj 
査審議させ、及び事業者に対し意見を述べさ$ 

なければならない。
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•康奮議させる場合には、

_たに化学物質等の譲渡•提供を受ける場 

合

析たに化学物質等を製造する場合 

#取り扱っている化学物質等に係る化学物質 

等安全デ—タシートの内容に重大な変更が 

ある場合

等があるとされている。こ,れは、表示制度が 

眞行されていることを前提とした記述であり、 

鑽たに表示制度が定められた現在、すでに職場 

•用されているすべての化学物質等につい 

て,劂卉密議する必要があろう。

' III危険有2Mヒf物質等

以上の解説から、何が「危険有害化学物質等」 

川,するかどうかが重要なポイントであるこ 

とがわかる。危険有害化学物質等であれば、化 

*•質等安全データシートの交付又は作成及び 

その丨:な内容の容器•包装等への表示又は貯蔵 

•取极場所への掲示等が必要となるが、なけれ 

;ヱ!n‘されているのは、「名称」を容器•包装等 

への炎小又は貯蔵•取扱場所への掲示だけであ

1列象に関する定義

まc労働省通達の定義関係について補足し 
_く。「化学物質」とは、「元素及び化合物」 

奢いい(労働安全衛生法第2条第3号の2)、「化合 

•Jとは昭和53年2月10日付け基発第77号通達の 

紀のIの(2)によるとされる。同通達の記の1の 

⑶のまた書きによると、「イ合金、ロ固有

川形状を有するもの(合成樹脂性の什器、 

籤、It榨、フイルム等)及び混合物のうち、混 

參することによってのみ製品となるものであっ

当該製品が原則として最終の用途に供され 

it(例:顔料入り合成樹脂塗料、印刷用イン 

典感光用乳剤)」は「化合物として取り扱

わない」とされている。

しかし、今回の労働省通達では、この「また 

書きのロの固有の使用形状を有するものを除 

き、化合物として取り扱うものとする」と明記 

されている。さらに、「固有の使用形状」を有し 

「当該製品が原則として最終の用途に供される 

物」であっても、「石綿スレート、アーク溶接に 

用いるチップ等加工の際に明らかに有害物を発 

散するものについては、固有の使用形状を有す 

るものであっても」対象として取り扱うことを 

わざわざ明記している。次の適用除外要件も含 

め、疑義がある場合には、労働省、メーカーや 

業界団体に対して、問い合わせや働きかけを行 

っていこう。

労働省告示では、化学物質等の譲渡提供者に 

課せられる容器•包装への表示は、「主として一 

般消费者の生活の用に供するための容器又は包 

装については、適用しない％「主として一般消 

費者の生活の用に供するためのもの」とは、昭 

和47年9月18日付け基発第602号通達で「薬事法 

に定められている医薬品、医薬部外品及び化粧 

品が含まれる」と例示されているが、今回の労 

働省通達では「例示としてはこのほか、一般消 

費者の生活の用に供するために製造され、かつ、 

容器に入れられ、又は包装された食品、アルコ 

ール飲料等が含まれる」とされている。なお、 

同じ通達で、「提供」とは、「所有権等を留保し 

たまま相手に渡して利用させるというような場 

合の『渡す』という事実行為を意味するもので 

あること」としている。

職場における「労働者の知る権利jに一歩を 

踏み出した今回の労働省告示•通達も、日化協 

の作成指針も、「消費者(住民)の知る権利」には 

踏み込んでいない。化学物質等安全データシー 

卜の「漏出時の措置」「廃棄上の注意」等の記載 

内容に対する対策などとあわせて、労働組合と 

しても議論し、取り組んでいただきたい課題で 

ある。

安全センター情報増刊号7



化字物質危眼有害性表示制度活用のポイント

2危険有害化学物質等の対象

さて、話を危険有害化学物質等の分類基準に 

戻す。労働省告示では、「化学物質等で危険又は 

有害なものとして別表に掲げる性質を有するも 

の」と規定して18頁のような、10種類の危険有 

害性を示した表を掲げている。

労働省通達では、次のようにいっている。「『危 

険有害性』については、当分の間、別添3 (26頁 

参照)に示す『指針別表の危険有害性に該当する 

化学物質等』の左欄に示す危険有害性ごとに同 

右欄に掲げる化学物質等が危険有害性を有する 

ものとして取り扱って差し支えないものである 

こと。」この労働省通達別添3 (26頁参照)によっ 

ていくらか特定できるのだが、続けて次のよう 

にも言っている。「なお、別添3に該当しない化 

学物質等であっても、別途示す『化学物質等の 

危険有害性評価基準』(略)、別添2(25頁参照｝ 

に示す文献等により、危険有害化学物質等と評 

価されるものについては、危険有害性があるも 

のとして取り扱うことが望ましいこと。」

一言でいうと、労働省は、すべての危険有害 

化学物質等のリストについては特定していない 

ということになる。譲渡提供者•事業者の判断 

(?)に委ねられている部分があるということ。

確かに膨大なデータになるということ、また、 

労働省関係以外の法規による規制も種々定めら 

れている中で日本の縦割り行政の弊害等の困難 

もあろう。しかし、IL〇勧告第7条に定められ 

ているように、「職場において使用される元素及 

び化合物の統合された表」が「作成」され、定 

期的に更新」される体制がつくられることを期 

待したい。厚生省•通産省告示の別表(32頁)及 

び日化協分類基準(55頁)も参照されたい。

日化協では、危険有害性の分類を労働省告示 

の10種類より1種類多い11種類とし(厚生省•通 

産省の告示でもH種類)、他の法律による規制も 

考慮に入れて、「第4部 分類基準の解説jとし 

て解説している(76頁参照)。これもすべての危 

険有害化学物質名を特定したものではない。J 
全データシートの「作成対象」も日化協作成|| 

針に「従っていれば良い」ということで労_耆 

の了承も得ているようなので(もちろん、これt. 

異議を唱えることは可能だ)、実務的には、当 

日化協作成指針の分類基準によることになると 

思われるが、日化協作成指針自体が「第3部 
分類基準に該当しない製品J (76頁参照)で次〇 

ようにいっていることに留意しよう。

「第4部分類基準の解説に述べるような考え方1 

で分類基準を設定したので、分類基準には奶 

しないが『危険有害な性状を有する製品』と鼉 

識する必要がある製品が存在する。

これらについても積極的に『製品安全データ 

シート』を作成し、化学物質の取扱いの安全• 

保に努めるべきである。

『危険有害な性状を有する製品』に該当するも 

のとして、次のものが挙げられる。

(1)～(3)-略

(4)その他分類基準には該当しないが、労働災 

害等を未然に防止するためにその取扱い簿に 

注意する必要があると思われるもの

(注)

(1)〜(3)-略

(4)は、分類基準及び上記(1)〜(3)を原則と 

して法規制対象製品としたことによる。法規 

制はそれぞれの法目的に沿って危険有害竹の 

程度を勘案し、必要な範囲で統一的な規制を‘ 

行なっているので、必ずしも全ての『危味有 

害性を有する製品』」を規制していない。

従って、未規制製品であっても当該S品の 

危険有害性を調査•評価し、(4)に述ぺた« 

点から必要に応じて積極的に情報提供をりな 

うことが望ましい。
特に次の情報については、すべての化学■j 

品をあらかじめ調査•評価し、その結果を11 

品安全データシートに記載することを推突1

8安全tンター情報增刊号

易,
レ总性毒性及び腐食性の程度

2)I ARC(国際がん研究所)の評価が『グル 

■,—ブ1』又は『グループ2』とされた製品 
ftf、(4)に該当するものとして扱うこと。」

3辣がん性等の場合は1%以上で該当 

鈐方で、労働省通達が、次のように言ってい 

#こ？に注目する必要がある。

【媒介物の有害性の評価にっいては、原則とし 

て瓢台物の成分であるそれぞれの化学物質の固 

•t)有箒性の情報に基づいて行うこと。この場 

會.顯則として特定有害性の評価にあっては1% 

以上.それ以外の有害性の評価にあっては5%以 

物に含有される成分を対象として行うこ 

と.J
行苦性とは、発がん性、変異原性、生殖 

in.偫奇形性、感作性のいずれかの性質であ 

备けれぞれの説明は労働省告示別表一18頁一 

華を參照)。

例えば、石綿は発がん性に分類されるから、 

ixui•.含有していれば危険有害化学物質等の 

_詹となり、化学物質等安全データシートの交 

M-n成及び容器•包装への表示又は貯蔵•取 

所への掲示等の対象となる。既述のとおり、 

磯スレートは、加工の際に明らかに有害物を 

費的4るものとして、固有の使用形状を有して 

いてれ:1;示の対象とするとされているから、石 

•1%以上含有する石綿スレートも危険有害 

快等に該当する。従来の法規制では5%以

のもののみが法定表示の対象とされてお 

り,これが拡大されることになったわけである。 

fデ■"タシートの交付等及び容器表示等に記 

繼*る烤有擻については、「(重量％で)10%未満 

••数と当該端数を切り捨てた数値の範囲をも 

敦行うことができる」(労働省通達)ともされ 

办るので、理屈の上では「含有量〇% jと記載 

|•ことも可能(？)だが、安全データシートの 

交付等及び容器表示等は行う必要がある。

IV安全データシートの内容等

1安全データシートの内容

危険有害化学物質等については、次頁上表(再 

掲)に掲げた事項を記載した化学物質等安全デ 

ータシートが交付.作成されなければならず、こ 

のうち①、②、④、⑥(要約で足りるとされる)、 

⑧及び「人体に及ぼす作用」が、容器•包装等 

への表示又は貯蔵•取扱場所への掲示すべき事 

項とされている(「前各号に掲げるもののほか、 

労働省労働基準局長が定める事項」については 

労働省通達でイ〜ホを規定している)。

これに対して、日化協作成指針では、記載項 

目を次頁下表のとおりとしており、労働省告示 

が定める内容よりも記載項目が多い(⑦〜⑨は 

労働省通達で「貯蔵又は取扱い上の注意」とし 

て記載すべき内容としてあげられている)。ま 

た、作成指針の「第2部 データシートの記載 

要領」(50頁参照)において、「記載上の注意事項」 

や「記載例」が示され、「第1部 データシート 

の様式」(47頁参照)、「付録 製品安全データ 

シートの作成例」(82頁参照)も示されている。 

「一つのデータシートで関係省庁の行政指導に 

共通的に対応することで関係省庁の合意を得 

た」ということからも、むしろ日化協作成指針 

の方が実務的には、標準になると思われる。

2 「企業秘密」による悄報の非公開

記載の要領については、労働省通達及び日化 

協作成指針を参照していただくこととして、特 

に注意すべき点として、「企業秘密」の取り扱い 

について触れておく。労働省通達では、次のよ 

うに言っている。

「化学物質等安全データシートの記載に当た 

って、つぎの①から④までに掲げる基準のすべ 

てに適合している場合は、当該化学物質の成分

安全tzンター情報壜刊号9



化学物質危條有害性表示制度活用のポイント

① 名称

② 成分及びその含有量

③ 物理化学的性質

④ 危険有害性の種類

⑤ 危険有害性の内容及び程度

⑥ 貯蔵又は取扱い上の注意

⑦ 事故時等における応急措置

⑧ 当該化学物質等安全データシートを 

作成した者の氏名(法人にあっては、そ 

の名称)及び住所

⑨ 前各号に掲げるもののほか、労働省

労働基準局長が定める事項

イ 化学式又は構造式

n 官報公示整理番号

ハ CAS番号
二 国連分類及び国連番号

ホ 適用法令

イ必ず記載する項目

① 製造者情報：会社名、住所等

② 製品名

③ 危険有害性の分類

④ 応急措置

⑤ 火災時の措置

⑥ 漏出時の措置

⑦ 取扱い及び保管上の注意

⑧ 暴露防止措置

⑨ 廃棄上の注意

⑩ 輸送上の注意

□情報があれば記載する項目

① 物質の特定

② 物理/化学的性質

③ 危険性情報(安定性•反応性)

④ 有害性情報

⑤ 環境影響情報

⑥ その他

及びその含有量は、記載しなくても差し支之I
いものであること。
① 当該化学物質等に関して特許法(昭和aj 

法律第121号)第36条第1項による願書か 

されている等当該化学物質等の成分及びそj 
含有量が企業秘密であるという合理的なU 
があること。

② 当該化学物質等について、成分及びその 

有量を除いた危険有害性の種類等の記較事 

が化学物質等安全データシートに記載さ1 
いること。

③ 当該化学物質等の成分及びその含有鯉が^ 

業秘密であることが化学物質等安全データj 
ートに記載されていること。

④ 当該化学物質等の成分及びその含有晨を, 

働省労働基準局長、都道府県労働基準局ftj 
は労働基準監督署長の要請により速やかに墨 

示することが可能であること。」

日化協作成指針では、「化学名」「成分及び 

有量」「化学式又は構造式」等の事項が含まれる 

「物質の特定」の項目の記載について、 

容が企業機密に属する場合は省略してよいJ 
している。「必要に応じて、機密保護が講じら|| 

る別の方法で情報提供を行う」としているが,| 

その方法については明らかにしておらず、消巧 

ところでは「国際的にも情報の機密保護が划！ 

されている」と述べている。

「企業秘密」を理由とした情報の非公開は*c 

て限定的に解釈すべきであり、少なくとも 

労働省通達を厳密に運用するべきである。 

的」には、ILO勧告が次のように規定して 

ることも参考にされたい。

「5条約第1条2(b)及び第1條4の規定j 
づき権限のある機関が定める秘密の情報を*^ 

するための特別の措置においては、

(a)秘密の情報の開示の対象を労働者の安1 
び健康に関する必要性を有する者に限定す1 
きである。

io安全tzンター情報増刊号

の倩報を得る者が安全及び健康上の必 

•ftに網えるためにのみにそれを使用し、か 

,これ以外にはその秘密を保護することに 

眞廖ずることを確保すべきである。

|)9象の場合には、関連のある秘密の情報を 

IP!に聞示することを定めるべきである。

示に関して意見の相違がある場合に秘密 

CHする申立及び秘密にすべきとの主張と情 

•の必«性との妥当性を速やかに考慮する手 

•を定めるべきである。」

3行政解釈による例外的取り扱い

餐©他、労働省通達は、次のような例外的取 

•いを認めている。日化協通知は、これらの 

|供的取り扱いの内容を、言わば確認したもの

rae.
これGは、「譲渡提供者による製品安全データ 

如卜の交付」以外のすべての事項について、 

觖な衣ボ制度の完全実施を先送りする内容で 

•り.労働省に対して即時実施を求めるととも 

E.现塌においては原則を遵守させる取り組み 

が必腰である。

①危険“寓化学物質等に関し、譲渡提供者に 

よる矜器•包装への表示について、「当面、労 

鋤安个斯生法によるもののほか関係法令に基 

づく衮示がなされ、又は関係法令に基づく措 

脚取られておれば…(必要な｝措置が行われ 

tいるものとして取り扱うこと」としている 

こと。H化協通知では、これを「当分の間、 

険有害化学物質等に適用される法令に 

基づく『法定表示』に限ることとし、法定表 

外の表示は必要としないjと述べている。

H化協通知では、事業者自らが「名称」表 

示を行う場合についても、同様としている。 

激険行害化学物質等以外の化学物質に関 

へ編渡提供者による容器.包装への「名称」 

こついて、「当該化学物質等が特定できる 

であれば、商品名の記載でも差し支えな

い」としていること。日化協通知では、限定 

をせずに「商品名等でよいJとしている。

③ 事業者自らが化学物質等安全データシート 

を作成しなければならない場合において、

「(必要な)事項が記載されていれば、作業標準 

書等既存の資料を活用して差し支えないJと 

していること。日化協通知では、「趣旨が当該 

事業所で取り扱う危険有害化学物質等に関す 

る情報を整備することにあるので、作業標準 

書等に情報が記載されていれば良く、データ 

シートの作成は必ずしも必要とはしないJと 

している。

④ 事業者が、貯蔵•取扱場所に掲示をしなけ 

ればならない場合において、「『掲示』には、 

標識による方法のほかフローチャートの備え 

付けによる周知等の方法がある」としている 

こと。

また、このうち危険有害化学物質等に関す 

る掲示については、「当分の間、関係法令に基 

づく表示の措置がなされておれば、……(必要 

な)措置が行われるものとして取り扱うことJ 
とされている。

日化協通知は「趣旨が情報の周知にあるの 

で、法令により標識等による掲示が規定され 

ている場合を除き、有効な方法であればその 

周知の方法は任意であるJとしている。

V取り組みのポイント

以上のような制度の内容と問題点を踏まえた 

うえで、職場において次のような取り組みを展 

開しよう。

すでにふれたように、「事業者は、当該事業場 

において取り扱う化学物質等の危険有害性その 

他の性質等について、事業者、労働者その他関 

係者の理解を深めるとともに、化学物質等に関 

する適切な取扱いを行わせるための方策に関 

し、安全衛生委員会に調査審議させ、及び事業

安全せンター情報増刊号11



化学物質危険有害性表示制度活用のポイント

者に対し意見を述べさせなければならない」こ 

とや化学物質等安全データシートを活用した 

「安全衛生教育」について規定されている。安全 

衛生委員会の場は、積極的に活用できるはずで 

ある(安全衛生委員会の付議事項を再確認して 

おこう—労働安全衛生法第17、18条、労働安全 

衛生規則第21条、22条(略))。もちろん、労使協 

議や団体交渉の俎上にのせることもできるし、 

行政指導を促進するためにも、労働基準監督署、 

労働基準局、労働省や関係業者、業界等にも積 

極的に働きかけよう。ぜひ、経験を全国安全セ 

ンターにも寄せていただきたい。

1すべての化学物質について安全データシー 

卜を要求

現在、職場で使われているすべての化学物質 

等について、安全データシートを事業者に要求 

する。

まず、職場のすべての化学物質の一覧表を作 

成しよう。この際、HIで解説した「化学物質等」 

あるいは「危険有害化学物質等」に該当するか 

どうかを選別するよりも、とにかくすべて洗い 

出してみる。

その一覧表と照らし合わせながら、すでに納 

入先から入手又は§ら作成した安全データシー 

卜があるものはそれを確認し、ないものすべて 

について入手又は作成するように求める。譲渡 

提供された危険有害化学物質等以外の危険有害 

性化学物質等について事業者が自ら作成すべき 

安全データシートについての、「必要な事項が記 

載されていれば、作業標準書等既存の資料を活 

用して差し支えない」とする例外的取り扱いは 

認めない。

原則的に、すべての化学物質等について安全 

データシートが完備されるよう要求するととも 

に、最低、「日化協作成指針の分類基準及び『分 

類基準に該当しないが危険有害な性状を有する 

製品に該当するもの』のいずれにも該当しない」 

旨を文書で確認するようにする。

この場合、「危険有害性化学物質等に該 

いものについては安全データシートを作成す 

必要はない」ということが問題になろうが、J 
-2で述べた労働省通達、日化協作成指釺の;] 

容を最大限活用しよう。

その上で、「該当しない」とされたものについ 
ては、可能な限り、自ら、労働省告示•通通、1 

日化協作成指針及び関係資料にあたって、 

有害化学物資等に該当しないかどうかを確机 

てみよう(5参照)。そのためにも、危険有害 
化学物質等に該当しない化学物質等であっj 

も、「商品名」のみの表示は認めず、該当する 
どうかが確認できる「名称」(化学名等)の表j 

を求める。

「企業秘密」を盾にした情報の非公開に対して 

は、IV-2を参照。

一覧表と照らし合わせて、職場で使用されて 

いるすべての化学物質について、上記のことが’, 

確認されたかどうかをチェックする。

新たな化学物質等を使用するときは、事前に 

その化学物質についての安全データシートを援 

示して労働組合と協議すること、及び、安全デ 

ータシートの内容に変更があった場合II 
供者からの通知があった場合又は労使双方のい 

ずれかが変更の事実を知った場合)は、速や1 

に、その内容を提示して労働組合と協議するこ 

と、を確認し、実行する。

労働組合用あるいは各職場用の「安全データ 

シート等ファイル」を1冊整えておくようにする 

とよい。上部団体等でそれらを点検し、必寶$ 

応じて、熱心でないメーカーや業界団体等に曇 

きかけ、安全データシートの充実を求めよう, 

全国安全センターにも情報を提供してほしい•

2安全データシートの内容の確認 

入手又は提示された安全データシートの内 

を確認する。

12安全tンター惰報增刊咢

f•汽告示•通達や日化協作成指針に掲げる 

#•項の未記入部分のチェックだけでなく、 
fg作成指針「第2部 データシートの記載 

ggj(50貝参照)「付録製品安全データシー 
&成例J (83頁参照)等を参考にして、抜け 

で奶ると恩われる点や疑問点をチェックし、そ 

的®内容については、納得ができるまで何度 

tも•这を求めよう。

歸載な限り、自らも、日化協作成指針及び関 

innにあたって、安全データシートの内容を 

_する(5参照)。必要に応じて、安全データ 

,■■卜に記載された「参考資料」等の提供も要 

黨する,

f成分及び含有量J (日化協様式では「物質の 

Utiの項目)についての、「企業秘密」を盾に 

した情«の非公開に対しては、IV-2を参照。 

それ以外の項目については、「企業秘密」を盾に 

レま情報の非公開を認めない。

]憤相の周知•取扱現場での表示

①安今データシートを労働者に周知する方法 

⑼锄汽告示では、常時作業場の見やすい場所 

Uffid'cし、又は備え付ける等の方法をあげて 

い^を確認するとともに、実際にその方法に 

より刑知させる。

•容器又は包装に表示すべき内容を確認し、 

その龙行を求める。

少なくとも、危険有害化学物質等について 

tt労慟古告示に定める内容とし、危険有害化 

零物買等以外の化学物質等についての「名称」 

以外の内容についての表示や労働省告示.通 

麹が圯めるもの以外の必要な内容についての 

襄示も検討する(③において同じ)。

■取扱場所に掲示すべき内容を確認 

し、その実行を求める。

•労*!苦が取り扱う現場における表示方法 

及び③の双方とも実施するよう求める。 

f番8又は包装及び貯蔵•取扱場所への表示

は法定表示のみでよいとする、また掲示はフ 

ローチャートの備え付け等でもよいとする例 

外的取り扱いは認めない。

4安全衛生対策の確立

安•’ータシートの記載内容等によって明ら 

かになった危険有害性等の各項目ごとの内容に 

対して、職場における実践的な対策の確立を求 

める。これは、あくまで具体的な事態を想定し 

て、必要な機材•設備、人員配置、手段•方法、 

労働組合の関与のシステム等から教育•訓練ま 

でも含めた対策を確立すべきである。

新たな表示制度の導入によって、これまでの 

法規による規制が失われたわけではないので、 

法規制の対象となるものについては、法規によ 

る最低限の対策が確立しているかどうかはチェ 

ックする。

そのうえで、安全データシートの記載内容等 

によってより具体的な対策を検討することが可 

能になることから、一歩踏み込んだ対策を確立 

していこう。

I LO条約の第4部(31頁参照)及び勧告111(40 
頁参照)「使用者の责任」で掲げられていること 

も参考にされたい。以下に条約第13条の「作業 

管理」についてのみ紹介しておく。1の(a)から 

(f)に示されたポイントと順序一「優先順位」は、 

すべての化学物質対策に共通している。

「1使用者は、職場において化学物質を使用す 

ることにより生ずる危険性を評価し、かつ、次 

のような適当な方法によってこの危険性から労 

働者を保護する。

(a) 危険性を除去し又は最小にする化学物質の 

選定

(b) 危険性を除去し又は最小にする技術の選定 

(c )適切な工学上の管理措置の利用

(d)危険性を除去し又は最小にする作業制度及 

び慣行の採用

(e )適切な職業上の衛生措置の採用

安全tンター情報増刊号13



化字物質危條有害性表示制度活用のポイント

(f )(a)から(e)までの措置では十分でない場 

合には、労働者による費用の負担のない保護 

具及び保護衣の提供並びにそれらの適切な維 

持並びにそれらの使用を確保するための措置 

の実施

2使用者は、

(a) 労働者の安全及び健康を確保するために有 

害な化学物質への曝露を制限する。

(b) 応急手当を提供する。

(c) 緊急な事態に対応するための措置をとる。」 

また、快適職場指針(平成4年7月1日付け労働

省告示第59号)及び関係通達(平成4年7月1日付 

け基発第392号等、いずれも「安全センター情報」 

92年9月号参照)、I L0他編『安全,衛生,作 

業条件トレーニング•マニュアル」等の内容も 

大いに参考にできるし、その他の関係資料に当 

たってもよい(5参照)。

5関係資料の整備•活用

これまでの記述ですでに関係資料に当たるこ 

とを推奨した。すべての化学物質等についてそ 

のリスト及び必要なデータや対策を一つの資料 

にして示すことは不可能といってよく、また、 

適切なアブローチの方法とも思えない。

むしろ、今回の新たな化学物質等の表示制度 

に対する対応を一つの契機として、6でふれる 

ことと合わせて現場の労働者が参加する労働安 

全衛生活動への転換が図られることを期待した 

い〇

そのための「補助」として、自ら関係法令や 

関係資料に当たってみることを勧めたい。その 

ために、それらの資料を整備させ、労働者が活 

用できるようにすることを要求しよう。

関係する主な法律(法律本文だけでなく、政省 

令や行政通達も掲載されたもので、毎年最新の 

ものをそろえる)としては、次のようなものがあ 

る〇

労働安全衛生法

火薬類取締法

高圧ガス取締法

消防法

毒物及び劇物取締法

化学物質の審査及び製造等の規制に関すI 
る法律

船舶安全法

海洋汚染及び海上災害の防止に関する法 

律

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

また、労働省通達の別添2「化学物質等安全|| 

ータ情報源(書誌情報)J(25頁参照)及びH化雪 

作成指針「第2部 データシートの記載要鑲滄 

尾(72頁参照)に、各々参考資料が掲載されてい 

るので、これらのうち必要なものからそろえ 

いくとよい。

付け加えれば、下記のものも整備してお¢4 

い。 f’
.I L0他編『安全,衛生,作業条件トレ-:^ 

ング.マニュアル』((財)労働科学研究所,I

1990、1.950円)
•三浦豊彦他編『現代労働衛生ハンドブック| 

((財)労働科学研究所、1988、45.000円)
.『安全センター情報』(全国労働安全衛生セJ

ター連絡会議、年間講読料10.000円(月

6労働安全衛生対策の見直し
これらの取り組みを通じて、醐の化*^ 

対策に関する基本方針が確立されることを_ 

したい。例えば、次のような内容が考えら_ 

1〜5に述べたことも含め、職場の実悄にj 

せて、整理して、合意できた内容から® 

化することを考えたい。
①安全デ-タシ-卜が提供されない化1^ 

等は使用しない。
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• r企業秘密」を理由として情報の非公開部分 

のある化学物質等は(一定の措置がとられな 

い限り)使用しない。

•安全データシート等の内容に基づきその使 

冰に当たっての対策について労働組合と合意 

■摩)得られない化学物質等は使用しない。

労働組合、労働者代表及び労働者の権 

大も含め、労働者の参加型の労働安全衛 

會_助への転換が図られることを期待したい。 

そのための参考の一つとして、今回の制度で 

_り入れられなかった点も多いILO条約第 

0(371-1参照)及び勧告のV(42頁参照)「労働者 

(嚴びその代表)の権利」を活用したい。勧告の 

_条の部分のみ掲げておく。

f24(1)労働者及びその代表者は、次の権利を 

有すべきである。

は)赚堪における有害な化学物質の使用による 

IM•件から労働者を保護するために適切な予 

的摘醱を使用者と協力してとるため、化学物 

极)安全に関する情報資料及び他の情報を使 

用#から得ること。

場における化学物質の使用から生ずるお 

それのある危険性について使用者又は権限の 

島ふWMによる調査を請求し及びその調査に 

參加すること。

_求された情報が条約第1条(b)及び第18 

>4により秘密である場合には、使用者は、こ 

❸•報の使用を職場における化学物質の使用 

參M:.グるおそれのある危険性の評価及び管 

ために限定すること及びこの情報を潜在 

す行には開示しないことを確保するため 

❸tW的な手段をとることを労働者又はその 

に要求することができる。

箱企業及び社会政策に関する原則の三 

番を考慮して、多国籍企業は、他の国に 

守する現地の事業に関連のある有害 

物Hの使用の基準及び手続に関する情 
|^_求により、事業を行うすべての国にお

ける関係のある労働者、その代表者及び権限 

のある機関並びに使用者団体及び労働者団体 

の利用に供すべきである。

25(1)労働者は次の権利を有すべきである。

(a)職場における化学物質の使用から生ずるお

それのある有害性にっいて、労働者の代表者、 

使用者又は権限のある機関に知らせること。

(b) 自己の安全又は健康に対する急迫したかっ 

重大な危険性があると信ずるに足りる正当な 

事由があるときには、化学物質の使用から生 

ずる危険から避難し、その場合には、自己の 

監督者に速やかに通知すること。

(c) 化学物質に対して過敏であるような有害な

化学物質による危害の危険性が増大する健康 

状態の場合において、その化学物質を伴わな 

い別の作業が可能であり、かつ、関係のある 

労働者がその作業について資格を有するか又 

は合理的に訓練を受けることができるとき 

は、その作業を行うこと。

(d) (c)に掲げる場合において離職することに 

なるときは、補僂を受けること。

(e) 職場における化学物質の使用から生ずる負 

傷及び疾患の適切な治療及び補償を受けるこ

と。

(2)(l)(b)の規定に従って危険から避難し又

はこの勧告に基づく権利を行使する労働者

は、不当な結果から保護されるべきである。

(3)(l)(b)の規定に従って労働者が危険から 

避難した場合には、使用者は、労働者及びそ

の代表者と協力して即時に危険性を調査し、 

必要な是正措置をとるべきである。

(4)妊娠又は授乳の場合には、女子労働者は、 

胎児又は乳幼児の健康にとって有害な化学物

質の使用又は曝露を伴わない別の作業が可能 

なときは、その作業を行う権利を有すべきで 

あり、及び適当な時に従前の職務に復帰する

権利を有すべきである。」
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労働省告示•通達

労働省告示

屮成4年/月1日 

労働杏告示第60号

化学物質等の危険有害性等 

の表示に関する指針

(目的)

第1条この指針は、化学物質等(労働安全衛生 

法(昭和47年法律第57号。以下「法」という。) 

第2条第3号の2に規定する化学物質及び化学 

物質の混合物をいう。以下同じ。)の危険又は 

有害な性質等についての表示に関し必要な事 

項を定めることにより、化学物質等の危険又 

は有害な性質等について事業者、労働者その 

他関係者の理解を深めるとともに、化学物質 

等に関する適切な取扱いを促進し、もって化 

学物質等による労働災害の防止に資すること 

を目的とする。

(讓渡提供者による化学物質等安全データシー 

卜の交付等)

第2条 化学物質等で危険又は有害なものとし 

て別表に掲げる性質(以下「危険有害性」とい 

う。)を有するもの(以下「危険有害化学物質 

等」という。)を譲渡し、又は提供する者は、 

譲渡し、又は提供する相手方に、当該危険有 

害化学物質等に係る次の事項を記載した文書 

(以下「化学物質等安全データシート」とい 

う。)を交付するものとする。ただし、危険有

害化学物質等を容器に入れ、又は包装してJ 
譲渡し、又は提供する場合であって、当

器又は包装が主として一般消费者の生活のn 
に供するためのものであるときについては,j 

この限りでない。

1名称

2成分及びその含有量

3物理化学的性質

4危険有害性の種類

5危険有害性の内容及び程度

6貯蔵又は取扱い上の注意

7 事故時等における応急措置

8当該化学物質等安全データシートを作或 

した者の氏名(法人にあっては、その名稗| 

及び住所

9前各号に掲げるもののほか、労働省力讎 

基準局長が定める事項

2危険有害化学物質等を譲渡し、又は榜供し 

た者は、譲渡し、又は提供した後において, 

当該危険有害化学物質等に係る前項各川こ！! 

げる事項に変更が生じた場合には、当該*更 

について、譲渡し、又は提供した相手方に. 

速やかに、通知するものとする。 

(讓渡提供者による表示)

第3条危険有害化学物質等を容器に入れ、文‘: 

は包装して、譲渡し、又は提供する者は、« 

該容器又は包装(容器に入れ、かつ、包装してj 
譲渡し、又は提供する場合にあっては、当| 

容器。次条において同じ。)に、当該危険有_ 

化学物質等に係る次の事項を表示するもの_ 

する。

1名称

2成分及びその含有量

3危険有害性の種類

4人体に及ぼす作用

5 貯蔵又は取扱い上の注意

16安全tンター情報増刊号

当該表示をした者の氏名(法人にあって 
f梦,その名称)及び住所

L的各号に掲げるもののほか、労働省労働 

暮中局長が定める事項

|的条第2項の規定は、前項の表示について 

相する。

j節2項の規定にかかわらず、危険有害化学物 

に関し第1項各号に掲げる事項の表示に 
|いて法令の定めがある場合には、当該事項 

&表示については、その定めによることがで 

きる。

^4条危険有害化学物質等以外の化学物質等 

を容器に入れ、又は包装して、譲渡し、又は 

瓣供4る者は、当該容器又は包装に当該危険 

有肖化学物質等の名称を表示するものとす 

る,

羅6条的2条の規定は、主として一般消费者の 

塞活の用に供するための容器又は包装につい 

ては、適用しない。

(事謬?;による化学物質等安全データシートの 

成等)

霧0条琳業者は、危険有害化学物質等を労働 

蠢I•收り扱わせるときは、危険有害化学物質 

等に係る化学物質等安全データシートを作成 

1るものとする。ただし、当該危険有害化学 

•質等について、当該事業者が譲渡され、又 

を受けた場合は、この限りではない。

I寧樂行は、容器に入れ、又は包装した危険 

翁离化学物質等を労働者に取り扱わせるとき 

者,当骸容器又は包装(容器に人れ、かつ、包 

した危険有害化学物質等を労働者に取り扱 

せる堪合にあっては、当該容器。第4項に 

•いて同じ。)に第3条第1項各号に掲げる事 

示するものとする。

1 は、危険有害化学物質等を前項に規 

Fる方法以外の方法により労働者に取り扱 

<>*?>ときは、当該危険有害化学物質等を専 

ら蛇«し、又は取り扱う場所(設備を含む。)

に、第3条第1項各号に掲げる事項を掲示す 

るものとする。

4事業者は、危険有害化学物質等以外の化学 

物質等であって容器に入れ、又は包装したも 

のを労働者に取り扱わせるときは、当該容器 

又は包装に当該化学物質等の名称を表示する 

ものとする。

5事業者は、危険有害化学物質等以外の化学 

物質等を前項に規定する方法以外の方法によ 

り労働者に取り扱わせるときは、当該化学物 

質等を専ら貯蔵し、又は取り扱う場所(設備を 

含む。)に、当該化学物質等の名称を掲示する 

ものとする。

6事業者は、第2条第2項(第3条第2項にお 

いて準用する場合を含む。)の規定により通知 

を受けたとき、第1項の規定により化学物質 

等安全データシートを作成した場合であって 

当該化学物質等安全データシートに係る第2 
条第1項各号に掲げる事項に変更が生じたと 

き、又は第2項の規定により表示をし、若し 

くは第3項の規定により掲示をした場合であ 

って当該表示若しくは掲示に係る第3条第1 
項各号に掲げる事項に変更が生じたときは、 

速やかに、当該通知、当該第2条第1項各号 

に掲げる事項の変更又は当該第3条第1項各 

号に掲げる事項の変更に係る事項について、 

その書換えを行うものとする。 

(化学物質等安全データシートの揭示等) 

第7条事業者は、危険有害化学物質等を労働 

者に取り扱わせるときは、第2条第1項の規 

定により交付を受け、又は前条第1項の規定 

により作成した化学物質等安全データシート 

(次項において単に「化学物質等安全データシ 

ート」という。)を、常時作業場の見やすい場 

所に掲示し、又は備え付ける等の方法により 

労働者の利用に供するものとする。

2 事業者は、危険有害化学物質等を取り扱う 

労働者について当該危険有害化学物質等によ

安全tンター情報増刊罟17
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る労働災害を防止するための教育その他の措 

置を講ずるに当たっては、化学物質等安全デ 

ータシートを活用するものとする。

3 法第17条第1項の安全委員会、法第18条第1 
項の衛生委員会又は法第19条第1項の安全衛 

生委員会(以下この項において「委員会」とい 

う。)を設置する事業者は、当該事業場におい 

て取り扱う化学物質等の危険有害性その他の 

別表(第2条関係｝

性質等について、事業者、労働者その 

係者の理解を深めるとともに、化学物貢！^ 

関する適切な取扱いを行わせるための方;J 
関し、委員会に調査審議させ、及び車果J 

対し意見を述べさせるものとする。 

(細目)

第8条 この指針に定める事項に関し必 

目は、労働省労働基準局長が定める。mJ

1爆発性 火気その他点火源となるおそ 

れがあるものに接近させ、加熱 

し、摩擦し、又は衝撃を与える 

ことにより爆発する危険を有す 

る個体又は液体の性質をいう。

れる危険を有する物質(他の物j 
質を酸化する性質を有するもの 

に限る。)の性質をいう。

8急性毒
性

人に急性中毒を起こすおそれ 

のある性質をいう。

2高圧ガ

ス

圧縮され、又は液化されてい 

ることによる危険を有する気体 

の性質をいう。

9腐食• 

刺激性

次のいずれかの性質をいう, 

イ人の皮膚に不可逆的な相a 
を起こすおそれのある性質 

ロ人の皮膚に紅斑、痂皮又は1 

水腫を起こすおそれのある怜 

/質

ハ人の目に角膜混濁、虹彩の| 

異常、結膜の発赤又は結膜水. 

腫を起こすおそれのある竹霣 

をいう〇

3引火性 火気その他点火源となるおそ 

れのあるものに接近させ、又は 

加熱することにより引火する危 

を有する液体の性質をいう。

4可燃性 火気その他点火源となるおそ 

れのあるものに接近させ、酸化 

を促す物に接触させ、加熱し、 

又は衝擎を与えることにより発 

火する危険を有する個体又は気 

体の性質をいう。

10特定有 

害性

次のいずれかの性質をいう•1 
イ人にがんを発生させるおそ1 

れのある性質

ロ 微生物に、又は哺乳類の增 

養細胞に強い変異(その変肩J 
が統計的に有為なものに限る！^ 

を発生させる性質

ハ人の生殖能力又は胎児の» 

生若しくは成長に影響を及ぼ 

すおそれのある性質
二人の胎児の身体又はそのj 
能に異常を生じさせるそれの 

ある性質
ホ人に感作を生じさせるおそ 

れのある性質

5自然発 

火性

空気に接触させることにより 

発火する危険を有する性質をい 

う。

6禁水性 水に接触させることにより発 

火し、又は可燃性のガスを発生 

する危険を有する性質をいう。

7酸化性 当該物質の分解が促される物 

に接触させ、加熱し、又は衝撃 

を与えることにより分解が促さ
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平成4年/爿丨A 
発第394号; 

労卿賴長居S
方働古労働酋準局長

|化7:物質等の危険有:w性等の 

【のみ示に関する指針について

化,物衿等の危険有害性等の表示に関する指 

嫩,成伸労働省告示第60号。以下「指針」と 

いう,>は、平成4年7月1日に公表されたところ

9いては、下記事項に留意の上、あらゆる機 

_とらえ囀業者及び関係事業者団体等に対し 

摘釗の周知を図るとともにその運用に遺憾 

Cない.I.うにされたい。

なお,屮央における関係業界団体等に対して 

MWV4のとおり要請を行ったので、念のため 

♦し灌える。

記 

■I制定の趣旨

tT物«芳による爆発災害や職業性疾病は、 

■tCも跡を絶たない状況にあるが、その発生 
・-っとして、轉者又は労髓が化学物 

険々害性、適切な管理、取扱いの方法 

,なかったことが挙げられる。この背景

I•場においてさまざまな種類の化学物質 

&用されていること、化学物質等の危険有 

から判断することは非常に困難であ 

、率突者及び化学物質等を取り扱う労働 

物H等の危険有害性等に関する情報を 
_るシステムが確立されていないこと等が

ある。特に、最近、職場で使用される化学物質 

等が増加しており、その種類は48.000にも及ん 

でいる。

こうした中で、危険有害性等の情報が増加し 

ており、その周知を図るシステムを設けること 

が重要になっている。

また、国際的には、米国、EC諸国等におい 

て化学物質等安全データシート等の制度が定着 

しつつあり、また、平成2年、ILO総会におい 

て化学物質等の危険有害性の周知を主な内容と 

する「職場における化学物質の使用の安全に関 

する条約(第170号条約)jが採択されたところで 

ぁる。

このような状況にかんがみ、すべての危険有 

害な化学物質等について、譲渡提供者の有する 

危険有害性等の情報をそれを取り扱う事業場の 

労働災害防止に活用するシステムとして、化学 

物質等の危険有害表示制度を創設し、化学物質 

等による労働災害防止の推進を図ることとした 

ものである。

第2全般的事項

1指針の位置付け

化学物質等の表示については、現在、労働安 

全衛生法第57条において有害性の程度、利用の 

状況等を勘案し、労働災害を防止するために政 

令で定める91物質を対象とし、また、その表示 

内容は、成分、取扱い上の注意など当該化学物 

質を取り扱う上で必要な事項が規定されている 

ところである。

一方、指針においては、化学物質等の適切な 

管理、取扱いが行われるためには、化学物質等 

に係る必要な情報は基本的にすべて事業者及び 

それを取り扱う労働者に提供されるべきである 

という情報公開の考え方に立ってその対象をす 

ベての化学物質等とし、表示の内容は、その適 

切な管理、取扱いのために必要となるすべての 

事項とされている。このように、指針に基づく 

化学物質等の危険有害性等の表示制度は、従来

安全tンター情報増刊号19
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の表示制度と比べ大幅な対象の拡大、内容の充 

実を図ったものであることから、その円滑な定 

着のために、当面、指針として公表し、行政指 

導により推進することとしたものである。

2表示制度の概要

指針に基づく表示制度は、次のようなシステ 

ムである。

① 国は、化学物質等の危険有害性やそれに応 

じた取扱方法等を的確に表示するための基準 

を定めること。

② 化学物質等の譲渡提供者等は、この基準に 

基づく表示を行うこと。

③ 化学物質等の取扱事業者は、これらの表示 

を活用し、労働者に取り扱う化学物質等の危 

険有害性を周知すること、危険有害性に応じ 

た適切な取扱いを確保すること等の措置を講 

じること。

また、化学物質の譲渡提供者等が行う表示の 

種類は、危険有害化学物質等にあっては化学物 

質等安全データシートの交付及び容器又は包装 

への危険有害性の種類等の記載(以下「ラベルの 

貼付」という。)であり、それ以外の化学物質等 

にあっては容器又は包装への名称の記載であ 

る。

なお、本制度の概要は、参考1(注：4頁の図) 

のとおりである。

3危険有害性の考え方

化学物質等の危険有害性については、指針の 

別表に示されており、その危険有害性の一に該 

当すれば危険有害化学物質等として、化学物質 

等安全データシートの交付、及びラベルの貼付 

が必要となる。

なお、化学物質等には危険有害性の情報が不 

十分なこと等により、実際は危険有害化学物質 

等であっても危険有害化学物質等以外の化学物 

質等に区分けされることがある。

4 化学物質等安全データシート

化学物質等安全データシートは、事業場にお 

ける総合的な安全衛生管理に資することを目_ 

とするものであり、当該危険有害化学物質

適切に管理するために必要である詳細な情報奢 

記載する文書である。

5容器等の表示

容器等の表示は、当該化学物質等を取り扱, 
労働者がその危険有害性を知らず、適切な取j 

方法をとらないことが原因で発生する労働災寒 

の防止に資することを目的とするものであり, 

危険有害化学物質等についてそれを取り扱う牖 

合に知っている必要がある主要な危険有害性等 

の情報を記載するものである。

6名称の表示

名称の表示は、化学物質等の取り違えによ®’ 

労働災害の防止、労働者が取り扱っている化字 

物質等が何であるか分らないことにより生ず» 

不安の除去等に資することを目的とするもの龙 

あり、危険有害化学物質等以外の化学物質$1： 
ついて、他の化学物質等と区別することがで番: 

るよう、その名称を表示するものである。

第3細部事項

1第1条関係
(1)「化学物質Jとは、労働安全衛生法第2条番 
3号の2の化学物質であって元素及び化合物をい 

うものであるが、「化合物」とは昭和53年2HII 
日付け基発第77号通達の記の1の⑵によるも〇； 

であること。

ただし、 同通達の記の1の(2)のま た冉きにつ

いては、本指針においては、同また害きのロ 

固有の使用形状を有するものを除き、化合犓 

して取り扱うものとすること。

なお、石綿スレート、アーク溶接に用いる 

ップ等加工の際に明らかに、有害物を発的す 

ものについては、固有の使用形状を有するも 

であっても、本指針の対象として取り扱うも 

とすること。

(2)「混合物」には、化学物質を含有する［ 

その他のものが含まれるものであること0
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2第2条関係
化学物資等安全データシートの様式は任意 

ること。

0お、化学物質等安全データシートの様式例 

aしては、別添1に示すものがあること。

(幻成分が同一でその含有量が異なる混合物が 

_あり、当該成分の危険有害性の種類が同一 

f易る墦合には、各混合物の成分と含有量の関 

示したリストに当該混合物がどれに該当す 

jかを明示したものを添付すればそれ以外の部 

|||：ついて同一の化学物質等安全データシート 

f廉し支えないものであること。

(3) 化学物質等安全データシートは、別添2に 

•す灾献等を参考にして作成すること。

(4) 化/‘？物質等安全データシートは、化学物質 

事Dft険有害性等について十分な知識を有する 

看が什成する必要があること。

(5) 化T物質等を継続的に又は反復して、譲渡 

XUIP供するときは、最初に譲渡又は提供する 

■C：化7物質等安全データシートを交付すれば 
iりること。ただし、化学物質等安全データシ 

-卜の山!战内容を変更した場合にはこの限りで 

ないこと。

E
害性」については、当分 

旨針別表の危険有害性に 

)左欄に示す危険有害性 

i学物質等が危険有害性 

)扱って差し支えないも

、ない化学物質等であっ

5質等の危険有害性評価 

軚等により、危険有害化 

;のについては、危険有

Zり扱うことが望ましい

萍価については、原則と

:それぞれの化学物質の

jづいて行うこと。この

場合、原則として特定有害性の評価にあっては 

1パーセント以上、それ以外の有害性の評価にあ 

っては5パーセント以上混合物に含有される成 

分を対象として行うこと。

(8) 第1項の「主として一般消費者の生活の用 

に供するためのもの」は、昭和47年9月18日付け 

基発第602号通達の記の11の(2)のロに示すもの 

と同様であるが、例示としてはこのほか、一般 

消費者の生活の用に供するために製造され、か 

つ、容器に入れられ、又は包装された食品、ア 

ルコール飲料等が含まれるものであること。

(9) 第1項第1号の「名称」の記載は、当該化 

学物質等が特定できるものであれば、商品名の 

記載でも差し支えないこと。

(10) 第1項第2号の「成分」の記載は、国際純 

正及び応用化学連合が制定した命名法(I UP 
A C命名法)に準拠した名称又は危険有害性の 

評価を行う目的のために当該化学物質等を明確 

に特定することができる名称を記載して行うこ 

と。

(11) 第1項第2号の「含有量」については、原 

則として重量パーセントで記載すること。

この場合における重量パーセントの記載は、 

10パーセント未満の端数を切り捨てた数値と当 

該端数を切り上げた数値との範囲をもって行う 

ことができること。

(12) 化学物質等安全データシートの記載に当た 

って、つぎの①から④までに掲げる基準のすべ 

てに適合している場合は、当該化学物質の成分 

及びその含有量は、記載しなくても差し支えな 

いものであること。

① 当該化学物質等に関して特許法(昭和34年 

法律第丨21号)第36条第1項による願書が提出 

されている等当該化学物質等の成分及びその 

含有量が企業秘密であるという合理的な理由 

があること。

② 当該化学物質等について、成分及びその含 

有量を除いた危険有害性の種類等の記載事項
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が化学物質等安全データシートに記載されて 

いること。

③ 当該化学物質等の成分及びその含有量が企 

業秘密であることが化学物質等安全データシ 

ートに記載されていること。

④ 当該化学物質等の成分及びその含有量を労 

働省労働基準局長、都道府県労働基準局長又 

は労働基準監督署長の要請により速やかに提 

示することが可能であること。

(13) 第3号の「物理化学的性質」及び第5号の 

「危険有害性の内容及び程度」については、当該 

化学物質等安全データシートの作成者が知り得 

る情報をもとに記載すれば足りるものであるこ 

と。

なお、別添2に示す文献等の調査、別途示す 

「化学物質等の危険有害性試験基準」に基づく試 

験の実施等により情報を積極的に入手し記載す 

ることが望ましいこと。

(14) 第1項第4号の「危険有害性の種類」につ 

いては、指針の別表に掲げる性質を記載するこ 

と。

(15) 第1項第5号の「危険有害性の内容及び程 

度」のうち有害性の内容及び程度については、 

ヒトの症例若しくは疫学的情報又は各種危険有 

害性の試験から得られた情報を記載すること。 

U6)第1項第6号の「貯蔵又は取扱い上の注意」 

には、次に掲げるものが含まれるものであるこ 

と。

① 貯蔵及び一般的取扱い上の注意

② 曝露防止措置

③ 榆送上の注意

④ 廃棄上の注意

(17)第1項第9号の「労働省労働基準局長が定 

める事項」は、次に掲げるものとすること。

① 化学式又は構造式

② 官報公示整理番号(労働安全衛生法第57条 

の2第1項の規定に基づく同法施行令第18条 

の2第4号に定める化学物質及び同法第57条 

の2第3項の規定により、その名称等が公觀^ 

された化学物質について、官報公示の障t 

付けられた番号等)
③ CAS番号(米国化学会のケミカル.7J 

ストラクト.サービス(CAS)において化 
学物質検索を容易にするために付けられj 

番号)

④ 国連分類及び国連番号

⑤ 適用法令

(18) 第2項の「前項各号に掲げる事項の変更が 

生じた場合」には、次の場合等が含まれるも 

であること。
① 危険有害性の情報が新たに明らかになっ4 

場合

② 新たに法規制の対象になった場合

③ 新たに曝露防止の技術が確立した場合

(19) 第2項の「通知」の範囲は、原則として, 

既に化学物質等安全データシートを交付した相 

手方であるが、当該化学物質等を譲渡又以援供 

してから長期間経過している場合等で、明らW 
に当該化学物質等が消费され存在しないと考龙 

られる相手方は対象とならないこと。

3第3条関係
(1) 第1項の「表示」は、当該容器又は包装!^ 

必要事項を印刷し、又は、必要事項を印刷した 

票せんをはり付けて行うこと。ただし、当陔_ 

器又は包装に表示事項のすべてを印刷し、 
表示事項のすべてを印刷した票せんをはり付j 
ることが困難な時は、表示事項のうち同項第j 

号から第7号までに掲げる事項については,1 

該事項を印刷した票せんを容器又は包装に結$ 

付けることにより表示することができるこ^!

(2) 危険有害化学物質等を容器に入れ、又14! 

装する以外の方法により譲渡し、又は提供す# 

者は、化学物質等安全データシートを交付す1 
ば、第1項の表示を行う必要はないこと。J
(3) 第1項第1号及び第2号の記載事項は,! 

学物質等安全データシートのそれぞれ対応1
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事項と同一のものである必要があること。

(4)^1項第5号の「貯蔵又は取扱い上の注意」 
Iいては、第2条第1項第6号の「貯蔵又は

の注意」を要約したものを記載すれば

るものであること。

第3項については、当面、労働安全衛生法

篇よるもののほか関係法令に基づく表示がなさ

九乂は記載事項の変更について関係法令に基

づく柑Sがとられておれば、第1項及び第2項
❸钃朦が行われているものとして取り扱うこ

4策4条関係
(1)丨名称」は、第2条第1項第1号の「名称」 

明様、当該化学物質等が特定できるものであ 

tlU.商品名の記載でも差し支えないものであ 

る：と。

5 «6条関係
(1)第1項は、主に、その事業場において、製 

•bして危険有害化学物質等を製造する場合及 

(BBS中問体として存在する危険有害化学物質 

する場合について規定したものである 

:と.

これらの化学物質等安全データシートは、第 

UH項第1号から第9号に掲げる事項が記 

勤れていれば、作業標準書等既存の資料を活 

題してぞし支えないものであること。

く21 «2項は、主に次に掲げる場合について規 

獻したものであること。

1咨孩辦業場において製品又は製造中間体と 

造した危険有害化学物質等を容器等に 

久れて労働者に取り扱わせる場合 

|渡され又は提供を受けた危険有害化学物 

助を、その事業場において、新たに容器に 

小分けする等により、労働者に取り扱わせる 

,合

|し、②については、表示された容器等か 

|•曾える場合であって、かつ、移し替えた 

•肖化学物質等の容器等を鱗移替えを行

った労働者だけに短期間取り扱わせるときは含 

まないものであること。

(3)第3項の「前項に規定する方法以外の方法 

により労働者に取り扱わせるときjとは、次に 

掲げる危険有害化学物質等を労働者に取り扱わ 

せるとき等が含まれるものであること。

① ャード等に野積みされた危険有害化学物質 

等

② 槽類及び塔類等に貯蔵された危険有害化学 

物質等

く4)第3項及び第5項の「掲示」には、標識に 

よる方法のほかフローチャートの備え付けによ 

る周知等の方法があること。また、第3項につ 

いては当分の間、関係法令に基づく表示の措置 

がなされておれば、本項の措®が行われている 

ものとして取り扱うこと。

6第7条関係
(1) 第2項の「教育」には、労働安全衛生規則 

第35条第1項第1号の原材料等の危険性又は有害 

性及びこれらの取扱い方法に関することについ 

ての教育等が含まれるものであること。

(2) 第2項の「教育」は、化学物質等の危険有 

害性等について十分な知識を有する安全管理 

者、衛生管理者等が実施することが望ましいこ 

と。

(3) 第2項の「その他の措置jには、化学物質 

等に係る労働災害防止のための措置が含まれる 

ものであり、本措置を講ずるに当たっては、化 

学物質等安全データシートの記載事項である応 

急措置、取扱い上の注意、曝露防止措置等を参 

考とすること。

ただし、化学物質等安全データシートは、一 

般的な取扱いを前提に作成されたものであるの 

で、当該化学物質等を使用する事業者は、当該 

化学物質等について特殊な取扱い等を行う部分 

については、その実態に応じた適切な措置を講 

じる必要があることに留意すること。

(4) 第3項の委員会に調査審議させる場合に
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は、

① 新たに化学物質等の譲渡•提供を受ける場

厶

② 新たに化学物質等を製造する場合

③ 取り扱っている化学物質等に係る化学物質 

等安全データシートの内容に重大な変更があ 

った場合

等があること。

7別表関係

(1)別表の10の「特定有害性」は、イががん原

性、ロが変異原性、ハが生殖毒性、二が催奇形 

性、才が感作性であること。

第4 その他

本年度は指針に基づく表示制度が円滑に推進

されるよう、指導に当たっては、指針の周知に

重点をおいて取り組まれるよう留意さ

れたい。

別添1

化学物質等安全データシート

作成者(法人にあってはその名称)

住 所

担当部門 担当者

電話番号 FAX番号

緊急連絡先 電話番号

__________________作成•改訂年 月 日

化学物質等の名称

物質の特定

単一物質•混合物の区別

化学名

成分及び含有量

化学式又は構造式

官報公示整理番号(安衛法、化審法)

CAS番号
国連分類及び国連番号

危険有害性の種類 >

救急措置

眼に入った場合

皮膚に付着した場合

吸入した場合

飲み込んだ場合

火災時の措置

消火方法

消火剤 __________________ _

漏えい時の措置 __________

取扱い及び貯蔵上の注意

取扱い

_貯 蔵_ __________ _

曝露防止措置

管理漶度

許容濃度•日本産業衛生学会(年度版! 

-ACGIH (年度版) 

•その他の曝露限界値、参考砧 

設備対策

保護具

呼吸用保護具

保護眼鏡

保護手袋

_____ 保護衣 _____________j
物理化学的性状

外観等

沸 点 °C
蒸気圧 Pa( •〇

揮発性

融 点 °C
比重又は嵩比重 ( て)

溶解度水 %( •〇

その他の溶媒( )%( •〇

その他

危険性情報(安定性•反応性)

引火点： °C 発火点：

爆発限界：上限： ％ 下限：1 
可燃性：

24安全tンター情報増刊号

'果火性(自然発火性、水との反応性)：

解化性：

L自己反応性.爆発性：

粉じん爆発性：

安定性•反応性：

そ_の他:________________________

害性情報(ヒトについての症例、疫学的 

情報を含む)

腐食性：

利激性(皮虜、眼):

感作性：

急件潭性(50%致死量等を含む): 

«急性毒性：

慢性薄性：

がん原性：

性(微生物、染色異常)：

生舶薄性：

催奇形性:

その他(水と反応して有害なガスを発生 

生する等を含む)：

騸境影货情報

の注意  

_送ヒの注意

通用法令

そ〃)他(記観内容の問い合せ先、引用文献等)

析扇？

化？物打安全データ‘層而 

(咖報)

曇理•化字関係、毒性関係等全般的な惰報

物技の危険•有害便覧、労働省安全衛 

(中央労働災害防止協会｝
®な屮海便覽、後藤稠、池田正之、原一郎

•⑽薬出版)

(3) Conipendiuin of Safety Date Sheets for 
Research and Industrial Chemicals, 
Lawrence H.Keith and Douglas B.Walters 
(VCH)

(4) Dangerous Properities of Industrial 
Materials, N.Irving Sax, Richard 
J.Lewis, Sr.(Van Nostrand Reinhold)

(5) General Industry Standards, OSHA
(6) International Chenical Safety Cards(問 

い合せ：国立衛生試験所)

(7) Materi a I Safety Data Sheets. 
Nielsen.J.M.編(General Electric Conpany)

(8) Occupational Health Guidlines for 
Chenical Hazards. NIOSH/OSHA

(9) Pocket Guide to Chemical Hazards. 
NIOSH

(10) The Merck Index, Susan Budavari, 
Maradele J.0 Nei I,Ann Smith and 
Patricia E.HeckelBian(MERCK & CO., Inc.)

(11) The Signa-Aldrich Library of Chenical 
Safety Data. Robert E.Lenga(Sigma- 
Aldrich Corporation)

2 主として物理•化字的性質関係の惰報

(1) 化学大辞典(共立出版)

(2) 危険有害物ハンドブック、吉田忠雄、田村

昌三監訳(丸善株式会社)

(3) National Fire Codes. NFPA
3主として許容澹度関係の悄報

(1) 産業医学(日本産業衛生学会)

(2) Documentation of Threshold Limit 
Values and Biological Exposure Indices. 
ACGIH

(3) Criteria for a Recommended Standard 
Occupational Exposure. NIOSH

4 主として毒性関係、がん原性、変異原性関 

係の情報

(1) 試験結果報告書、NTP
(2) 微生物を用いる変異原性試験データ集、石
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館基監修(L.I.C)
(3) Annual Report on Carcinogens, NTP
(4) Catalog of Teratogenic Agents. Thomas 

H.Shepard M.D.(The Johns Hopkins Univ. 
Press)

(5) Data Book of Chromosomal Aberration 
Test In Vitro.石館基監修(L.I.C)

(6) Envi ronmentaI Health Criteria. 
1PCS/WH0. 11,〇. UNEP

(7) I ARC Monographs onthe Evaluationof the 
Carcinogenic Risk of Chemicals to 
Hunans. IARC/WHO

(8) Industrial Hygiene and Toxicology.
John Wiley & Sons

(9) Registry of Toxic Effects of Chenical
Substances. N1OSH

(10) Survey of Compounds which have been
tested for Carcinogenic Activity.
National Cancer Institute.

別添3 ___________________

指針別表の危険有害性に 

該当する化学物質等

1爆発性

① 労働安全衛生法施行令(以下「令」とい 

う。)別表第1第1号の「爆発性の物」

② 労働安全衛生法第20条第2号の「爆発性の 

物」のうち①以外の化学物質等

2高圧ガス

①高圧ガス

3引火性

① 令別表第丨第4号の「引火性の物J
② 労働安全衛生法第20条第2号の「引火性の 

物Jのうち①以外の化学物質等

4可燃性

① 令別表第1第2号の「発火性の物」のうち

可燃性を有する化学物質等

② 令別表第1第5号「可燃性のガス」
③ 労働安全衛生法第20条第2号のものでJ 

って可燃性を有する化学物質等のうち①j 

び②以外のもの

5自然発火性
① 令別表第1第2号の「発火性の物jのうJ 

自然発火性を有する化学物質等
② 労働安全衛生法第20条第2号の「発火j 

物」であって自然発火性を有する化学 

等のうち①以外のもの

6禁水性
① 令別表第1第2号の「発火性の物」のうi) 

禁水性を有する化学物質等

② 労働安全衛生法第20条第2号の「発火 
物」であって禁水性を有する化学物質等q 

うち①以外のもの

7 0S化性
① 令別表第1第3号の「酸化性の物」

② 労働安全衛生法第20条第2号のもので备 

って酸化性を有する化学物質等のうち①a 
外のもの

8急性毒性

① 有機溶剤中毒予防規則第1条第1項第相: 

に規定する有機溶剤等
② 特定化学物質等障害予防規則第3条に| 

定する第3類物質等
③ 鉛中毒予防規則第1条第1項第1号に規j 

する鉛等

④ 四アルキル鉛中毒予防規則第1条第I項 

3号に規定する四アルキル鉛等

⑤ 危険物船舶運送及び貯蔵規則に
舶による危険物の運送基準等を定めるj 

別表第4の毒物類
⑥ 毒物及び劇物取締法第2条に規定すj 

物及び劇物
⑦ 労働省労働基準局安全衛生部化学物質j 

査課長が定める化学物質等(^29頁參癉
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9 0食刺激性
労働安全衛生規則第326条に規定する腐 

食性液体

9危険物船舶運送及び貯蔵規則に基づく船 
feによる危険物の運送基準を定める告示別 

第3の腐食性物質(その他の腐食性物質を 

除く)

労働省労働基準局安全衛生部化学物質調 

蜜課長が定める化学物質等(+29頁参照) 

■-恃定有害性

(pれ定化学物質等障害予防規則第2条第1項 

I.•说定する第1類物質及び第2類物質
•鉛中毒予防規則第1条第1項第1号に規定 

する鉛等

③ 叫アルキル鉛中毒予防規則第1条第1項第 

■ 3号に規定する四アルキル鉛等

④ 労働安全衛生法第28条第3項に基づき指 

♦針を公表した化学物質等

曲T成4年2月10日付け基発第51号通達によ 

IIり公表した変異原性が認められた既存化学 

物質等

® f成3年6月25日付け基発第414号の3通達 

等により公表した変異原性が認められた新 

W化卞物質等
®労働省労働基準局安全衛生部化学物質調 

が定める化学物質等(^29頁参照)

触4

■係袋界団休への要請

_晰の長あて

平成4年7月1日 
基発第394号の2

労働省労働基準局長

化学物質等の危険有害表示 

制度の推進について

労働安全衛生行政の推進につきましては、平 

素より御協力を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、労働省におきましては、化学物質等の 

危険有害性等の表示に関する指針を平成4年7月 

1日公表し、労働災害防止のため同指針に基づく 

化学物質等の危険有害表示制度を推進すること 

と致しました。また、同指針の適正な運用を図 

るため、別添1、2のとおり都道府県労働基準 

局長あて通達したところです。

つきましては、貴会傘下会員に対し、化学物 

質等の危険有害表示制度について、その周知指 

導方御配慮頂きますよう願い申し上げます。 

別添1 平成4年7月1日付け基発第394号 

「化学物質等の危険有害性等の表示 

に関する指針について」

別添2平成4年7月1日付け基発第395号 

「「化学物質等の危険有害性試験基 

準」及び「化学物質等の危険有害性 

評価基準」の制定について

別紙

1労働災害防止団体

中央労働災害防止協会/建設業労働災害防止 

協会/陸上貨物運送事業労働災害防止協会/ 

港湾貨物運送事業労働災害防止協会/林業• 

木材製造業労働災害防止協会/鉱業労働災害

防止協会

2業界団体

日本化学工業協会/石油化学工業協会/印刷

インキエ業会/化成品工業協会/石油連盟/ 

(社)日本化学工業品輸入協会/(社)日本化学

物質安全•情報センター/日本製薬団体連合

会/日本試薬連合会/(社)日本塗料工業会/

(社)日本芳香族工業会/日本無機薬

品工業会/農薬工業会
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平成5年1月？1U 
基発第435: 

郎道府県労働钻笮局反殿

労働省労働駐芋局長

化学物質等の危険有害性等の表 

示に関する指針の運用について

化学物質等の危険有害性等の表示に関する指 

針(平成4年労働省告示第60号。以下「指針」と 

いう。)については、平成4年7月1日付け基発第 

394号通達により留意事項を指示したところで 

あるが、さらに下記の事項にも留意の上、その 

運用に遺憾なきを期されたい。

記

1指針に基づく事業者に対する個別具体的指 

導について

(1)指針の運用開始については、その周知に必 

要とする期間を考慮し、また、厚生省及び通 

商産業省が共同で来年度から化学物質に関す 

る同様の表示制度を実施する予定であるこ 

と、現在ガットスタンダード協定第2条に基づ 

く事前意図公告の手続きをとっていること等 

から、本年4月1日から行うこととしているこ 

と。したがって、それまでの間は周知に努め 

られたいこと。

(2 ) 一部の塗料又はインキのように多種類の化 

学物質等の混合物であり、かつ、譲渡し、又 

は提供する製品が多種類にわたる場合には、 

本年4月1日以後数か月間の準備期間を経て化 

学物質等安全データシートの作成が行われる 

よう指導して差し支えないこと。

(3)現在、指針に関し前記(1)の事前意図公告 

の手続きをとっており、当該手続きにおいて、 

指針の内容等にっいて外国関係者からの意見

提出があった場合は、当該意見について 

されるものであること。また、当該手続きに 

関する事務は全て本省化学物質調査課で行戈 

ものであること。なお、当該手続きの結果、I 
指針に関し特段の変更がない場合には、指_ 

の運用に関し改めて指示は行わないもので务 

ること。(注：特段の変更はなかった)

2指針の内容について
指針別表「10特定有害性」には、慢性毒!^ 

(人に慢性中毒を起こすおそれのある性質をぃ 

う。)が含まれるものとして取り扱うこと。1
3 その他

平成4年10月1日付けで、本省化学物質調角顏 

に化学物質情報管理官が配置され、化学物質尊 

の危険有害性等の表示制度の普及その他当該_ 

度に関する事務で専門的事項に係るものを行う 

こととなったので、表示制度に関する問い合わ

せ等は化学物質情報管理官宛て行われ 

たいこと。

(注：本通達に関連し、平成5年1月8日付け通• 

弘報に掲載された事前意図公告は次のとおり) 

【通商公示】

規格■基準などの事前意囡公告(この公告I上フ 

タンダード協定第2条5、1に基づく ものですJ

化学物質の安全性の情報提供

に関する指針の制定について

(PUB-N0T 93-1 5 1 8) 
下記のとおり、化学物質の安全性の情報卵 

に関する指針を定める予定ですので、お知ら 

します。ご意見のある場合には、理由を付して 

文書でご提出下さい。提出されたご意見は十$ 

検討の上、必要があれば公告された内容の 

があり得ます。なお、平成4年7月1日付け労 

告示第60号の指針の修正を求める意見につい1 

も検討されます。
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1件名

化f物質の安全性の情報提供に関する指針の 

_定

2妇象品目

化字物質(元素、化合物及びそれらの混合物 

0［然であるか合成であるかを問わない。)をい 

ぅ.)

3熊
化卞物質の取扱いに関する安全性の向上を図 

易ため,化学物質の安全性の情報提供に関する 

を制定する。指針に基づき、化学物質を譲 

又は提供する事業者が講ずる措置は以下 

のとおり。

<黨>范険有害な化学物質を譲渡し、又は提供す 

る隈に、相手方に、当該化学物質の有害性及 

び安全上の予防措置等を記したデータシート 

(以F「安全性データシート」という。)を交 

付すること〇

なお、同一の相手方に対し、継続的に同一 

の化学物質を譲渡し、又は提供している場合 

は,安全データシートを再度交付しなくても 

よい0

(途中省略)

く2他険有害な化学物質を譲渡し、又は提供す 

t限に、その容器、包装等に当該化学物質に 

»‘Iる取扱い上の注意等を記載した表示を行 

うこと。

く3»その他

化7物質の名称等の表示

4旅行予定日

キ成5年4月1日より施行予定 

5顧見指出先

生活衛生局企画課生活化学安全対策室 

リ⑻東京都千代田区霞が関1-2-2 
怕則(3503)1711内 2417
賴龍蹴鶴化学品安全課 

東京都千代田区霞が関1-3-1

1511内3231〜3

③労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課

亍100東京都千代田区霞が関1-2-2
TEL03(3593)1211内5510
6意見提出期限

平成5年3月12日

化学物質調査課長

表示に関する指針別表の有害性に

該当する化学物質等について

平成4年7月1日付け基発第394号「化学物質等 

の危険有害性等の表示に関する指針について」 

の別添3「指針別表の危険有害性に該当する化 

学物質等」(以下、「別添3」という。)の第10号 

⑦の「労働省労働基準局安全衛生部化学物質調 

査課長が定める化学物質等」は、化学物質の審 

査及び製造等の規制に関する法律第2条第3項に 

規定する第2種特定化学物質及び同条第4項に規 

定する指定化学物質とするので、了知の上、標 

記指針の運用に遺憾なきを期されたい。

なお、別添3の第8号⑦及び第9号③の「労働 

省労働基準局安全衛生部化学物質調査課長が定 

める化学物質等」については、当面、該当する 

化学物質等を定める予定はないことを申し添え 

る〇

(参考)

化学物質の審査及び製造等の規制に関

する法律(抄)4略
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厚生.通産告示

平成5年3月26日
厚生省通商産業省告不第1号

厚生大臣丹羽58哉^ 

通商度茉大臣森费朗 
.- - ..’,,■■ '、•■■••,バ■パ'■ ； ' , ■1/• •; く Z：

化学物0の安至性に係る

悄報提供に関する指針

化学物質の安全性に係る情報提供に関する指

針を次のように定める。

(目的)

第1条 この指針は、化学物質の安全性に係る 

情報提供に関し必要な事項を示すことによ 

り、これを取扱う事業者の化学物質の安全性 

に関する理解を深め、その安全な取扱いを推 

進し、もって国民の健康を保護することを目 

的とする。

(定義)

第2条この指針において「化学物質」とは、 

元素、化合物及びそれらの混合物のうち、医 

薬部外品及び放射性物質以外のものをいう。 

(化学物質を讓渡又は提供する取扱事業者が講 

ずる措置)

第3条化学物質の製造の事業を営む者、業と 

して化学物質を使用する者その他の業として 

化学物質を取扱う者(以下「取扱事業者」とい 

う。)は、別表上欄に掲げる危険性又は有害性 

を有する物質ごとにそれぞれ同表の下欄に掲 

げる化学物質(以下「危険有害化学物質」とい 

う。)を取扱う事業者に対して譲渡又は提供す

るときは、その相手方に当該危険有害化字!! 

質に係る次の事項を記載した文書(以下「化 

物質安全性データシート」という。)を交付t 

るものとする。ただし、同一の取扱事業番j 
対し、既に譲渡又は提供した危険有害化 

質に係る化学物質安全性データシートを交 

している場合において、当該危険有害化学 

質を譲渡又は提供するときはこの限りで1 
い。

1 譲渡又は提供する者の氏名及び住所(法_ 

にあっては名称及び所在地)

2製品の名称及び危険有害化学物質の名！ 

の他の危険有害化学物質の識別に関する事翟 

3危険性又は有害性の種類

4救急時の処置

5火災時の処置

6漏出時の処置

7取扱い及び保管上の注意

8暴露を防止するための措置

9物理的性質及び科学的性質

10危険性に関する事項

11有害性に関する事項

12生態影響に関する事項

13廃棄上の注意

14輸送上の注意

15適用法令
2危険有害化学物質を譲渡又は提供した 

事業者は、既に交付した化学物質安全竹7- 

タシートの記載内容を変更する必要が生じj 
場合には、直ちにその変更を行ない、1 
は提供された取扱事業者に改めて交付するJ 
のとする。

第4条危険有害化学物質を容器に入れヌj 
装して譲渡又は提供する取扱事業者は' J 
容器又は包装に当該危険有害化学物質1 
称、その取扱い上の注意等を記載した表1 
するものとする。

30安全tンター情報増刊号

危険有害化学物質以外の化学物質を容器に 

;ノ!又は包装して譲渡又は提供する取扱事業 
Ku.当該容器又は当該化学物質の名称が識 

されるような表示をするものとする。

有苦化学物質を讓渡又は提供される取扱 

•累者がI男ずる措置)

危険有害化学物質を譲渡又は提供され 

る取汲率業者は、譲渡又は提供されるときに 

斟»位険有害化学物質に係る化学物質安全性 

Jf-タシートが併せて交付されること又は既 

e交はされていることを確認するとともに、 

これを適正に管理するものとする。

2危険有害化学物質を譲渡又は提供される取 

扱事業者は、化学物質安全性データシートの 

記載内容に配慮し、危険有害化学物質の安全 

な取扱いに必要な措置を講ずるものとする。 

(危険有害化学物質を製造する取扱事業者が講 

ずる措置)

第6条取扱事業者は、危険有害化学物質を製 

造する際には、当該危険有害化学物質に係る 

情報を収集し、その安全な取扱いに努めるも 

のとする。

€
鯽袠(第3条関係)

r1爆発性物質
火薬類取締法(昭和25年法律第149号)第2条第1項第1号に掲げる火薬及び 

同項第2号に掲げる爆薬

2 圧ガス 高圧ガス取締法(昭和26年法律第204号)第2条に規定する高圧ガス

3引火性液体 ① 消防法(昭和23年法律第186号)別表の第4類の品名欄に掲げる物品のう 

ち1から4までに掲げるものであって、同表に定める区分に応じ同表の 
性質欄に掲げる性状を有するもの

② 労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号)別表第1第4号に規定す 
る引火性の物

4『4燃性固体又 
は可燃性ガス

① 消防法別表の第2類の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応 

じ同表の性質欄に掲げる性状を有するもの

② 労働安全衛生法施行令別表第1第2号に規定する発火性の物のうち可燃 

性を有する化学物質

③ 労働安全衛生法施行令別表第1第5号に規定する可燃性のガス

6 H然発火性物
*

① 消防法別表の第3類の品名欄に掲げる物品で、同表別表備考第8号に規 
定するもののうち、個体又は液体であって、空気中での発火の危険性 

を判断するための政令で定める試験において政令で定める性状を示す 

もの

② 船舶による危険物の運送基準等を定める告示(昭和54年9月運輸省告示 

第549号。以下「危告示」という。)別表第6の§然発火性物質の部の 
品名の欄に掲げる物質(白己発熱性物質及びその他の自然発火性物質 

を除く。)

③ 労働安全衛生法施行令別表第1第2号に規定する発火性の物のうち自然 

発火性を有する化学物質

_________

①消防法別表の第3類の品名欄に掲げる物品で、同法別表備考第8号に規 

定するもののうち、個体又は液体であって、水と接触して発火し、若 

-------------------------------------------------- -----
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しくは可燃性ガスを発生する危険性を判断するための政令で定める1?] 

験において政令で定める性状を示すもの
② 危告示別表第6のその他の可燃性物質の部の品名の欄に掲げる物質(そ| 

の他の可燃性物質を除く。)
③ 労働安全衛生法施行令別表第1第2号に規定する発火性の物のうち禁水J 
性を有する化学物質

7酸化性物質 ① 消防法別表の第1類及び第6類の品名欄に掲げる物品で、同表の定める 

区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有するもの

② 危告示別表第第7の酸化性物質の部の品名の欄に掲げる物質(その他の 

酸化性物質を除く。)

③ 労働安全衛生法施行令別表第1第3号に規定する酸化性の物

8 自己反応性物 

質

------- ----------------------------------------------- -
① 消防法別表の第5類の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応 

じ同表の性質欄に掲げる性状を有するもの

② 労働安全衛生法施行令別表第1第1号に規定する爆発性の物

9急性毒性物質 ① 毒物及び劇薬取締法(昭和25年法律第303号)第2条第1項に規定する苺 

物及び同条第2項に規定する劇物

② 危告示別表第4の品名の欄に掲げる物質(その他の毒物を除く。)
③ 有機溶剤中毒予防規則(昭和47年労働省令第36号)第1条第1項第2号に 

規定する有機溶剤等
④ 特定化学物質等障害予防規則(昭和れ年労働省令第319号)第13条に規 

定する第3類物質等
⑤ 鉛中毒予防規則(昭和47年労働省令第37号)第1条第1項第1号に規定す 

る鉛等

⑥ 四アルキル鉛中毒防止規則(昭和47年労働省令第38号)第1条第1項第3 
号に規定する四アルキル鉛等

10腐蝕性物質 ① 危告示別表第3の品名の欄に掲げる物質(その他の腐しよく性物質を味 

く〇 )
② 労働安全衛生規則(昭和47年労働省令第32号)第326条に規定する腐It 
性液体

11その他の有害 

性物質

① 特定化学物質障害予防規貝リ第2条第1項に規定する第1類物質及び第湖 

物質

② 鉛中毒予防規則第1条第1項第1号に規定する鉛等
③ 四アルキル鉛中毒予防規則第1条第1項第3号に規定する四アルキル鉛 

等
④ 労働安全衛生法(昭和年47法律第57号)第28条第3項に基づき指針を公 

表した化学物質
⑤ 平成4年2月10日付け基発第51号通達等により公表した変異原性が^め

られた既存化学物質等 J
⑥ 平成3年6月25日付け基発第414号の3通達等により公表した変異原忏が 

認められた新規化学物質等
⑦ 化学物質の審査及び製造等の規則に関する法律(昭和48年法律第117’ 

第2条第3項に規定する第2種特定化学物質及び同条第4項に規定する13 

定化学物質

32安全センター惰報増刊号

Iし〇条約•勧告

LO条約
月25日

匾〇即〇号条約

|職場における化学物質の 

使用の安全に関する条約

労働機関の総会は、

W事会によりジュネーブに召集されて、1990 
旧にその第77回会期として会合し、 

_係のある国際労働条約及び国際労働勧告の 

•L特に、1971年のベンゼン条約及び1971年 

ンゼン勧告、1974年の職業がん条約及び 

•作の職業がん勧告、1977年の作業環境(空気 

鵾,Hff及び振動)条約及び1977年の作業環境 

曲氰汚染、騒音及び振動)勧告、1981年の職業 

t©安全及び健康に関する条約及び1981年の職 

It.の'な全及び健康に関する勧告、1985年の職 

fti中捵閱条約及び1985年の職業衛生機関勧 

1!186年の石綿条約及び1986年の石綿勧告の 

翻t*びに1964年の業務災害給付条約に附属す 

6I9XIHF.に改正された職業病の一覧表に留意

fcT物質の有害な影界から労働者を保護する 
&が—般大衆及び環境の保護に促進すること 

tも留意し、

货锄行は職場において使用する化学物質に関 

相惝報を得る必要性及び権利を有することに 

Hし、

において化学的に引き起こされる疾病及 

_窖の発生を防止し又は減少させるために 

_<a)有害性を決定するためにすべての化学

物質を評価することを確保すること、(b)使用 

者が化学上の有害性から労働者を保護するため 

の効果的な計画を実施できるように、職場にお 

いて使用する化学物質に関する情報を供給者か 

ら得る制度を使用者に提供すること、(c)労働 

者が保護計画に効果的に参加できるように、そ 

の事業場の化学物質及び適当な防止措置に関す 

る情報を労働者に提供すること、(d)化学物質 

を安全に使用することを確保するために(b)及 

び(c )の計画に関する原則を確立することが不 

可欠であることを考慮し、

化学物質の安全性に関する国際計画の枠内に 

おいて国際労働機関、国際連合環境計画及び世 

界保健機関が協力すること並びに国際連合食料 

農業機関及び国際連合工業開発機関と協力する 

ことが必要であることに留意し、また、これら 

の機関が公表した関係のある文書、規則及び指 

針に留意し、

前記の会期の議事日程の第5議題である職場 

における化学物質の使用の安全に関する提案の 

採択を決定し、

その提案が国際条約の形式をとるべきである 

ことを決定して、

次の条約(引用に際しては、1990年の化学物質 

条約と称することができる。)を1990年6月25日 
に採択する。

第1部適用範囲及び定義 

第1条

1 この条約は、化学物質を使用するすべての 

経済活動の部門について適用する。

2この条約を批准する加盟国の権限ある機関 

は、関係のある最も代表的な使用者団体及び 

労働者団体と協議の上、化学物質がもたらす 

有害性及び適用されるべき保護措置の評価に 

基づいて、

(a)次の場合においては、特定の経済活動の部 

門、企業又は製品をこの条約の一部の規定の
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適用から除外することができる。

① 重要性を有する特別の問題が生ずる場合

② 国内法及び国内慣行に基づいて確保され 

る保護の全体が、この条約の規定の十分な

適用による保護に劣らない場合

(b)競争者に対して情報を開示することが使用 

者の事業に支障をきたすこととなる場合であ 

って、労働者の安全及び健康が害されないと 

きは、秘密の情報を保護するための特別の措 

置をとる。

3 この条約は、通常の又は合理的に予見し得 

る使用の状態の下では労働者が有害な化学物 

質に暴露されない物品については、適用しな 

い。

4 この条約は、生物については適用しない。 

ただし、生物から生ずる化学物質については 

適用する。

第2条
この条約の適用上、

(a) 「化学物質」とは、元素、化合物及びそれ 

らの混合物(天然であるか合成であるかを問 

わない。)をいう。

(b) 「有害な化学物質」とは、第6条の規定に 

従って有害なものとして分類され、又はその 

化学物質が有害なものであることを示す関係 

のある情報が存在する化学物質をいう。

(c) 「職場における化学物質の使用」とは、労 

働者が化学物質に暴露されるおそれのある作 

業活動をいい、次のものを含む。

① 化学物質の製造

② 化学物質の取扱い

③ 化学物質の貯蔵

④ 化学物質の運送

⑤ 不用の化学物質の処分及び処理

⑥ 作業活動に起因する化学物質の発散

⑦ 化学物質の設備及び容器の維持、修理及 

び洗浄

(d)「経済活動の部門jとは、労働者を使用す

るすべての部門(公務を含む。)をいう。1
(e)「物品」とは、製造過程において特定 

状若しくは意匠につくられる物又は天然の 

状において存在するものであってその物の 
態での使用がその形状又は意匠に全面的又j 

部分的に依存するものをいう。 

(f )「労働者の代表Jとは、1971年の労慟 

表条約に従って国内法又は国内惯行によ1 
められる労働者の代表をいう。 

第2部一般原則

第3条
この条約の規定を実施するためにとられる 

き措置については、最も関係のある 

用者団体及び労働者団体と協議する。
第・

各加盟国は、国内の事情及び国内惯行に_ 

して並びに最も代表的な使用者団体及び労！^ 

団体と協議の上、職場における化学物質の 

の安全に関する整合性のある政策を立案し 

施し、及び定期的に再検討する。

第5条権限のある機関は、安全及び健康上の瑁| 

より正当と認められる場合には、一定の有_ 

化学物質の使用を禁止し若しくは制限し 
れらの化学物質の使用前にその使用につい_ 

事前届出若しくは許可を求める権限を冇す_ 

第3部 分類及び関連する措■ 

第6条分類制度
1権限のある機関又は権限のある倒関にj 
許可若しくは承認された団体は、国内 
は国際基準に従って、醜及び身体^^ 

特有の有害性の種類及び程度に従し'^ 1 

化学物質を分類するための並びに化 

有害かどうかを決定するために要求さ^J 
報の関連性を評-価するための適当な似■ 

特定の基準を定める。
2二以上の化学物質から構成される源_ 

有害性は、それを構成する化学物»の

34安全tンターffi報増刊号

省科性に基づく評価により決定することがで 

會る。

3攘送については、1の体系及び基準は危険 

•の通送に関する国際連合の勧告を考慮す

る,

4分Jfi体系及びその適用については、漸進的 

に雛充する。

ラペル及び標章

I ペての化学物質については、物質名を示 

寥ために標章を付す。

|科?fな化学物質については、1の規定に加 

労®者が容易に理解できる方法で、それ

ftの物Wの分類、それらの物質の有する有害 
j f*び遵守されるべき安全上の予防措置に関 

jする不可欠な情報を提供するためにラベルを 

縛す、

3( DU限のある機関又は権限のある機関によ 

9許可若しくは承認された団体は、国内基準 

JWWP?!苺準に従って、1及び2の規定に基 

づく化7物質の標章及びラベルに関する要件 

曹定める。
I く黨»送については、(1)の要件は、危険物の 

ttriHI'J-る国際連合の勧告を考慮する。
1 _•化字物質の安全に関する情報資料 

I有Ifな化学物質については、物質名、供給 

•介川、有害性、安全上の予防措置及び緊 

雌F繞に問する詳細なかつ不可欠な情報を含 

tいる化学物質の安全に関する情報資料を 

かに!是供する。

のある機関ヌは権限のある醐により 

しくは承認された団体は、国内基準又 

に従って、化学物質の安全に関す 

を準備するための基準を定める。 
■物謂の物質名を確認するために化学物 

ftに閒する情報資料において使用され 

又は一般名称は、ラベルにおいて使 
|ものと同じものとする。

W供給者の篇任

1化学物質の供給者(製造業者、輸入業者又は 

販売業者のいずれであるかを問わない。)は、 

次のことを確保する。

(a) 化学物質を、第6条の規定に従って、化学 

物質の特性の知見及び利用可能な情報の調査 

に基づいて分類すること並びに3の規定に従 

って評価すること。

(b) 第7条の1の規定に従って、物質名を示す 

ために化学物質に標章を付すこと。

(C)第7条の2の規定に従って、供給する有害 

な化学物質にラベルを付すこと。

(d)前条1の規定に従って、有害な化学物質に 

ついては当該化学物質の安全に関する情報資 

料を準備し及びそれを使用者に提供するこ 

と。

2有害な化学物質の供給者は、関連のある安 

全及び健康に関する情報が新たに利用可能と 

なった場合には、国内法及び国内慣行に適台 

する方法により新しいラベル及び化学物質の 

安全に関する情報資料を作成し、また、使用 

者に対してそれらを提供することを確保す 

る〇

3第6条の規定に従って分類されていない化 

学物質の供給者は、供給する化学物質の物質 

名を確認し及びそれが有害な化学物質かどう 

かを決定するために利用可能な情報の調査に 

基づいてそれらの化学物質の特性を評価す 

る。

第4部使用者のS任 

第10条確認
1使用者は、職場において使用されるすべて 

の化学物質について、第7条のラベル又は標 

章を付すこと並びに第8条の化学物質の安全 

に関する情報資料が提供され及びそれぞれの 

化学物質の安全に関する情報資料を労働者及 

び労働者の代表者の利用に供することを確保 

する。

2 第7条のラベル若しくは標章が付されてい

安全ンター情報増刊号35



I LO条約•勧告

ない化学物質又は第8条の化学物質の安全に 

関する情報資料が提供されていない化学物質 

を受け取った使用者は、供給者又は他の合理 

的に利用可能な供給源から関連のある情報を 

得るものとし、その情報を得るまでは当該化 

学物質を使用しない。

3使用者は、第6条の規定に従って分類され 

又は前条3の規定に従って確認され及び評価 

され、かつ、第7条の規定に従ってラベル又 

は標章が付された化学物質のみを使用するこ 

と並びにそれらの化学物質を使用するときは 

すべての必要な予防措置をとることを確保す 

る〇

4使用者は、適当な化学物質の安全に関する 

情報資料を参照して、事業場において使用す 

る有害な化学物質の記録を保存する。この記 

録は、関係のあるすべての労働者及びその代 

表者が利用できる。

第11条化学物質の移転

使用者は、化学物質を他の容器又は設備に移 

転するときは、労働者が化学物質の物質名、使 

用に伴う有害性及び守られるべき安全上のいか 

なる予防措置も知り得るように化学物質の内容 

を明示することを確保する。

第12条曝露
使用者は、

(a) 国内基準又は国際基準に従って、労働者が 

権限のある機関又は権限のある機関により許 

可若しくは承認された団体により定められた 

曝露の限界又は作業環境の評価若しくは管理 

のための他の基準を超えて化学物質に曝露さ 

れないことを確保する。

(b) 労働者の有害な化学物質への曝露について 

評価する。

(c )労働者の安全及び健康を保護するために必 

要な場合又は権限のある機関が定める場合に 

は労働者の有害な化学物質への曝露について 

監視し及び記録する。

(d)作業環境及び有害な化学物質を使用する| 

働者への曝露についての監視に係る記録が！! 

限のある機関が定める期間の間保存され5こ| 

と並びに労働者及びその代表者が当該 

利用できることを確保する。

第13条作業管理
1使用者は、職場において化学物質を使用J 

ることにより生ずる危険性を評価し、かつj 
次のような適当な方法によってこの危険性 

ら労働者を保護する。

(a) 危険性を除去し又は最小にする化学物 

選定
(b) 危険性を除去し又は最小にする技術の邏_

(c) 適切な工学上の管理措置の利用

(d) 危険性を除去し又は最小にする作業制 

び慣行の採用

(e) 適切な職業上の衛生措置の採用

(f )(a)から(e)までの措置では十分でな 

合には、労働者による费用の負担のない湖( 

具及び保護衣の提供並びにそれらの適Wな氣 

持並びにそれらの使用を確保するための播應］ 

の実施

2使用者は、

(a) 労働者の安全及び健康を確保するため1 
害な化学物質への曝露を制限する。

(b) 応急手当を提供する。
(c) 緊急な事態に対応するための措苗をと8^ 

第14条処分
不用となった有害な化学物質及び化学物_ 

残滓を含む可能性のある容器は、安全及び^! 

並びに環境に対する危険性を除去し又は* j 
する方法で、かつ、国内法及び国内悄行に碑I 
て、取り扱い又は処分する。

第15条惰報及び訓練

使用者は、
(a) 事業場において使用する化学物贾の^! 

伴う有害性を労働者に周知する。
(b) ラベル及び化学觀の安全に関する,
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猶により提供される情報を入手する方法及び 

Ifれらの利用方法について労働者に教示す

働者への教示(適当な場合には文書にて 
$う。｝の準備のための基礎としてその事業場 

とっての特別の情報に加えて化学物質の安 

會にMする情報資料を利用する。

場における化学物質の使用の安全のため 
_從うべき慣行及び手続について、労働者を 

•絨して訓練する。

条協力

蒙川片は、その責任を履行するに当たり、職 

ける化学物質の使用の安全に関し、労働 

Jびその代表者とできる限り緊密に協力す

第5部 労働者の義務

饞17粲
I労働行は、使用者がその責任を履行するに 
_り、使用者とできる限り緊密に協力し並 

び職吗における化学物質の使用の安全に関 
|るすベての手続及び慣行を遵守する。

I労働片は、職場において化学物質を使用す 

ることにより生ずる自己及び他の労働者に対 

性を除去し又は最小にするためにす 

破ての介理的な措置をとる。

鎮6卽労働者及びその代表者の権利 

•肺

1仍慟れは、自己の安全又は健康に対する急 

•したかつ质大な危険性があると信ずるに足 

”るnな事由があるときは、化学物質の使 

1ら'和•ずる危険から避難する権利を有し、 

的場;>には、自己の監督者に速やかに通知

1の規定に従って危険から避難し又はこの 

づく他の翻を行使する労働者は、 

•な触から保護される。

Uのある労働者及びその代表者は、次の 

舟る権利を有する。

(a)職場において使用する化学物質の物質名、 

それらの化学物質の有害性、予防措置、教育 

及び訓練に関する情報

(b )ラベル及び標章に含まれる情報 

(c )化学物質の安全に関する情報資料

(d)この条約により保存することが要求される 

その他の情報

4使用者は、化学物質の混合物の特定の成分 

を競争者に開示することにより使用者の事業 

に支障をきたすこととなる場合には、3の情 

報を提供するに当たり、第1条2(b)の規定 

に基づき権限のある機関により認められた方 

法により当該化学物質を保護することができ 

る〇

第7部輸出国の黃任

第19条
輸出を行う加盟国は、自国において職場にお 

ける安全及び健康上の理由から有害な化学物質 

の全部又は一部の使用を禁止している場合に 

は、その事実及びその理由を輸入を行うすべて 

の国に通知する。

第20条
この条約の正式な批准は、登録のため国際労 

働事務局長に通知する。

第21条

1この条約は、国際労働機関の加盟国でその 

批准が事務局長に登録されたもののみを拘束 

する。

2 この条約は、二の加盟国の批准が事務局長 

に登録された日の後12箇月で効力を生ずる。 

第22条
1 この条約を批准した加盟国は、この条約が 

最初に効力を生じた日から10年を経過した後 

は、登録のため国際労働事務局長に送付する 

文書によってこの条約を廃棄することができ 

る。その廃棄は、登録された日の後1年間は効 

力を生じない。

2この条約を批准した加盟国で、1に定める

安全tzンター情報增刊号37



I LO条約•勧告

10年の期間が満了した後1年以内にこの条に 

規定する廃棄の権利を行使しないものは、更 

に10年間拘束を受けるものとし、その後は、 

1〇年間の期間が満了するごとに、この条に定 

める条件に従ってこの条約を廃棄することが 

できる。

第23条
1国際労働事務局長は、国際労働機関の加盟 

国から通知を受けたすべての批准及び廃棄の 

登録をすべての加盟国に通告する。

2 事務局長は、通知を受けた2番目の批准の登 

録を国際労働機関の加盟国に通告する際に、 

この条約が効力を生ずる日につき加盟国の注 

意を喚起する。

第24条
国際労働事務局長は、国際連合憲章第102条の 

規定による登録のため、前諸条の規定に従って 

登録されたすべての批准及び廃棄の完全な明細 

を国際連合事務総長に通知する。

第25条
国際労働機関の理事会は、必要と認めるとき 

は、この条約の運用に関する報告を総会に提出 

するものとし、また、この条約の全部又は一部 

の改正に関する問題を総会の議事日程に加える 

ことの可否を検討する。

第26条
1 総会がこの条約の全部又は一部を改正する 

条約を新たに採択する場合には、その改正条 

約に別段の規定がない限り、

(a) 加盟国によるその改正条約の批准は、その 

改正条約の効力発生を条件として、第22条の 

規定にかかわらず、当然にこの条約の即時の 

廃棄を伴う。

(b) 加盟国による批准のためのこの条約の開放 

は、その改正条約が効力を生ずる日に終了す 

る〇

2 この条約は、これを批准した加盟国で1の 

改正条約を批准していないものについては、

38安全tzンター情報増刊号

いかなる場合にも、その現在の形式及び！^

で引き続き効力を有する。

第27条
この条約の英文及びフランス文は、

ひとしく正文とする。(以下、略)

ilo勧吾〕

職場における化学物質の：

使用の安全に関する勧告,

国際労働機関の総会は、理事会によりジュ孝 

ーブに召集されて、1990年6月6日にその第77而 
会期として会合し、その会期の議事日程の第
題である職場における化学物質の使用の安金  

関する提案の採択を決定し、その提案が1!1!1⑽ 
の化学物質条約を補足する勧告の形式をとる^! 

きであることを決定して、次の勧告(引用に隊し 
ては、1990年の化学物質勧告と称することが  

きる。)を1990年6月25日に採択する。

I 一般規定
1この勧告の規定は、1990年の化学物H条j 
(以下「条約」という。)の規定とともに遽讀

すべきである。
2この勧告の規定を実施するためにとられJ 

べき措置に関し、関係のある最も代表的なj 
用者団体及び労働者団体と協議すべき

る。

3権限のある機関は
安全及び健康上の瑁考

により特定の化学物質の使用を認められな 

労働者又は国内法令に従って定められる畿 

の下でのみ使用を認められる労働者の權- 

•定すべきである。

Mこの勧告の規定は、国内法令に定める自営 

〇労働者にも適用すべきである。

条約第1条2(b)及び第18条4の規定に基 

き檷限のある機関が定める秘密の情報を保 
|するための特別の措置においては、

秘密の情報の開示の対象を労働者の安全及 

康に関する必要性を有する者に限定すべ 

,である。
秘密の情報を得る者が安全及び健康上の必 

課性に備えるためにのみにそれを使用し、か 
K.これ以外にはその秘密を保護することに 

・患することを確保すべきである。

膠急の場合には、関連のある秘密の情報を 

_峙に開示することを定めるべきである。

id)開,f;に関して意見の相違がある場合に秘密 

する申立及び秘密にすべきとの主張と情 

_の必要性との妥当性を速やかに考慮する手 

疇!を定めるべきである。

II分類及び関連する措置

分類

»条約奶6条1に基づき定められる化学物質 

❸分類のための基準は、化学物質の性質を基 

磯とするべきであり、次のものを含む。

•性(身体のすべての部分における健康に 

鯖する急性及び慢性の影響)

<b)化Y的又は物理的性質(可燃性、爆発性、酸 

•ft及び危険な反応特性を含む。) 

食及び刺激性

けレルギー性及び過敏性の影響

_ガン性の影臀

性及び変異原性の影響

系に対する影響

限のある機関は、合理的に実行可能な 

閒連のある有害性の情報とともに、職 

j右いて使用される元素及び化合物の統合 

表を作成し及び定期的に更新すべきで

(2)統合された表に含まれていない元素及び化 

合物に関し、製造業者又は輸入業者は、免除 

されない限り、職場において使用される前に、 

条約第1条2( b)に基づく秘密の情報の保護 

に適合する方法によって、当該表の維持のた 

めに必要な情報を権限のある機関に送付する 

ことを要求されるべきである。

ラベル及び標章

8(1)条約第7条に基づき定められる化学物質 

のラベル及び標章の要件は、化学物質を取り 

扱う者又は使用する者が、当該化学物質を安 

全に使用できるように、当該化学物質を受領 

するとき及び使用するときに当該化学物質を 

認識し及び識別できるようにするべきであ 

る〇

(2 )有害な化学物質に関するラベルの要件は、 

現行の国内基準又は国際基準に適合するもの 

で、次のものとすべきである。

(a) ラベルに表示されるべき情報(適当な場 

合には次のものを含む。)

① 商品名

② 化学物質の物質名

③ 供給者の氏名、住所及び電話番号

④ 有害性の記号

⑤ 化学物質の使用に伴う特別の危険性の性 

質

⑥ 安全上の注意事項

.⑦バッチを特定することができる情報

⑧ 追加的な情報が示される化学物質の安全 

に関する情報資料が使用者から利用可能で 

あるという説明

⑨ 権限のある機関が制定する制度に基づき 

定められる分類

(b) ラベルの読み易さ、耐久性及び大きさ

(c) ラベル及び記号(色を含む。)の統一

(3) ラベルは、労働者が容易に理解できるよう 

にすべきである。

(4) (2)の対象とならない化学物質について
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は、標章を付すのは、化学物質の物質名だけ 

に限定することができる。

9容器の大きさ又は包装の性質により化学物 

質のラベル又は標章を付すことが不可能な場 

合には、票せん又は文書の添付のような認識 

のための他の効果的な方法のための規定を設 

けるべきである。ただし、有害な化学物質の 

すべての容器は、適当な用語又は記号により 

内容の有害性を示すべきである。 

化字物質の安全に関する情報資料 

10(1)有害な化学物質の安全に関する情報資料 

の準備のための基準は、それに不可決の情報 

(適当な場合には次のものを含む。)が記載さ 

れることを確保すべきである。

(a)化学物質の製品及び化学物質の会社の確認 

(化学物質の商品名又は通称及び供給者又は 

製造業者の詳細を含む。)

(b>組成及び成分に関する情報(有害性の評価 

を行う目的のため明確に物質名を確認できる 

ような方法による。)

(c) 有害性の確認

(d) 応急手当措置
(e) 消火措置
(f )災害による発散に対する措證

(g) 取扱い及び貯蔵

(h) 曝露の管理及び個人の保護(作業場の曝露 

の監視のとりうる方法を含む。)

(i )物理的及び化学的特性

(j) 安定性及び反応性

(k) 毒物学情報(体内へ侵入する潜在的な経路 

及び職場において直面する他の化学物質又は 

他の有害性の相乗作用の可能性を含む。)

(l) 生態学情報
(m) 処分の際に考慮すべき事項

(n) 運送の情報 

(〇)取締りの情報

(P)その他の情報(化学物質の安全に関する情 

報资料の作成日を含む。)

(2 )(1)(b)に掲げる成分の名称及び又は 

が秘密の情報である場合には、条約第 

(b>に従って、当該成分の名称又は 

学物質p安全に関する情報資料から除外 

ことができる。労働者の安全及び健康の 
のためにのみ情報を使用し、他には開示1 
いことに同意する権限のある機関、関係のJ 
る使用者並びに労働者及びその代表者にJ 
し、この勧告の5に従って、請求のあったJ 

きは、害面により情報を開示すべきであ 

01使用者の賣任 

曝露の監視
11(1｝労働者が有害な化学物質に曝露され4 

には、使用者は、次のことを要求されるペ| 
でぁる。 (■

(a)労働者の健康を保護するために労働者的^ 

害な化学物質に曝露されることを制限するこ 

と。

(M必要があるばあいには、事業場における窘 

気中の化学物質の濃度を評価し、監視し.# 

び記録すること。

(2 )労働者及びその代表者並びに権限のあ 

関は、(l)(b)の記録を利用すべきである*
(3)使用者は、権限のある機関が定める期11.1 

(l)(b)に定める記録を保存すべきである• 

事業場内の作業管理
12(1)使用者は、13から16までに基づき定®! 

れる基準を基礎として、職場における化学$ 

質の使用から生ずる有害性から労働矜を1 

するための措置をとるべきである。 

(2 )国際労働機関の理事会が採択した多 

業及び社会政策に関する原則の三者 

って、一又は二以上の事業場を有する 

業又は多国籍企業は、そのすべての寧樂 
在地又は所在国のいかんを問わない。)に^! 

る労働者に対し差別なく、有害な化字 
の職業上の曝辣による健康に対する有富^！ 

防止及び管理並びにそれからの保護に
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窄今措gを提供すべきである。 

-_限のある機関は、有害な化学物質の使用 

ける安全のための基準(適用可能な場合 

身次のものを対象とする規定を含む。)を定 

めるぺきである。

人、皮府からの吸収又は消化による体内 
Iの漫入による急性又は慢性の疾病の危険性 

皮膚又は目の接触による負傷又は疾病の危 

_性

物珣的な特性又は化学的な反応性から生じ 
$火災、爆発又は他の事故による負傷の危険

次のものによってとられるべき予防措阇

(a)から(c)までの危険性を除去し又は 

羅小にする化学物質の選定

• <a)から(c)までの危険性を除去し又は 

麝小にする工程、技術及び設備の選定

〇) E学上の管理措置の使用及び適切な維持 

e <a)から(c)までの危険性を除去し又は 

緬小にする作業制度及び慣行の採用 

•適切な自己の衛生措置の採用及び適切な

IH.股備の提供

參①から⑤までの措置によっては(a)から 

賺くc)までの危険性を十分除去することがで 

,ない場合には、労働者による寶用の負担 

tのない適当な保護具及び保護衣の提供、維 

’鶴Itびにそれらの使用

®榷课及び通告の利用

• 態のための適切な準備

のある機関は、有害な化学物質の貯蔵 

る安全のための基準(適用可能な場合 

のものを対象とする規定を含む。)が定 
|ちれることを確保すべきである。 

hHHSAれる化学物質の融和性及び分離性 

藏される化学物質の特性及び量 

_載物の保安及び貯蔵場所並びに貯蔵物へ 

叫

_敏容器の構造、性質及び保全

(e )貯蔵容器の積込み及び積卸し

(f) ラベル及び再ラベルの要件

(g) 災害による発敗、火災、爆発及び化学反応 

に対する注意事項

(h) 温度、湿度及び換気

(i )漏洩の場合の予防措置及び手続

(j) 緊急事態の手続

(k) 貯蔵される化学物質に生じうる物理的及び 

科学的変化

15権限のある機関は、有害な化学物質の運送 

に関係する労働者の安全のために、国内運送 

の規則又は国際的な運送の規則に適合する基 

準(適用可能な場合には次のものを対象とす 

る規定を含む。)を定めることを確保すべきで 

ある。

(a) 運送されるべき化学物質の特性及び量

(b) 運送に使用する包装及び容器(パイプライ

ンを含む。)の性質、保全及び保護

(c) 運送に使用する車両の特定

(d) 運行経路
(e) 運送労働者の訓練及び資格

(f) ラベルの要件

(g) 積込み及び積卸し

(h) 漏洩の場合の手続

16(1)権限のある機関は、労働者の安全を確保 

する目的で有害な化学物質及び有害な不用の 

製品の処分及び処理において従うべき手続の 

ために、有害な不用物の処分に関する国内規 

則又は国際規則に適合する基準を定めること 

を確保すべきである。

(2)(1)の基準は、適用可能な場合には次のも 

のを対象とする規定を含むべきである。

(a) 不用の製品の確認方法

(b) 汚染された容器の取扱い

(c) 不用の容器の確認、構造、性質、保全及び 

保護

(d) 作業環境に与える影響

(e) 処分区域の境界
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I LO条約•勧告

(f) 保護具及び保護衣の提供、維持及び使用

(g) 処分又は取扱い方法

17条約及びこの勧告の規定に基づき定められ 

る職場における化学物質の使用のための基準 

は、一般大衆及び環境の保護並びにこの目的 

のために定められる基準にできる限り適合す 

べきである。

医学的監視

18(1)使用者又は国内法及び国内慣行に基づく 

権限のある団体は、国内法及び国内慣行に従 

う方法により、次のことのために必要な労働 

者の医学的な監視を行うことを要求されるベ 

きである。

(a) 化学物質への曝露に伴う有害性との関係に 

おける労働者の健康の評価

(b) 有害な化学物質の曝露による作業に関連す 

る疾患及び負傷の診断

(2) 医療検査又は調査の結果、治療又は予防を 

必要とすることが明らかとなった場合には、 

関係のある労働者の曝露を防止し又は減少さ 

せ及び健康の悪化を防止するための措置をと 

るべきである。

(3) 健康診断の結果は、化学物質への曝露に関 

する健康状態を決定するために使用すべきで 

あり、労働者を差別するために使用すべきで 

はない。

(4) 労働者の医学的な監視の記録は、権限のあ 

る機関が定める期間、権限のある機関が定め 

る者が保存すべきである。

(5) 労働者は、自ら自己の医師を通じて自己の 

医療記録を利用できるべきである。

(6) 個人の医療記録の秘密は、一般に認められ 

ている医療倫理の原則に従い尊重すべきであ 

る〇

(7) 健康診断の結果は、関係のある労働者に明 

確に説明すべきである。

(8) 労働者及びその代表者は、労働者個人を確 

認できない場合には、医療記録から作成され

る研究の結果を利用できるべきである。j
(9)職業病の認識及び管理を促進する場^! 

は、医療記録の結果は、匿名性を維持す 
とを条件として、適当な健康に関する城 j 

び疫学に関する研究を準備するため利 

するべきである。

応急手当及び緊急事態

19権限のある機関が定める要件に従い、 
者は手続(応急手当の取決めを含む。)^3 

し、職場における有害な化学物質の使用 

生ずる緊急事態及び災害に対処し、及び 
手続の下で労働者が訓練を受けることをJ 

するよう要求されるべきである。

IV協力
20使用者並びに労働者及びその代表者は,1 

の勧告に基づき定められる措置の適
て、可能な限り緊密に協力すべきであるj 

21労働者は次のことを要求されるべき  

る。
(a) 使用者が行う訓練及び指示に従って、自| 

の安全及び健康又は作業中の自己のH勛机, 
くは不作為による影餐を受ける他の再の史  

及び健康にできる限り配慮すること。
(b) 自己の保護又は他の者の保護のために  

されるすべての装置を適切に使用するこ～

(c) 危険性があると信ずるに足り、かつ、t 
では適切に対処できない状況を直ちに靈娜 

に報告すること。
22職場において使用する予定の有汚な化j 

質に関する広告物は、有害性及び 

とる必要性について注意を喚起するペ 

る。

23供給者は、職場における化学物質の恃1 

使用から生ずる特殊な有害性の評価に*1 

能であり、かつ、必要とされる惜報を覼 

より使用者に提供すべきである。

V労働者の榷利

24(1)労働者及びその代表者は、次の権轉
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すべきである。

場における有害な化学物質の使用による 
g性から労働者を保護するために適切な予 

鳜を使用者と協力してとるため、化学物 

全に関する情報資料及び他の情報を使 

から得ること。

臟場における化学物質の使用から生ずるお 
Pのある危険性にっいて使用者又は権限の 

•る,間による調査を請求し及びその調査に 

事如すること。

•求された情報が条約第1条(b )及び第18 

により秘密である場合には、使用者は、
fl悄報の使用を職場における化学物質の使 

•:ずるおそれのある危険性の評価及び 

鬱!のために限定すること及びこの情報を潜 

観'者には開示しないことを確保するた 

呷的な手段をとることを労働者又はそ 

C代爽？1に要求することができる。

〇)多N 企業及び社会政策に関する原則の三 

酋を考慮して、多国籍企業は、他の国に 

て遵守する現地の事業に関連のある有害 

物'残の使用の基準及び手続に関する情 

霸警析求により、事業を行うすべての国にお 

る関係のある労働者、その代表者及び権限 

る摘叫並びに使用者団体及び労働者団体 

川に供すべきである。
&労勳片は次の権利を有すべきである。 

における化学物質の使用から生ずるお 
 ある有害性にっいて、労働者の代表者、 

者乂は権限のある機関に知らせること。 
|己の’な金又は健康に対する急迫したかっ 

Iな険性があると信ずるに足りる正当な 

tあるときには、化学物質の使用から生 

から避難し、その場合には、自己の 
_に齡かに通知すること。

に対して過敏であるような有害な 
|買による危害の危険性が増大する健康 

において、その化学物質を伴わな

い別の作業が可能であり、かつ、関係のある 

労働者がその作業について資格を有するか又 

は合理的に訓練を受けることができるとき 

は、その作業を行うこと。

(d) (c)に掲げる場合において離職することに 

なるときは、補償を受けること。

(e) 職場における化学物質の使用から生ずる負 

傷及び疾患の適切な治療及び補償を受けるこ 

と。

(2) (l)(b)の規定に従って危険から避難し又 

はこの勧告に基づく権利を行使する労働者 

は、不当な結果から保護されるべきである。

(3) (l)(b )の規定に従って労働者が危険から 

避難した場合には、使用者は、労働者及びそ 

の代表者と協力して即時に危険性を調査し、 

必要な是正措置をとるべきである。

(4) 妊娠又は授乳の場合には、女子労働者は、 

胎児又は乳幼児の健康にとって有害な化学物 

質の使用又は曝露を伴わない別の作業が可能 

なときは、その作業を行う権利を有すべきで 

あり、及び適当な時に従前の職務に復帰する 

権利を有すべきである。

26労働者は、次のものを受けるべきである。

(a)労働者が容易に理解する形式及び言語によ 

る化学物質の分類及びラベル並びに化学物質 

の安全に関する情報資料に関する情報

(b )作業の遂行に当たって有害な化学物質の使 

用から生ずる可能性のある危険性に関する情 

報

(c )化学物質の安全に関する情報資料に基づく 

指示及び適当な場合には事業場に固有の指示 

(文書か口頭かを問わない。)

(d)(b)の危険性の防止及び管理並びにその危 

険性からの保護のために利用可能な方法(貯 

蔵、運送及び不用物の処分の正しい方法並び 

に緊急な事態及び応急手当を含む。)による訓 

練並びに必要な場合の再訓練

(あとがき、略)
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日化協通知•作成指針

ra化協通知
平成4年8月28U
(?t)日本化学T業協会

化卞物斡汐の尨険行害性等の 

表示に関する指針について

今般、労働省より化学物質等の危険有害性等 

の表示に関する指針(平成4年労働省告示第60 
号。以下「指針」という。)が公表されました。 

当協会としては、昨年8月以来指針による指導内 

容について労働省と協議を致して参りました 

が、当面の運用については確実に実行すること 

を前提とした当協会の意見、要望を概ね了承し 

て頂きました。つきましては、下記の点にご留 

意の上適切に対応されるようお願い致します。

1化学物質等安全データシートについて

告示第2条に規定する化学物質等安全デー 

タシートの作成及び作成対象は、(社)日本化 

学工業協会が策定した「製品安全データシー 

卜の作成指針」に従っていれば良い。

2 容器等の表示について

(1)危険有害化学物質等の表示

告示第3条に規定する危険有害化学物質等 

(分類基平に該当するもの)の表示について 

は、当分の問、当該危険有害化学物質等に適 

用される法令に基づく「法定表示」に限るこ 

ととし、法定表示以外の表示は必要としない。 

なお、法定表示とは下記に基づくものをいう。

1) 労働安全衛生法一法第57条(表示等)

2) 火薬類取締法一火薬類の運搬に関する総理 

府令第12条(積載方法)

3 )髙圧ガス取締法一法第45条の2(刻印
46条(表示)

4) 消防法一危険物の規制に関する規則！ 

(表示)

5) 毒物及び劇物取締法一法第12条(毒物又 

劇物の表示)

6 )化学物質の審査及び製造等の規制に

法律一法第28条(表示等)

7 )船舶安全法一危険物船舶運送及び貯蔵規|
第6条(容器、包装等)［船舶運送に限る】1

8 >海洋汚染及び海上災害の防止に関する

一施行規則第37条の9(海洋汚染物質の鶴
方法に関する基準)［船舶通送に限る］1

(2) 危険有害化学物K等以外の化字物K轉の_ | 

示
告示第4条に規定する「名称」は、商品名萼で11

上い。

3事業者の行う事項について

(1)化字物K等安全データシートの作成 

告示第6条第1項に規定する化学物質V安 

データシートの作成は、本項の趣旨が1事 
業所で取り扱う危険有害化学物質等に閒する| 

情報を整備することにあるので、作業檷^書 
等に情報が記載されていれば良く、デー!^ 

ートの作成は必ずしも必要とはしない。4 

く2)容器表示
告示第6条第2項に規定する容器表示は,| 

(1)を参照のこと。

(3) 摘示
告示第6条第3項及び第5項に規定する  

は、本項の趣旨が情報の周知にあるので 
令により標識等による掲示が規定されてj 

場合を除き、有効な方法であればその周 

方法は任意である。

4 化字物質等安全データシートの作成轉 
告示第7条中の化学物質等安全データシ

及び掲示の解釈は3を参照のこと。
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細指針-
主迗衡生局生活化字安全?1策室

_霜蓽者S礎産業局化字品安全課 K修

曲S卒局安全銜主部化字物朽调S課 

月

ga人日靴打業協会

［製品安全データシートの

作成指針

はしめに

fcTR品は、国民生活の福祉と便益にとって 
欠くベからざる素材であるが、種類や取扱 

 いだけではなく使用形態もさまざまであ 

番ことから、予期せぬ環境汚染の事態を生じた 

••って使用される可能性がある。そのため、

VTWWの供給事業者は、こうした可能性を常 

ペ歸慮して、環境•安全•健康面の影寶に関す 

WWW究に努め、安全な使用と取扱いを確保 

ため参考となる情報を関係者に周知させる 
が饔猜されている。

轚川木化学工業協会は、この要請に応える 

もに、撮近における国際的な環境問題、化 

安全閊題の高まりに対処するため、平成 

胃im.1琛境安全に関する日本化学工業協会 

を定め、自主管理に一屑努力するこ 

の共通職として明示した。
に化学物質安全問題に関しては、安全 

する最近の国際的論議を踏まえて、化 

発から生産、消费を経て、廃棄に至

る全ライフサイクルを視野に入れた施策あるい 

は従来の管理を補う化学製品の適正かつ包括的 

な安全管理が必要であるとの認識のもと、当協 

会が今後取り組むべき課題を整理し、本年4月、 

「化学物質の総合管理のあり方について」と題す 

る報告書にまとめて発表したところである。

これらの課題は、本年6月、リオデジャネイロ 

で開催された国連環境開発会議(地球サミット) 

において採択された行動計画「アジェンダ21j 
の活動分野の一つでもあり、我が国化学産業界 

として国際調和、国際強調の立場から積極的に 

対応すべきものである。

今回策定した本指針は、化学製品の安全情報 

を記載する製品安全データシートの様式、内容 

について、以上述べた国内外の状況に鑑み、我 

が国における関係行政は勿論、国際的な整合化 

の流れにも十分適合するものとして作成されて 

いる。

化学製品の供給事業者が製品安全データシー 

卜を作成する際に広くこれを活用されることを 

期待する。

最後に、本指針の策定に参画された関係者の 

熱意と努力に深い敬意を表する。 

平成4年8月

(社)日本化学工業協会 

会長 森英雄

環境安全に関する

日本化学工業協会基本方針

【参考】

化学工業は、社会の重要な一員として、社会 

への貢献並びに環境の保護と安全•健康の確保 

についての自らの责任を認識し、また、「持続可 

能な開発」という原則のもとにその事業活動を
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地球環境の保護に調和させるよう配慮し、社会 

の信頼の向上に努めねばならない。

このため、われわれ日本化学工業協会の会員 

は、事業活動を以下の「责任ある配慮」の原則 

にしたがって経営管理し、環境の保護と安全- 

健康の確保に更に一層の努力を続けるものとす 

る。更に、この基本方針のより良き理解と実施 

のために、業界活動と他社との協力を推進する 

ものとする。

1 製品の開発から廃棄に至るまでの環境•安 

全-健康面を責任もって配慮するとの観点か 

ら、事業活動を評価し、経営上の目標と施策 

を明確にするとともに、すべての従業員にそ 

の重要性をg覚させる。

2環境の保護並びに従業員及び市民の安全- 

健康を確保するよう、操業を安全に管理する 

とともに、製品の輸送•使用•廃棄における 

環境•安全•健康にも配慮する。

3 操業にともなう環境への負荷の週減並びに 

廃棄物の資源化•リサイクルについて、合理 

的な対策を推進するよう努める。

4 限りある資源•エネルギーの節約と地球環 

境保全に寄与するため、省資源•省エネルギ 

一を、なお一層推進する。

5新製品とその製造工程等の計画において 

は、環境•安全•健康の観点について優先的 

に考慮する。

6 研究開発段階から環境•安全•健康面の検 

討を行い、より安全な製品•技術の開発に努 

める。

7製品や取扱い物質についての環境•安全- 

健康面の影響に関する調査研究の推進に努め 

る。

8 製品の安全な使用と取扱いに関し、顧客に 

助言するため必要な情報を提供する。

9製品や操業に関する行政当局及び市民の関 

心に注意し、正しい理解が得られるよう、コ 

ミユニケーションに努める。
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10国際的な環境保全技術の移転に協力す

ともに、海外への企業進出に際しては现iju 
全と安全•健康の確保に積極的に対応す 

う努める。

まえがき

(社)日本化学工業協会は、I C C A(国険_ 
工業協会協議会)の合意事項に基づいて、r|l 
安全データシート作成の手引き」を策定し平鹰| 

3年6月に公表した。
この手引きは、製造者(又は輸入業者)が自4 

的にデータシートを作成する際に参考とする疆 

準様式、記載要領等を示したものであり, 

対象製品も事業者の任意であった。
その後、安全データシートの整備に関する4 

際動向、国内における必要性等を踏まえて,_ 

生省、通商産業省及び労働省はそれぞれの行囊 
施策として「危険有害な化学物質等に関する| 

全データシートの整備等jについて、行政鋤| 

を行うことを決定した。

当協会は、これらの決定を受けて関係雀 

協議した結果、それぞれの指導内容を本化L 
た「製品安全データシートの作成指針」を_ 

会が策定し、これによって作成した 

ータシート」で、関係省庁の行政指導に共 

に対応することで関係省庁との合意を得た 
以上のことから、関係省庁のご指導のも| 

策定したのが本作成指針である。
従って、関係省庁の行政指導内容の共 j 

図ったため、本作成指針で使用しているj 
表現等は告示、通達と必ずしも同一でな1_ 

があるが、関係省庁のご了解のもとに修正j 

いるので、本作成指針の活用に際 してご 

お願いする。

奶1部データシートの様式

安全データシートの日化協標準様式を次 

■ように設定した。様式の設定にあたり、 

ことを考慮している。

I 目とその順序は、関係省庁の指導内

合させるとともに、I CCAの合意事項、 

丨St)说格(案)と原則的に-致させた。

霸って,ICCAの合意事項を取り入れたI 
のf職場における化学物質の使用の安全に 

^^る条約J及びECの「危険な調剤の分類、 

衷示に関する理事会指令」におけるデー 

•卜の記載項目とも原則的に一致してい 

お,項目の対比は次の通りである。

2様式は、ワープロによる作成の便宜、記載 

する情報量により記載スペースを自由に選択で 

きること等から、項目を横線だけで区切ること 

とした。

I CCA等

I CHEMICAL PRODUCT & COMPANY IDENTIFICATION

2 COMPOSITION / INFOMATION ON INGREDIENTS
3 HAZARDS IDENTIFICATION
4 FIRST-AID MEASURES
5 FIRE FIGHTING MEASURES
6 ACCIDENTAL RELEASE MEASURES
7 HANDLING & STORAGE
B EXPOSURE CONTROLS / PERSONAL PROTECTION
9 PHYSICAL & CHEMICAL PROPERTIES

10 STABILITY & REACTIVITY
11 TOXICOLOGICAL INFOMATION
12 ECOLOGICAL INFOMATION
*3 DISPOSAL CONSIDERATIONS
H TRANSPORT INFOMATION
"regulatory infomation

OTHER INFOMATION

日化協様式

製造者情報(会社名等)

製品名

物質の特定

危険有害性の分類(分類の名称等) 

応急措置

火災時の措置

漏出時の措置

取扱い及び保管上の注意

暴窈防止措置

物理/化学的性質

危険性情報(安定性•反応性)

有害性情報

環境影響情報

廃棄上の注意

輸送上の注意

適用法令

その他

J 1 等の第1項を製造者情報(会社名等)と製品名とに分けた

fgfiUV窄を定めたことにより第3項に分類の名称を記載することとした

を悄報内容をわかりやすく示すため危険性情報とし、安定性、反応性を副題とした。
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製品名(化学名、商品名等)

タシ—卜

製造者情報 会社

住所 

担当部門

電話番号

緊急連絡先

担当者(作成者) 

FAX番号 

電話番号

整理番号 作成•改盯 年 月 日

物質の特定 単一製品•混合物の区別

化学名

成分及び含有里

化学式又は構造式

官報公示整理番号(化審法、安衛法)

CAS No 国連分類及び国連番号

危険有害性の分類 分類の名称：

危険性： 

有害性： 

環境影響：

応急措K 目に入った場合： '•

皮麻に付着した場合

吸入した場合：

飲み込んだ場合：

火災時の招丙 消火方法：

消火剤：

漏出時の招蔣

取扱い及び

保管上の注意

取扱い：

保管：

暴邦防止措K 管理濃度：

許容a度日本産業衛生学会(年度版)：

ACG I H( 年度版)： 

設備対策：

保護具呼吸用保護具：

保護眼鏡：
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保護手袋：

保護衣：

gjf/fl学的性質外観等：

沸点：

融点：

°C
°C

蒸気圧： Pa(
比重又は离比重

°C) 揮発性：

. (°C) 初留点： °C
融解度 水： %( °C) ゼの他 %( °C)

(Qjlfl仍報 引火点： °C 羿火点： °C 爆梵限界 上限： °C下限： °C
性■反応性)可燃性：

発火性(自然発火性、水との反応性)：

醜化性：

自己反応性•爆発性：

紛じん爆発性：

安定性•反応性：

その他：

獅/^11|1相(人についての症例、疫学的悄報を含む)

皮膚腐食性：
刺激性(皮虜、眼)：

感作性：

急性毒性(50%致死量等を含む)：
亜急性毒性： 

慢性梅性：
がん原性：
変異原性(微生物、染色体異常):

生殖毒性：

催奇形性：

その他(水と反応して有毒なガスを発生する等を含む)：

钃晰mi報 分解性：
蓄積性:

魚毒性：

その他：

鹰鸞tの注恵

•.の注意

囊111法令

*は!极内容の問い合わせ先、引用文献等)
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第2部データシートの記載要領

第1章基本的事項
1「製品安全データシート」は、危険有害な化 

学製品(分類基準参照)について安全な取扱いを 

確保するための「参考情報」として、当該製品 

の供給事業者から取扱事業者に提供されるもの 

である。

なお、分類基準に該当しない製品についても 

できるだけ「製品安全データシート」を整備し 

提供することが望ましい。

第3部「分類基準に該当しない製品」を参照 

のこと。

2 「製品安全データシート」は、一般的な取扱 

等を前提に作成するものであるので提供に際し 

て取扱事業者はこれを参考として、自らの寅任 

において個々の取扱等の実態に応じた適切な措 

置を講ずることが必要であることの理解を得る 

ことが重要である。

3 「製品安全データシート」の整備•提供は、 

化学製品を安全に取り扱うための必要な情報を 

提供し化学製品による事故を未然に防止するこ 

とを目的としている。

従って、この目的に資するための情報はすべ 

て提供するのが原則であるが、あくまで「製品 

(混合物を含む。)」自体についての情報であり、 

混合物の個々の成分についての情報提供は本旨 

ではない。

ただし、個々の成分に関する情報が「有用な 

情報」である場合は積極的に提供すべきである 

が、一方、成分組成等の情報は企業秘密に属す 

ことがあるので、この場合は機密保護が講じら 

れる別の手段により提供する必要がある。(国際 

的にも情報の機密保護が強調されている。)

又、「製品安全データシート」は、情報のすべ 

てを詳細に記載するものではなく、判りやすく 

簡潔に記載することも重要なので詳細な情報は 

必要に応じて別途提供する。

以上の如く「製品安全データシート」は| 

の情報提供手段ではないので、上記の目的を_ 

成するには「製品安全データシート」の梭供^ 

ともに、必要に応じ他の手段による情報後供も 

考慮することが重要である。

4この「製品安全データシート」は、国内 

取扱事業者に提供することを前提としているd 

従って輸出製品については参考資料(巻末)のU 

項に掲げる資料を参照されたい。

5 「化学製品」には「成型品(Articls)j 
まれない。

6混合物の取扱いについて

(1) 分類基準に該当する混合物は、原則とし1 
成分組成が特定されている。

(2) 混合物は、原則として混合物そのもので| 

価するが、各成分の既知の危険有害性に基づ_ 

混合物の危険有害性を合理的に類推評価が可I 
であれば、その評価を用いることは差し支え 

い。

この場合、評価に用いた個々の成分に関す 

情報は、機密に属さない限り漏れなく記載す 

こと。

(3) 「製品安全デ_タシート」は原則としてI 
品ごとに作成するが、該当する分類基中が爵 

の「複数の混合物製品」を一つの「製品安M 

ータシート」にまとめて作成することは差しj 

X.ない。

7危険有害性情報等の記載について

後述のごとく、記載項目を「必ず記败する 

目」と「情報があれば記載する項目」とに, 

したが、危険有害性等の調査に役立つと想～ 

る参考資料を巻末に掲げたので、これらにぷ 

知り得る情報は漏れなく記載することが级* 

い。

8製品安全データシートの改訂について 

「製品安全データシート」の作成事業者ば 

に当該製品の危険有害性情報を調査し' 
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_綦づく「製品安全データシート」として活 

顏されるよう改訂すること。

頃目〕

I么す•記載する項目(第1部の様式において 

Iゴジック」で示している)

(I術造者情報：会社名、住所等 

品名

有害性の分類：分類の名称

応急措置

(51火災時の措置

び旧出時の措置

«7)取汲い及び保管上の注意

(8>攀界防止措置
(0,廉$上の注意

送上の注意

(111遘肿法令
? があれば記載する項目

Iの特定
|綱/化学的性質

険性悄報(安定性•反応性) 

⑷辦性情報

(5>環境影番情報
(6>その他

助靡妃載項目別の注意事項

I槌者情報等
ItM
_デ-タシートの標題は、「製品安全データ 

+ Jとする。これまでの慣用から、「化学品 

タシート」、「化学品安全取扱指針」、「セ 

’イデ-タシート」等を用いてもよい。 

者悄報

F1'住所の他、当該製品の担当部門名、 

名(または本シ-卜の作成部門名、担当者 

_電枘番号、ファックス番号並びに事故時 

先及び電謎号を記載する。 

担当部門の他に記載内容の問合せ先が

ある場合、「XVIその他」に問合せ先を明確に 

しておくこと。

(3) 1乍成年月日
作成した年月日又は最新の改訂年月日を記載

する。

(4) 整理番号
データシートには、整理や検索のため一連の 

整理番号を付けることが望ましい。また、シー 

卜が複数枚になる場合には、ベージ数とともに 

そのシートの整理番号をつけることが有用であ 

る〇

I-2製品名

製品の名称は、「化学名j又は「商品名」のい 

ずれを記載してもよい。

また、商品コードがあればそれらを付記する 

ことも有用である。

なお、容器に表示する「製品名」と一致させ

ること。

複数の混合物製品を一つの「製品安全データ 

シート」にまとめる場合は、「別紙のとおり」と 

して製品名リストを添付することでもよい。 

〔注意事項〕

製品名と法定表示

上記の「製品名」は、商品名でもよいことと 

しているが、一方、適用される法規によっては 

「容器に表示する製品名等(例えば消防法は「化 

学名」、毒物及び劇物取締法は「毒物又は劇物の 

名称」)が規定されているので、法定表示名称と 

一致させることが望ましい。

II物質の特定

当該製品を特定するため次の情報を記載す

る〇

•単一製品、混合物の区別

•化学名

•成分及び含有量

•化学式または構造式

•官報公示整理番号(化審法、安衛法)
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(記載例)

1) 火薬類
国連分類：クラス1.1(爆発物)

国連番号：。 2 2 2
(注)「1.1」は、告示別表第1が 

欄の数字

2) 高圧ガス

化審法の規定により公示された化学物買

3 )昭和54年8月31日に公示された名薄｛こは, 
のものが含まれるが整理番号が付されて^ 

い。

昭和54年3月1日から同年6月29日迄に

法の規定により公示された化学物質

(4)国連分類及び国連番号は「危険物輪送に 

する国連勧告」第2章 危険物リストに紀・ 

れているが、「船舶による危険物の運送基中蓐 

定める告示(略称：船舶危告示)」にも記1¢¢ 
ている(*下表)。

い。

(2) 化学名は原則としてI UP A
C命名法によることとするが、一般

的に使用されている名称でもよい。

(3) 安衛法の官報公示整理番号を

確認する場合、次のことに留意のこ

と。

1)昭和54年2月5日に公示された

名簿には、次のものが含まれるが

整理番号が付されていない。

昭和52年12月1日迄に化審法の

規定により

イ)政令で定められた特定化学物

質

ロ)公示された化学物質

ハ)既存化学物質名簿に記載されている化学 

物質

2 )昭和54年5月31日に公示された名簿には、次 

のものが含まれるが整理番号が付されていな 

い〇

昭和52年12月2日から昭和54年2月28日迄に

• CA S(Chenical Abstracts Service) No
•国連分類及び国連番号

特に「製品名」を商品名で記載した場合又は 

混合物の場合は当該製品の危険有害性を理解し 

やすくするため出来るだけ記載することが望ま 

しい。

ただし、記載内容が企業秘密に属する場合は 

省略してよい。(必要に応じて、機密保護が講じ 

られる別の方法で情報提供を行う。)

1記載上の注意事項

(1)単一製品、混合物の区別は、当該製品が「混 

合物」の場合はその旨を記載する。

なお、「単一製品」とは通常「エ

業的純品」をいうが、石油留分等多 

成分系の混合物であっても一般的

に「一つの単一製品」として流通し

ている場合は「単一製品」としてよ 

国連分類
船舶危告示別爽

クラス等 名 称

1 爆発物 第1(火薬類)

2 高圧ガス 第2(高圧ガス

3 引火性液体 第5(引火性液休切)

4
4.1
4. 2
4. 3

可燃性物質類

可燃性個体 

自然発火性物質 

水と接触して可燃性 

ガスを発生する物質

5
5.1
5. 2

酸化性物質類

酸化性物質

有機過酸化物

第7(酸化性物麵

6
6.1
6 . 2

毒物類

毒物

病原性物質

第4(毒物)

7 放射性物質

8 腐蝕性物質 第3 (腐しよく H物$

9 有害性物質 第8(有害性物
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【も里分類：クラス2(高圧ガス、引火性) 

図.連番号：1〇 3 5
:クラス2(高圧ガス、毒性、引火

性)

W連番号：1016

(it)「引火性」等は、告示別表第2の表札 

顯の次の記号により記載する。

:引火性 F:非引火性 G:毒性
ii :引火性 S :酸化性 J :腐食性

•吲火性液体〜有害性物質

W速分類：クラス3(引火性液体、P.G 2) 
抝述番号：10 8 8

:クラス5.1(酸化性物質、P.G 3) 
速番号：1438

(H )「P.G 2」等は、告示別表第3〜第8の 

If器等級」欄の数字。

P.G : Packing Groupの略で、数字は危険 

行肖性の程度を示す。

1(离ぃ)、2(中程度)、3(低ぃ)

物の記載〕

威介(K要成分のみの場合を含む。)を明らか 

CA宋る場合は、次のように表形式で記載する 

川ウすい。

すること。

なお、この欄に当該製品の危険有害性につい 

て簡潔に要約して付記することが望ましい。 

1記載上の注意事項

(1) 消防法の危険物であり、かつ、毒物及び劇 

物取締法の劇物にも該当する等のものがあるの 

で漏れなく確認すること。

(2) 「船舶危告示」は、危険物輸送に関する国 

連勧告を1MDG CODE(国際海上危険物規程)が取 

り入れ、更にこれを船舶安全法に取り入れたも 

のである。

国連勧告では、危険有害性をクラス1(爆発 

物)〜クラス9 (その他の有害性物質)に9分類し 

ているが、複数の危険有害性を有する場合は優 

先順位表により決定された主危険有害性に基づ 

くクラスに分類している。

従って、例えば引火性液体が常に危告示別表 

第5(引火性液体)に掲げられているとは限ら 

ず、別表第4(毒物)に掲げられている等のこと 

があるので、該当する恐れのある別表を漏れな 

く確認すること。

(3 )分類基準(該当要件)の改訂により該当製品 

が追加されることがあるので注意すること。

fcT名 A B C

25,(15〜20) 35, (25〜30) 40, (6〇〜50)
ぃ！式

理番号 (X)-XXXX (X)-XXXX (X)-XXXX
CAS No XXX-XX-X xxx-xx-x XXX-XX-X

クラス3
引火性液体 

P.G 2

クラス6.1
毒物

P.G 3

非危険物

•界号 XXXX XX XX XXXX

2 分類の名称の記載 

例(55頁〜56頁の表 

参照)

IV応急措置

ここでは当該製品の 

取扱いにおいて、作業 

者に暴露等が生じた場 

合、医師による処置に 

先立って障害の程度を

•教険有害性の分類

t帽腿準に基づき、該当する分類の名

較する。

P,複数の分類に該当する場合はすべて記載

小さくするために、現

場で速やかに行うことができる適切な処置方法

について暴露経路ごとに記載する。

下記の「記載例」を参照のこと。

1記載上の注意事項
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製品名 該当する要件 分類の名称

コールタール (第2類物質)

(海洋汚染物質A類)

その他の有害性物質

ベンゼン (第1石油類) 引火性液体

(特定第2類物質) 急性毒性物質

(第2類物質)

(海洋汚染物質C類)

その他の有害性物質

トルエン (第1石油類) 引火性液体

(劇物)

(船舶危告示別表第4)
(有機則)

急性毒性物質

(海洋汚染物質C類) その他の有害性物質

クレゾール (劇物)

(船舶危告示別表第4)
(有機則)

急性毒性物質

(海洋汚染物質A類) その他の有害性物質

アクリロエトリル (第1石油類) 引火性液体

(劇物)

(船舶危告示別表第4)
(特定第2類物質)

急性毒性物質

(第2類物質)

(海洋汚染物質B類)

その他の有害性物質

1,4ジオキサン (第1石油類) 引火性液体

(有機則) 急性毒性物質

(指定化学物質) その他の有害性物質

キノリン (船舶危告示別表第4) 急性毒性物質

(変異原性物質) その他の有害性物質

4 ーフェノキシフェノール (指定化学物質) その他の有害性物質

クロロホルム (劇物)

(船舶危告示別表第4)
(有機則)

急性毒性物質

(指定化学物質) その他の有害性物質

着用等)

2 )最重要な繡J 

及び作用の

な説明
3)毒性によるJ 

用とは無

も、取扱ぃ©j 

態にょって 

要な処a
(例えば.ci賺 

液体による;！ | 

傷、溶融液体达 

よる熱傷等)

2記載例
(1)大鼉に吸入I

た場合

1)—般的なK観 

•被災者を®ち 

空気の新鮮な• 

所に移動させ

る〇

•呼吸が』.14 ;て 

いる場合U,衣 
類をゆるめ呼• 
気道を確保し～ 

上で人工呼吸奢 

行う。
•呼吸していて_

吐がある場合はj
頭を横向きにI

る。

.呼吸が弱い場

は人工呼吸を,

(1) 処置の上で避けるべき事項のある場合は必 

ず記載すること。

(2) 次の事項のうち、当該製品の性状等により 

適当なものについては付記すること。

1)応急措置を行う者に対する注意(保護具の

う〇
■体を毛布などでおおい、保温して安静を供*^

•直ちに医療処置を受ける手配をする。
2)上記のほかに適当な場合には、次の字1

付記する。
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■分麟基準〕

名称 該 当 要 件

JjiiS 質 火薬類取締法第2条第1項第1号に掲げる火薬類及び同項第2号に掲げる 

爆薬

ス ① 高圧ガス取締法第2条に規定する高圧ガス

② 労働安全衛生法施行令別表第1第5号に規定する可燃性のガス

① 消防法別表の第4類の品名欄に掲げる物品のうち一から四までに掲げる 

ものであって、同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有 

するもの

〔特殊引火物、アルコール類、第1石油類、第2石油類〕

② 労働安全衛生法施行令別表第1第4号に規定する引火性の物

③ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する引火性の物のうち②以外の化学 

物質等

p燃性個体 ① 消防法別表の第2類の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応じ 

同表の性質欄に掲げる性状を有するもの

② 労働安全衛生法施行令別表第1第2号に規定する発火性の物のうち可燃 

性を有する化学物質等

③ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する発火性の物のうち②以外の可燃 

性を有する化学物質等

Ji•発火性物質 ① 消防法別表の第3類の品名欄に掲げる物品(同法別表備考第8号で規定さ 

れるもののうち、固体又は液体であって、空気中での発火の危険性を判 

断するための政令で定める試験において政令で定める性状を示すもの。)

② 船舶安全法第28条に規定する危険物船舶運送及び貯蔵規則の規程に基づ 

く船舶による危険物の運送基準等を定める告示(以下「危告示jという。) 

別表第6の自然発火性物質の項目の品名欄に掲げるもの(自己発熱性物 

質及びその他の自然発火性物質を除く。)

③ 労働安全衛生法施行令別表第1第2号に規定する発火性の物のうち自然 

発火性を有する化学物質等

④ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する発火性の物のうち③以外の自然 

発火性を有する化学物質等
卜m細

① 消防法別表の第3類の品名欄に掲げる物品(同法別表備考第8号で規定 

されるもののうち、固体又は液体であって、水と接触して発火し、若し 

くは可燃性ガスを発生する危険性を判断するための政令で定める試験に 

おいて政令で定める性状を示すもの。

② 危告示別表第6のその他の可燃性物質の項目の品名欄に掲げるもの(そ 

の他のその他の可燃性物質を除く。)

③ 労働安全衛生法施行令別表第1第2号に規定する発火性の物のうち禁水 

性を有する化学物質等

④ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する発火性の物のうち③以外の禁水

性を有する化学物質等
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酸化性物質 ① 消防法別表の第1類及び第6類の品名欄に掲げる物品で、同表に定める 

区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有するもの

② 危告示別表第7の酸化性物質の項目の品名欄に掲げるもの(その他の• 

化性物質を除く。)

③ 労働安全衛生法施行令別表第1第3号に規定する酸化性の物

④ 労働安全衛生法第2條第2号に規定するものであって③以外の酸化ft奮 

有する化学物質等

自己反応性物質 ① 消防法別表の第5類の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応!^ 

同表の性質欄に掲げる性状を有するもの

② 労働安全衛生法施行令別表第1第1号に規定する爆発性の物

③ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する爆発性の物のうち②及び火藥,1 
爆薬以外の化学物質等

急性毒性物質 ① 毒物及び劇物取締法第2条第1項に規定する毒物及び同条第2項(：说建 

する劇物

② 危告示別表第4に掲げるもの(その他の毒物を除く。)

③ 有機溶剤中毒予防規則第1条第1項第2号に規定する有機溶剤等

④ 特定化学物質等障害予防規則第13条に規定する第3類物質等
⑤ 鉛中毒予防規則第1条第1項第1号に規定する鉛等

⑥ 四アルキル鉛中毒予防規則第1条第1項第3号に規定する四アルAル綸 

等

⑦ 労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課長が定める化学物質等

腐蝕性物質 ① 危告示別表第3に掲げるもの(その他の腐しよく性物質を除く。)

② 労働安全衛生規則第326条に規定する腐蝕性液体
③ 労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課長が定める化学物質芳,

その他の有害性物質 ① 特定化学物質等障害予防規則第2条第1項に規定する第1類物質及び_ 

2類物質
② 鉛中毒予防規則第1条第1項第1号に規定する鉛等
③ 四アルキル鉛中毒予防規則第1条第1項第3号に規定する四アル ' ル罐 

等
④ 労働安全衛生法第28条第3項に基づき指針を公表した化学物質等

⑤ 平成4年2月10日付け基発第51号通達等により公表した変異原性が越め1 

れた既存化学物質等
⑥ 平成3年6月25日付け基発第414号の3通達等により公表した変異照性が］ 

められた新規化学物質等

⑦ 労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課長が定める化学物i
⑧ 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第2条第3項に規定す!

第2種特別化学物質及び同条第4項に規定する指定化学物質 1
⑨ 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律第3条第3項に規定する 

液体物質及び同法第38条第1項第4号に規定する運輸省令で
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いをおき、一人にしてはならない。
1^5ない被災者には何も飲物を与えてはな 

らない。

された衣類や保護具を取り除く。救助者 

f有害物質に触れないよう手袋を使用するな

f往慮する。

,すぐにはなにも症状が認められなくても、必 

,の診断を受けること。

,2收膚に触れた場合
I ||—般的な記載

tれた衣類、靴などを速やかに脱ぎ捨て 

ft,必®であれば切断する。

•品に触れた部分を水又は微温湯を流しなが 

らft汴する。石鹼を使ってよく落とす。外観 

C変化がみられたり、痛みが続く場合は直ち 

療処®を受ける手配をする。 

的襄又は刺激性の製品の場合には、次の 

付記する。

こが皮膚に触れた場合、寸秒でも速く 

眞摩今始め、付着した製品を完全に洗い流す 

必eがある。洗净を始めるのが遅れたり、不 
|分だと皮虜の障害を生ずる恐れがある。 

ツ■アルカリ性の製品の場合には、次の字句 

HUdする。

•雜アルカリ性の製品なので、石鹼を用いず微 

流しながら皮膚の刺激や、ぬるぬるす 

驀睡じがなくなるまで洗い続ける。I時間以上 

ることがある。
fルカリ性などで石鹼を変化させる製品の 

1|•には、次の字句を付記する。 

化させる製品なので、石鹼を用いず 
>渥湯又は水だけで洗浄する。 

lu' 'wなど浸透性の強い製品の場合には、 

•”りを付記する。

の強ぃ契品なので、付着した部分を微 

“ns分間以上洗浄する。

のはかに、適当な場合には、次の字句 

る。

•すぐには痛みがなく外観に変化がなくても障 

害が遅れて現れることがあるので、必ず医師 

の診断を受けること。

•水で洗浄したのちに衣類が皮虜に貼りついて 

いる場合は、無理にはがしてはならない。

•シャワーを使用しながら、触れた部分の衣類 

を取り除く。

•被災者に触れないように、手持ちホースから 

の大量の冷水で洗い落とす。

•救助者はゴム手袋と密閉ゴーグルなどの保護 

具を着用する。

•この製品は揮発性なので、蒸気を吸入しない 

よう注意する。

•この製品は引火性なので、火気に注意して処 

置する。

•加熱状態の製品が触れた場合は、洗浄したの 

ちに火傷に対する処置を行う。

•痛みのある場合は、その部分を冷水に浸すか 

冷湿布を行う。

•被災者には付添いをおき、一人にしてはなら 

ない。

•水ぶくれをつぶしたり皮虜をはがしてはなら 

ない。

•傷害の生じた部分をこすったり押さえてはな 

らない。

•傷害の生じた部分に油類を塗ってはならな 

い。

(3 )眼に入った場合

1) —般的な記載

•清浄な水で最低15分間眼を洗浄したのち、直 

ちに眼科医の手当てを受けること。洗眼の際、 

まぶたを指でよく開いて、眼球、まぶたのす 

みずみまで水がよく行きわたるように洗浄す 

る〇

2) 腐食性又は刺激性の製品の場合には、次の 

字句を付記する。

•この製品が眼に入った場合、寸秒でも早く洗 

浄を始め、入った製品を完全に洗い流す必要
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がある。洗浄を始める 

のが遅れたり、不十分

だと皮膚の障害を生ず 

る恐れがある。

3)上記のほかに、適当 

な場合には、次の字句 

を付記する。

•すぐには痛みがなく視 

力に影響がなくても障 

害が遅れて現れること

があるので、必ず医師 

の診断を受けること。

-被災者は寝かすか腰掛 

けさせて、頭を後ろに 

傾ける。まぶたを開い 

て眼球の上から水を眼 

の内側から外側へ流れ 

落ちるようにゆっくり 

と注ぐ。眼の中に全て 

水が行き届くように上

下左右に眼を動かさせ 

る〇

•コンタクトレンズを使 

用している場合は、固 

着していないかぎり、

取り除いて洗浄を続け

る。

•15分間が経過しても、 

救助隊が到着するまで 

は洗浄を続ける。

•眼をこすったり固く閉 

じさせてはならない。

•医師の指示なしで油類 

又は軟膏を用いてはな 

らない。

•洗浄に湯を用いてはな 

らない。

•揮発性が大きいので、
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備考一 〇印は、対象物の区分の棚に揭げる建築物その他の工作物、馆機股阑及び？n 

ら第六類までの危険物に,当該各号に掲げる第一aから第五栩までの消火15瓣_ 

れぞれ適応するものであることを示す。
二 消化器は、第四邢の消火股備については大型のものをいい、第五埔の消火 

いては小型のものをいう。

三りん酸塩類とは、りん55塩類、硫酸塩類その他防炎性を有する薬剤をいう• M 

四炭酸水素塩類とは、炭酸水素塩類及び炭酪水素塩類と尿素との反応生

I初にまぶたを開いて眼球の中の物質を蒸発

させる。

•少赚でも、危険な量が血液中に入り込むこと 

,•あるので、全身状態によく注意する。

I籌｝飲み込んた場合

11-15的な記載

,水でよく ロの中を洗浄する。可能であれば、 

鑽をのどに差し込んで吐き出させ、直ちに医 

療を受ける手配をする。

•鑛災矜に意識のない場合は、ロから何も与え 

て|よならない。

幻癘ft性の酸、アルカリ等の場合には、次の 

字句を付記する。

.・食件の製品なので、吐き出させるとかえっ 

rtft険が增す。直ちに医療処置を受ける手配 

をする。

.水で上くロの中を洗ったり、コップ1〜2杯の 

水Xは卞乳を与えて胃内で薄めてもよい。 
_災#に意識のない場合は、ロから何も与え 

てはならない。

船ペンゼン、トルエン、キシレン、石油系溶 

麋尊揮発性の液体の場合には、次の字句を付 

紀する。

液体のなので、吐き出させるとかえっ 

険が増す。直ちに医療処置を受ける手配 

Iる。水でよくロの中を洗わせてもよい。 

に賴のない場合は、□から何も与え 

てはならない。

念)上li!のほかに、適当な場合には、次の字句 

奢付®する。

•如mかせてはならない。

•••を,/えてはならない。

•xはァルカリで中和しようとしてはならな

|又は炭隨の飲料を与えてはならない。 

・,医薬、お茶又はコーヒー等の興奮剤を 

氣てはならない。

,毛布等でおおい、保温して安静を保つ。

•付添いをおき、一人にしてはならない。 

•呼吸が止まっている場合は、衣類をゆるめ呼 

吸気道を確保した上で、人工呼吸を行うが、 

その前にロの中に残っているものをぬぐった 

りしてよく除去する。

•呼吸していて、嘔吐がある場合は頭を横向き 

にする。呼吸の弱い場合は人工呼吸を行う。 

•吐き出したのち、茶匙2杯程度の活性炭を水に 

溶いて与えてもよい。

•処置後に分析に出すために、嘔吐物を保管す 

る〇

V火災時の措匱

ここでは当該製品に着火した場合を想定し、 

消火の方法及び消火を適切かっ安全に行うため 

の注意事項を記載する。

下記の「記載例Jを参照のこと。

消火方法

•初期の火災には、粉末、炭酸ガス、乾燥砂な 

どを用いる。

•大規模火災には、泡消火剤を用いて空気を遮 

断する。

•水の使用は、火災を拡大し危険な場合がある。 

•周囲の設備等に散水して冷却する。

•移動可能な容器は、速やかに安全な場所に移 

す。

•消火作業の際は、必ず保護具を着用する。 

•火災発生場所の周辺に関係者以外の立入りを 

禁止する。

•消火作業は、風上から行う。

消火剤

(下記の別表第5(前頁)から適切なものを記

載する。)

1記載上の注意事項

(1)消防法上の危険物については、危険物の規 

制に関する政令別表第5 (第20条関係)によるこ 

と。

(2 )(1)以外の可燃物についても、別表第5を
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参考にして記載する。

(3)当該製品が「不燃物」の場合は、その旨を 

記載する。

2 消火活動上の注意事項の記載例 

•水を消火に用いてはならない。

.冷却の目的で霧状水は用いてもよいが、消火 

に棒状水を用いてはならない。

.二酸化炭素(炭酸ガス)を消火に用いてはなら 

ない。

■消火粉末を消火に用いてはならない。 

•箝状水と泡放射による消火は有効だが、多量 

の泡を発生する。

•燃焼又は高温により有毒なガス(一酸化炭素、 

塩素、塩化水素、シアン化水素等の名称を示 

す)が生成するので、呼吸保護具を着用する。 

.消火活動は風上から行い、有毒なガスの吸入 

を避ける。状況に応じて呼吸保護具を着用す 

る〇

•周辺の装置等の輻射熱による温度上昇を防止 

するため、水スプレーにより周辺を冷却する。 

■消火のための放水等により、環境に影響を及 

ぼす物質が流出しないよう適切な措置を行 

う。

•ガス又は液体の場合、燃焼源の供給を速やか 

に止める。

•ガスの場合、未燃焼で漏出したガスの再着火 

■爆発の危険を防止するため、状況に応じて、 

消火せずに火災が拡大しないように注意しな 

がら燃えきらせる。

.未燃焼で漏出したガスは、水噴霧又はスチー 

ムによって拡散させ、着火、爆発を防止する。 

•関係者以外は安全な場所に退去させる。

VI漏出時の措S
ここでは当該製品が漏出又は流出した場合 

に、人、建物等又は環境への影響を適切かつ安 

全に防止し、あるいは最小限に抑えるために取 

るべき手段及び流出物の処理について記載す 

る〇

1記載上の注意事項

(1) 必要に応じ、大量流出と少量流出に区_ 

て記載する。

(2) 特に大量流出の場合は、周辺の住民に 

る注意喚起措置、二次災害防止措®、 

影響防止措置等を記載する。
(3) 当該製品に適切な処理剤があれぱ紀4| 

る〇
(4) 回収物、処理物を廃棄する場合の注意_ 

も記載する。

(5 )毒物及び劇物取締法の適用を受ける 

は劇物であって「運搬事故時における応急 

に関する基準」が定められている場合は,J 

方法を記載する。

2記載例

(1) 処理作業者に対する注意

•屋内の場合、処理が終わるまで十分に渙鲺鲁 

行ぅ。

■漏出した場所の周辺に、ローブを張るなどし 

て関係者以外の立入りを禁止する。

.作業の際には保護具(製品の性状に適したI 
のを指定する)を着用し、飛沫等が皮虜に 
したり、紛じん、ガスを吸入しないように_ 

る〇
.風上から作業し、風下の人を退避させるJ 
.付近の着火源となるものを速やかに取_ 

く〇
.着火した場合に備えて、消火用器材を準鎌! 

る〇

(2) 環境影番に対する注意
.流出した製品が河川等に排出され、现境1 

影響を起こさないように注意する。 
.大量の水で希釈する場合は、汚染されたj 

が適切に処理されずに頊境へ流出しない

に注意する。
•悪臭又は刺激性が強いので、周辺の住民1 
洩の生じたことを通報する等の適切なく
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行う、

出物の処理に対するミ主意

1)•収

_朦の場合には、乾燥砂、土、おがくず、ウ 

/ス答(製品の性状に適したものを指定する) 
f•収させて、密閉できる空容器に回収する。 

•りは.大量の水で洗い流す。

羅の壜合には、盛土で囲って流出を防止し、 

•全な墦所に導いてから処理する。

•拿上に流出した非水溶性の製品は、吸収材(製 

1Xに適したものを指定する)を使用し 

て困収する。

(■体、粉末)

•康齩したものを掃き集めて、密閉できる空容 

雪I:间収する。

•典9?で吸い取るなど紛じんが飛散しない方法 

T取り除く。残りは大量の水で洗い流す。 

••付拔に吸収させてから、密閉できる空容器 

CW収する。

く水に触れると危険な製品) 

•拿と格触させてはならない。乾燥砂等を用い、 

•は离空で吸い取るなどして、できるだけ完 

垂t空穴器に回収する。残りは大量の水で洗 

ぃ槻す。

a_i
のk品なので、アルカリ(ソーダ灰、消石 

U等»品の性状に適したものを指定する)で 

中車IIする。
|ルカリ性の製品なので、酸(塩酸等製品の性 

遇したものを指定する)で中和する。

ギの他
_でなければ、火気、換気等に十分注意し

I1*'拡敗させる。又は、散水して蒸発を 

pさせてもょぃ。

_ツ及び保管上の注意

～は当該製品の取扱い及び保管(主とし 

て容器による貯蔵)に関する一般的注意事項を 

記載する。

下記の「記載例jを参照のこと。 

1記載上の注意事項

(1) 取扱い及び保管に関する一般的注意事項 

(適用法令上の規定のうち一般的注意事項を含 

む)を記載すればよく、設備基準等の詳細を記載 

する必要はない。

ただし、取扱い又は保管に関しあらかじめ許 

可等が必要である等を特記することが望まし 

い。

(2) 作業者の暴露防止に関する事項のうち、VDI 
暴露防止措置に記載する事項以外の一般的注

意事項はここに記載する。

(3) 消防法における同時貯蔵の禁止及びX 危 

険性情報に記載する混触危険性に基づく保管に 

関する注意事項を記載する。

〔危険物の規制に関する政令〕(抜粋) 

第25条(危険物の貯蔵及び取扱いの制限等)

一 第1類の危険物は、可燃物との接触若しく 

は混合、分解を促す物品との接近又は過熱、 

衝撃若しくは摩擦を避けるとともに、アルカ 

リ金属の過酸化物及びこれを含有するものに 

あっては、水との接触を避けること。

二 第2類の危険物は、酸化剤との接触若しく 

は混合、炎、火花、若しくは高温体との接近 

又は過熱を避けるとともに、鉄粉、金属粉及 

びマグネシウム並びにこれらのいずれかを含 

有するものにあっては水又は酸との接触を避 

け、引火性固体にあってはみだりに蒸気を発 

生させないこと。

三 自然発火性物品(第3類の危険物のうち第 

1条の5第2項の自然発火性試験において同 

条第3項に定める性状を示すもの並びにアル 

キルアルミニウム、アルキルリチウム及び黄 

りんをいう。)にあっては炎、火花、若しくは 

高温体との接近、過熱又は空気との接触を避
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け、禁水性物品にあっては水との接触を避け

ること。

四 第4類の危険物は、炎、火花、若しくは高 

温体との接近又は過熱を避けるとともに、み 

だりに蒸気を発生させないこと。

五 第5類の危険物は、炎、火花、若しくは高 

温体との接近、過熱、衝擎又は摩擦を避ける 

こと。

六 第6類の危険物は、可燃物との接触若しく 

は混合、分解を促す物品との接近又は過熱を 

避けること。

第26条(貯蔵の基準>

一貯蔵所にあっては、危険物以外の物品を貯 

蔵しないこと。ただし、自治省令で定める場 

合は、この限りでない。

一の二法別表に掲げる類を異にする危険物 

は、同一の貯蔵所(耐火構造の隔壁で完全に区 

分された室が二以上ある貯蔵所においては、 

同一の室。次号において同じ。)において貯蔵 

しないこと。ただし、自治省令で定める場合 

は、この限りでない。

一の三第3類の危険物のうち黄りんその他水 

中に貯蔵する物品と禁水性物品とは、同一の 

場所において貯蔵しないこと。 

二以下省略

〔危険物の規制に関する規則〕

第38条の4(危険物以外の物品の貯蔵禁止の例 

外)

一屋内貯蔵所又は屋外貯蔵所において次に掲 

げる危険物と危険物以外の物品とを貯蔵する 

場合で、それぞれをとりまとめて貯蔵し、か 

つ、相互に1メートル以上の間隔を置く場合 

イ 危険物(引火性固体及び第4類の危険物 

を除く。)と法別表の当該危険物が属する類 

の項の品名欄に掲げる物品(同表第1類の 

項第11号、第2類の項第8号、第3類の項 

第12号、第5類の項第9号及び第6類の項 

第5号に掲げる物品を除く。)を主成分とし

て含有するもので危険物に該当しない!J
(注)例：危険物(塩素酸塩類)と卵危1 

(塩素酸塩類混合物)

ロ第2類の危険物のうち引火性固体と

性固体類又は可燃性液体類

(注)可燃性固体類又は可燃性液体)9 : J 
例適用の指定可燃物

ハ 第4類の危険物と可燃性固体又は法)J 

第4類の項の品名欄に掲げる物品を主 
として含有するもので危険物に該当しな_ 

物品(可燃性液体類を含む。)
二 第4類の危険物のうち有機過酸化物又| 

これを含有するものと有機過酸化物义は| 
機過酸化物を含有するもので危険物に讓_ 

しない物品

ホ第72条第1項に規定する危険物と危 

に該当しない火薬類(火薬類取締法第2条C 
掲げられた火薬類に該当するものをいうJ 

二省略

第39条(類を異にする危険物の同時貯蔵薄

例外)

令第26条第1項第1号の2ただし番のfl治雷 
令で定める場合は、屋内貯蔵所又は屋外 
所において次の各号に定める危険物を貯鹰く 

る場合で、危険物の類別ごとにとりまとめj 

貯蔵し、かつ、相互に1メ-トル以上の問»變

置く場合とする。

第 1類の危険物(アルカリ金属の遇«

又はこれを含有するものを除く。)と第5鋤

危険物とを貯蔵する場合

二 第1類の危険物と第6類の危険物とを好 

する場合

三第2類の危険物と自然発火性物品(類り 

又はこれを含有するものに限る。)とを貯鵬實

る場合
四第2類の危険物のうち引火性固体と第4! 

の危険物とを貯蔵する場合

五アルキルアルミニウム等と第4類の危,
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うちアルキルアルミニウム又はアルキルリ 
fウムのいずれかを含有するものとを貯蔵す 

る•合

第4類の危険物のうち有機過酸化物又はこ 
Iれを含有するものと第5類の危険物のうち有 

• A故化物又はこれを含有するものとを貯蔵 

する場合

2 I虹例
取扱上の注意 

_作粟者の暴露防止の記載 

•摩扱いは、換気のよい場所で行う。

扱場所の近くに、緊急時に洗眼及び身体洗 

»を行うための設備を設置する。

■ in.あふれ、飛散しないようにし、みだり 

に«进を発生させない。

敝した蒸気(紛じん)を吸い込まないように 

する。

•僅外での取扱いは、できるだけ風上から作業 

する。

扱の都度、容器を密閉する。 

嚿sを開く前に内圧を除く。

粘膜又は着衣に触れたり、眼に入らな 

い.1うにする。

•W极叫所には、関係者以外の立入りを禁止す

・)|_埸所には、手洗い、洗眼等の設備を設け、 

_投後に手、顔等をよく洗う。 

場所には、手袋等の汚染された保護具を 

_ち込んではならない。

t火災•爆発の防止の記載

|での!^温物、スパ-ク、火気の使用を禁 

"る。

を避ける。加熱したり、摩擦、衝擎を与 

’ない。

策のために、装置、機器等の接地を 

に行ぅ。

類は防爆型(安全増型)のものを用い

る〇

•工具は火花防止型のものを用いる。 

•引火性のガスを発生するので、排水中に流出 

させてはならない。

3)その他の注意

•容器を転倒させ、落下させ、衝擎を加え、又 

は引きずる等の乱暴な取扱をしてはならな 

い。

•溶解する前に、加熱しないように注意する。 

(製品の性状に応じ、加熱の上限温度を指定す 

る。)

•冷却すると凝固するので、冬季には温度降下 

に注意する。

(2)保管上の注意

1) 一般的注意
•通風をよくし、蒸気が滞留しないようにする。 

•冷暗所に保管する。

•直射日光が当たらないように保管する。 

•可燃物を近くに置かない。

•火気、熱源より遠ざける。 

•容器を密閉してはならない。 

•静電気対策のために、容器の接地を行う。 

•施錠場所に保管する。

•防湿に留意する。

•長期間の保管を避ける。(製品の性状に応じ、 

保管可能な期間、温度等を指定する。)

2) 混合貯蔵の禁止の記載

•消防法の危険物(塩素酸塩類)に該当するので 

次のものと同一場所に貯蔵しないこと。

1) 非危険物(塩素酸塩類混合物を除く)

2) 消防法の危険物(第5類及び第6類を除

〇

•酸性なので、アルカリ性の製品とは同一場所 

に貯蔵しないこと。

•水と接触して有害ガスを発生する恐れがある 

ので、水溶液とは同一場所に貯蔵しないこと。

VE暴露防止措置
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〔別表〕

物の種類 管理濃度 物の種類

1 土石、岩石、鉱物、金属又は

炭素の紛じん

注1 2 アクリルアミド 0.3mg/in

4 アルキル水銀化合物(メチル,

エチル基に限る)3 アクリロニトリル 20ppm

5 石綿 注2 6 塩素 Ippm

7 カドミウム及びその化合物 Cdとして

0.051ng/m3
8 クロム酸及びその塩 CrfcuTl

0.05mg/t*

9 五酸化バナジウム Vとして 

0.03mg/m3
10 シアン化カリウム CNtUr]

5mg/m'

11 シアン化水素 lOppm 12 シアン化ナトリウム CNとしてj 
5mg/m'

13 臭化メチル 5 ppm 14 重クロム酸及びその塩 Crとして

0.0511ig/i*

15 水銀及びその無機化合物(硫

化水銀を除く

时として

0.05mg/m3
16 ニトログリコール 0.05pp» ]

18 弗化水素 3ppm
17 パラーニトロクロルベンゼン

19 ベリリウム及びその化合物 Beとしt]
0.0021ng/l<20 ベンゼン lOppm て

21 ペンタクロルフェノール(P
CP〕及びそのナトリウム塩

PCPとして

0.5mg/m3
22 マンガン及びその化合物(塩

基性酸化マンガンを除く)

Mnとして

lmg/m'

23 沃化メチル 2ppm 24 硫化水素 lOppm

25 鉛及びその化合物 Pbとして

0.lmg/m3
26 アセトン 750ppa

27 イソブチルアルコール 50ppm
28 イソブロピルアルコール 750ppm

29 イソベンチルアルコール(イ

ソアミルアルコール)

1OOPP»
30 エチルエーテル 400ppm

31 エチレングリコールモノエチ

ルエーテル(セロスルブ)

5ppm 32 エチレングリコールモノエチ 

ルエーテルアセテート(メチ

ルセロソルブアセテート) □33 エチレングリコールモノブチ 

ルエーテル(ブチルセロソル

ブ)

25ppm
34 エチレングリコールモノ メチ 

ルエーテル(メチルセロソル

ブ)

5ppm

-------
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(1

u

14

&ルト_ジクロルベンゼン 2 5 ppm
36 キシレン lOOppm——

1クレゾール 5ppm
38 クロルベンゼン 7 5 ppm

クし)ロホルム 50 ppm
40 酢酸イソブチル 150ppm

的摘イソプロピル 250ppm
42 酢酸イソペンチル(酢酸イソ

アミル)

lOOppm
於酸エチル 400ppm

W酸ブチル 150ppm 45 酢釀ブロピル 200ppm

齡酸ペンチル(酢酸アミル) lOOppm 47 酢酸メチル 200ppm

II W塩化炭素 lOppm 49 シクロヘキサノール 2 5 ppm

Q シクロへキサノン 25ppm 51 1• 4 —ジオキサン lOppm

w 1-2—ジクロルエタン(二 

也化エチレン)

lOppm 53 1■ 2—ジクロルエチレン 

(二塩化アセチレン)

150ppm

M ジクロルメタン(二塩化メチ 

レン)

lOOppm 55 N•N—ジメチルホルムアミ lOppm

スチレン 50ppm 57 1•1•2-2—テトラクロ 

ルエタン(四塩化アセチレン)

lppm

テトラクロルエチレン(パー 

クIリレエチレン)

50ppm
59 テトラヒドロフラン 50ppm

1•1•1-トリクロルエタ 200ppm 61 トリクロルエチレン 50 ppm

62 トルエン lOOppma 二硫化炭素 lOppm
64 ノルマルヘキサン 50ppm

1ブタノール 2 5 ppm
66 2—ブタノール lOOppmMl

メタノール 200ppm
68 メチルイソブチルケトン 50ppm

メチルエチルケトン 200ppm 70 メチルシクロヘキサノール 50ppm

ni

B

i•メチルシクロへキサノン 50ppm 71 メチルブチルケトン 5ppm

h次の式により算定される値

1 卜 2.9/(0.22Q + l)
L E :管理濃度(mg/m3) Q :当該紛じんの遊離けい酸含有率(％)

1ミクロン以上の繊維として2本/cm3(クロシドライトにあっては0.2本) 

':饩项濃度は25て、1気圧の空気中の濃度
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ここでは当該製品への接触又は吸入等により 

生ずる急性又は慢性の健康障害を予防するため 

の設備的防止対策、許容濃度及び個人保護具に 

ついて記載する。

なお、混合物の成分が明らかにできる場合で 

あって、当該成分について管理浪度又は許容濃 

度が示されている場合は成分ごとに記載する。

下記の「記載例」を参照のこと。

1記駐上の注意事項

(1) 管理濃度：作業環境評価基準(労働省告示 

第79号、昭和63年9月1日)別表に定める管理濃度 

をいう。(*64〜65頁参照)

(2) 許容濃度の記載

時間加重平均(TWA)、短時間暴露限界(S T 
EL)、天井値(Ceiling limit)等の区分、皮膚 

吸収性(SKIN mark)であるかどうか、ppm又は 

ng/V等の単位、設定された年、提案値の場合は 

その旨等を漏れなく記載する。

なお、許容濃度については、日本産業衛生学 

会の勧告値、ACG I H(米国)のほかに、OS 
HAのPEL、N I 0 S HのREL、ドイツの 

MAK等が参考になる。

又、必要に応じて測定方法も出所とともに記 

載する。

(3) 設備刘策の記載

当該製品の通常的な取扱いにおいて、適当と 

考えられる設備的な暴露防止対策を下記の例を 

参考に記載する。

(記載例)

•密閉された装置、機器又は局所排気装置を使 

用しなければ、取り扱ってはならない。

•取扱いについては、できるだけ密閉された装 

置、機器又は局所排気装置を使用する。

•取扱いについては、全体換気装置を設置した 

場所で行う。

(4) 個人保護具の記載

1)保護具の種類

イ)呼吸用保護具•防塵マスク、簡易防塵マス

■防毒マスク(ハロゲンガス用、酸性ガス用j 
機ガス用、一酸化炭素用、アンモニアfl 
硫酸ガス用、青酸用、硫化水素用等) 

•送気マスク、空気呼吸器、酸素呼吸器 

ロ)眼と顔面の保護具

•保護眼鏡(普通眼鏡型、側板付き普通眼4 
ゴーグル型)

•保護面(防災面) 

ハ)皮虜の保護具
•保護手袋、保護長靴、保護服、保護的摘！^ 

2)その他

防毒マスクを記載する場合は、適合するj 
缶の種類を示す。又保護手袋等について| 

きるだけ推奨する材質を示す。

火災時の消火、漏洩時の流出防止等の鬻j 
置の際に着用することが推奨される個人H 
具があれば併せて記載する。その他与助j 
の特性上、個人保護具の使用に関して必_ 

注意事項があれば記載する。

IX物理/化学的性K
ここでは当該製品の物理/化学的性質の 1 

夕を記載する。ただし、製品中の主成分XI 
定の成分に関するデータしか無い場合には• 

旨を明記して記載する。

1記載上の注意事項

(1)「外観等」は、当該製品の物理状 

液体、気体の別)、形状、色、臭気につい 

する。
消防法では、液体•固体の判定方法を1

いる。
(2 )沸点等の物性値は測定条件を付妃す_ 

単位はSI単位とするが、判りやすくsU 

以外の単位で付記することが望ましい,］ 

(1 Torr,mmHg =133.322Pa, lkg/cij 
9.80665X 10%)

(3)「揮発性」は、38'Cのときの蒸気圧が1鑛
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^/c,')以上のもので、ほぼ大気圧で沸点が20 
jjfl：相当するものは「有」、それ以外は「無」

• t載する。

ぼ*度のデータがない場合、「易溶」、「難溶」 

•と紀«してよい。

その他」は、水/オクタノール分配係数、 

•你度、電気伝導率等既知のデータで参考と 

•ftのを記載する。

\ «贖性情報

、こでは当該製品の火災爆発危険性等の定量 

•夕及び情報を記載する。

• t «Iの注意事項

II)分Wtt咿により引火性液体、可燃性固体、 

諺费火H.物質、禁水性物質、酸化性物質、自 

战«,十I物矜に該当した根拠データを記載す

I (1 火.ci、可燃性、発火性、酸化性、自己反応 

教の項目〕

曲P爆允範囲」は、下限及び上限滴度を容量 

爆はで記載する。

dm'件•反応性」は、次のような性質及 

らの性質に基づいて避けるべき条件、物 

的紀覼する。

は、热、光、腳に対する安定 

己_合性等について記載する。 
_反応件」は、混触危険性を記載する。 

_その他丨は、上記以外の参考となる情報 

」’取く•る,

に棚する觀に対する情報(避 

条件)等

紀«例

|分解件があり、熱、光などにより暴走反 

|生ずることがある。

・(金®粉等)の混入により、発熱を伴う激 

を生ずる。
pin:より、有毒ガス(塩化水素、シアン 

の名称を示す)を発生する。

自己重合性があり、温度の上昇などにより暴 

走反応を生ずることがある。

アルミニウム、銅及びその合金は使用できな 

い。

防食措置として次のようなことが挙げられ

る〇

(内容省略)

XI有害性情報
ここでは当該製品のヒトあるいは動物試験等 

による有害性の定量的データ又は情報を記載す 

る。ヒトについての症例、疫学的情報があれば 

必ず記載すること。

又、製品全休としてのデータ等を優先的に記 

載するが、製品中の主成分又は特定の成分に関 

するデータ等しかない場合はその旨を明記して 

記載する。不純物についてもがん原性、催奇形 

性等の情報があれば記載することが望ましい。 

1記載上の注意事項

(1) 動物試駿結果等
動物試験等は、動物(菌)種、投与方法(投与経 

路、投与頻度、投与期間、投与量等)を明らかに 

するが、スベースの関係もあるので記載はでき 

るだけ簡潔にする。なお、公表文献等から引用 

した場合は出典を記載すること。

(2) ヒトでの知見

中毒事例か疫学調査かを区別する。暴露量(濃 

度)との閲係を明らかにすることが望ましいが、 

定性的表現でもよい。又、自社での経験した知 

見も参考になるので記載する。

なお、公表文献等から引用した場合は出典を 

記載すること。

2記載例

(1)-
急性毒性

:経口ラットLDS0 2.800mg/kg文献No 
マウス LDS0 8.263mg/kg 文献No 

:吸入ヒト TCL 〇 20ppm 文献No
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ラットT Cし〇 4,00Op卩m/8h 
マウス TCLSo 9.526ng/kg 

変異原性:Salnonella typhinuriun
TA100.TA1535.TA1538 及 び 

EscherichiacoliK12 に対して変 

異原性を示さなかった。

酵母に対しては高濃度で変異原性 

を示した。文献No
発がん性：マウス、ラットに対して発がん性 

があり、種々のルートにより肝臓 

の腫瘍、皮下注射によりラットの 

乳腺に腫瘍を生ずる。ヒトに対し 

て肝臓がんを示唆する報告はある 

が、ヒトでの発がん性の証拠は不 

適切である。(I ARCによるヒト 

の発がん性リスクの総合評価は2 
Bである)文献No

(2)
急性毒性

:経口ラットLDS。300ng/kg文献No 
刺激性

:皮膚刺激ウサギマイルド文献No 
眼刺激 ウサギマイルド 

その他毒性

:変異原性Anes Testで陰性文献No

xn環境影霤情報

ここでは当該製品が環境に流出したときの挙 

動等を推定するのに参考となるデータ及び環境 

生物(特に水棲生物)への直接的な影響について 

のデータ等を記載する。

1記K上の注意事項

(1) 「分解性」及び「蓄積性」は、化審法に基 

づく試験結果があればこれを記載する。

又、国が行った既存化学物質の点検結果が公 

表されている場合は、その内容を記載する。

(2) 「魚毒性」については、化審法において急 

性毒性試験(T Lm測定)が規定されているほ

か、環境庁が「テストガイドライン(環水企

56号、62.2.14)jを示している。

(3) オクタノール/水分配係数(log POV)
/化学的性質にも記載〕、B 0 D、C 0 D等はrf 

の他」に記載する。

(4) その他の記載上の注意はXI有害性 

参照のこと。

2記載例
生態彰響デ-夕 ■

:log Pow = 2.10 文_|

ヒメダカ T L m48 = 200DDin 文献 

コイ LCSo(96h)=200pDB 文财知

XIII廃棄上の注意

ここでは当該製品又は当該製品を含有 

棄物を廃棄する場合の注意事項を記載する,_ 

1記載上の注意事項
(Dvn取扱い及び保管上の注意に記載したjj 

容に基づき、特記すべき事項があれば記載す～| 

(2 )毒物及び劇物取締法の適用を受ける场掬X 
は劇物であって「廃棄の方法に関する慕,)® 
定められている場合は、その方法を記載$る1 

又、「毒物又は劇物J以外の急性毒性物買.钃 

食性物質についてもこの基準に準じて紀KU 

ことが望ましい。
(3)当該製品又は当該製品を含有する鹰應# 

が、廃棄物の処理及び清掃に関する法
規定する「特別管理産業廃棄物」に| 

合は、その旨を記載するとともに、特別奮__ 

業廃棄物処理基堆(ガイドラインを含む 

きその主な内容を記載する。 

2記載例

•燃焼処理を行う場合、有毒ガス(塩化水 

名称を示す)が発生するので燃焼排ガス 

理対策(洗浄処理等)を講ずる。 
■燃焼処理を行う場合、完全に分解させる^! 

に燃焼室の温度をXX-C以上に保持す*| 

状に応じて必要な温度を示す)
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,靡物及び劇物の廃棄の方法に関する基準に従 

うこと。

0)廃棄方法(内容省略)

ロ)生成物

<3>検定法
I1)その他

H别贲理産業廃棄物

理産業廃棄物処理基準に従うこと。

く内容省略)

in «送上の注意
fこでは当該製品の輸送の安全確保上必要な

について記載する。

4お,下記に示すように榆送に関する規制内 

霧trきるだけ詳しく記載することが望まし

1レ好上の注意事項

IU適川法令における輸送に関する規定(適用 

使用できる容器の種類、容器表示、表札、 

•旅、積觀方法、隔離要件、混載禁止、温 

|M,非常温度等)のうち、特に注意すべき内 
jtKftする。

取扱い及び保管上の注意に記載した内 

基づき、特記すべき注意事項があれば記載

I K破例
Hl
>_1輸送

法(第4類 第3石油類)(液体)(危険 

等級3)
1矜器 ：危険物の規制に関する規則

別表第3の2 

金属製ドラム(2501)、プラス 

チックドラム(2501)
金属製容器(601)等

|く注)容器は危険物の規制に関する技術上 

の細目を定める告示第68条の5に 
I定める容器試験基準に適合していること

を自主確認すること。

容器表示：一 第3石油類、危険等級

3、(化学名)、水溶性 

二(数量)

三火気厳禁

積載方法：運搬時の積み重ね髙さは3b 
以下

混載方法：1)第1類及び第6類の危 

険物

2)髙圧ガス

2海上輸送及び航空輸送

非危険物

3注意事項

引火性液体なので「火気厳禁」 

(2)

1陸上榆送

消防法(第4類アルコール類)(液体)(危 

険等級2)
容器 ：危険物の規制に関する規則

別表第3の2
金属製ドラム(2501)、ブラ 

スチックドラム(2501)
金属製容器(601)等 

(注)容器は危険物の規制に関する技術上 

の基準の細目を定める告示第68条の5に 

定める容器試験基準に適合していること 

を自主確認すること。

容器表示：ーアルコール類、危険等 

級2、(化学名)、水溶性 

二(数量)

三火気厳禁 

積載方法：運搬時の積み重ね髙さは3d 
以下

混載方法：1)第1類及び第6類の危

険物

2)髙圧ガス

毒物及び劇物取締法(劇物)(包装等級3 > 
容器 ：毒物及び劇物の運搬容器に
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関する基準一その3
金属製ドラム(2501)、プラ

スチックドラム(2501)
金属製容器(601)等

(注)容器は毒物及び劇物の運搬容器に関 

する基準一その3に定める容器試験基準 

に適合していることを自主確認するこ

と。

容器表示 :一医薬用外

二劇物(白地に赤文字)

三(劇物の名称)(劇物の

成分及び含有量)

四(製造者の名称及び住

所)

積載方法：運搬時の積み重ね高さは3m
以下

2海上輸送

船舶安全法個品運送(危険物、中引火点引 

火性液体)(容器等級2)
ばら積み運送(非危険物) 

(無害液体物質)

容器 ：船舶危告示別表第5に定め

る小型容器2又は大型金属 

容器

(注)容器は(財)日本船舶用品検定協会の

検査を受けたUNマーク表示容器を使用 

すること。

容器表示(小型容器)：正標札H
副標札i

品名及び国連番号(国際航海に限る) 

積載方法：B ,1
3航空輸送

航空法(引火性液体)(等級2)
容器 ：告示別表第3

鋼製ドラム(601)、鋼製ジェ 

リカン(601)等
(注)容器は(財)日本船舶用品検定協会の 

検査を受けたUNマーク表示容器を使用

すること。

容器表示：正標札G 副棟札•
品名、国連番号、荷送j 
び荷受人の名称、住所J 

隔離要件：火薬類(隔離区分がsoj 

のを除く)、酸化性物買, 

機過酸化物と隔離するこ 

4注意事項

(1) 引火性液体なので「火気厳禁」
(2) 毒性があるので、眼に入れたり蒸氣J 

吸入しないこと。(保護具の使用が駕 

しい)

XV適用法令

ここでは当該製品に適用される主たる法據 

記載する。

「分類基準の解説」を参照のこと。
なお、法律によっては適用条件(状態,川進_ 

が規定されているので、法律名のみで適用,• 

適用を記載すると誤解を生ずる恐れがある_ 

留意すること。

1火薬類取締法 .

(記載例)火薬類取締法：火薬

:爆薬

2 高圧ガス取締法

(記載例)高圧ガス取締法：可燃性ガス 

:毒性ガス

3消防法

次の事項について記載する。

(1)法別表中の「種類」及び「品名」、危険犏 

規制に関する政令別表第3中の「性及 

「指定数量」

(記載例)消防法：第1類、塩素酸塩類(ず 

化性固体)(1000KG)
:第1類、塩素酸塩類含相1

3種酸化性固体)(1000^'
:第4類、第1石油類(水薄* 

体)(4001)
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燃物 可燃性固体類(3000kg)
可燃性液体類(2m3)
合成樹脂類(発泡させたもの)(20m3) 
合成樹脂類(その他のもの)(3000kg)

メ—

爆発性の物

発火性の物 

酸化性の物 

引火性の物 

可燃性のガス

令別表第1参照

一-------- ---

W化則

第1類物質 

特定第2類物質 

オーラミン等

管理第2類物質 

第3類物質

令別表第3参照

捕和

第1種有機溶剤等 

第2種有機溶剤等 

第3種有機溶剤等

令別表第6の2参照

it示物質 令第18条参照

験の結果、非危険物となったものは「消 

非該当(非危険物)」と記載する。但し、 

物から除外されて「指定可燃物」となっ 

たものは下記により記載する(木左上表参照)

IR較例)火災予防条例：指定可燃物(可燃性固 

爨_)_kg)
(黎)法奶9条の2の規定に該当するもの(消火活 

勤等に巾大な支障を生ずる恐れのあるもので 

鵬出を装する物質、主として毒劇物のうちか 

されている。

令扣条の10及び令別表第1、第2参照 

•例)消防法：届出物質(シアン化水素)

及び劇物取締法(法別表、毒物及び劇物 

n参照)(氺ママ、4が抜けている) 
®•例)岛劇法：劇物

全衛生法(*左下表麵) 

贿法:危険物

火薬類 告示別表第1
高圧ガス 告示別表第2

引火性液体類

低引火点引火性液体 

中引火点引火性液体 

高引火点引火性液体

告示別表第5

可燃性物質類

可燃性固体

自然発火性物質

その他の可燃性物質

告示別表第6

酸化性物質類

酸化性物質 

有機過酸化物

告示別表第7

毒物 告示別表第4

腐しょく性物質 告示別表第3

有害性物質 告示別表第8

火薬類 告示別表第1

高圧ガス 告示別表第2

引火性液体 告示別表第3

可燃性固体 告示別表第4

自然発火性物質 告示別表第5
その他の可燃性物質 告示別表第6
酸化性物質 告示別表第7
有機過酸化物 告示別表第8

毒物 告示別表第9
病毒をうつしやすい物質 告示別表第10

腐食性物質 告示別表第11
その他の有害物件 告示別表第12

:特化則(管理第2類物質)

:表示物質

7化学物質の審査及ぴ製造等の規制に関する 

法律

(記載例)化審法：第2種特定化学物質
:指定化学物質

8船舶安全法(船舶による危険物の運送基準 

等を定める告示)(*右上表参照)
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(記載例)船舶安全法：別表第6 (可燃性固体)

9 航空法(航空機による爆発物等の輸送基準 

等を定める告示)(*前頁右下表参照) 

(記載例)航空法：別表第4(可燃性固体) 

10海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律

(1) タンカーによるばら積み運送

有害液体物質：施行令別表第1
一 A類物質等
二B類物質等
三C類物質等
四D類物質等

無害液体物質：施行令別表第1の2
(2) 容器による個品運送

海洋汚染物質：海洋汚染及び海上災害の防 

止に関する法律施行規則第30条の2の3の物 

質を定める告示

(記載例)海防法：ばら積み運送有害液体物質 

(A類)

個品運送 海洋汚染物質

(PP)
海防法：ばら積み運送 未査定物質

個品運送 該当しない

XVIその他

ここでは「製品安全データシートjの記載内 

容に関する問い合わせ先、引用文献等について 

記載する。

参考資料

1 危険•有害性の分類

① Recommendations onthe Transport of 
Dangerous Goods 7th rev.,
United Nations(1991)

② 危険物船舶運送及び貯蔵規則5訂版運輸 

省海上技術安全局海文堂(1991)
2救急処置

①FIRST AID MANUAL for Chemical
Accidents.Marc J.Lefvere.Revised by

Shirley A.Coniberar 2版 Van NorstrJ 

Reinhold(1989)(New York)
② 化学物質と救急医療の手引き-IMO J 

HO/IL〇によるMFAGの解

海上労働科学研究所成山堂書店(1990)|
③ 中毒ハンドブック山村秀夫監訳]|^ J 

川書店(1990)
④ 薬物中毒必携一医薬品•化学薬品• 

による毒作用と治療方針一白川充他

歯薬出版(1987)
3消火剤の選択

①改訂危険物等の消防活動手引、東京消的^ 

科学研究所監修(財)東京連合消火!^ 

(1984)
4 許容濃度

① 許容濃度等の勧告(1991)日本産業衝卞零 

会産業医学33卷D.277-318(1991)
② Threshold linit values for cheaioi 

substances and physical agents
biological exposure indices.ACGII 
(1991-0992)

③ Maxinun concentrations at tkl 
workplace and biological toleraKi 
va1ues for working naterials 1991,帆

5個人保護具

安全衛生保護具の選び方•使い方東靡, 

菊夫中央労働災害防止協会(1982)
6 廃棄上の注意

①毒劇物基準関係通知集改訂増補版

薬務局安全課監修薬務公報社(1991)
7 危険性情報

① 危険物ハンドブック吉田忠雄、田村 

訳丸善(1987)
② Handbook of Reactive Chenical llmdj 

4th ed. L.Bretherick.Butterworti] 

(1990)
8有害性情報

(1)毒性一般
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危険な物質の分類、包装、表示に関 

する理事会指令一第6次修正指令および物 

獨リストー(社)日本科学物質安全•情報セ 

ンター(1989)
樂中毒便覧後藤稠他編医歯薬出版

(1977)
_遗編 同上

(1981)
_版危険•有害性便覧労働省安全衛生部 

B修中央労働災害防止協会(1986)
外闻における許容濃度表示への感作性物 

翼农示松下敏夫他産業医学31卷0.301- 
300(1989)

is try of Toxic Effects of Chemical 
Suhstances(RTECS) NI0SH(1985〜1986)

⑥Oangcrous Properties of Industrial 
Materials 7th ed. N. I .Sax 他編 Van 
Nostrand Reinhold(1988)

龙讲がん性、変異原性

®微屮.物を用いる変異原性試験データ集石 

館玖監修L. I ,C(1991)
〇)II?物質の発ガン•変異原性データ集ア 

イビ-シー(1983)
体異常試験データ集改訂増補石館基 

•択 L.I ,C(1987)
®Cat:,log of Teratogenic Agents 5th ed. 

Thows II.Shepard,Johns Hopkins Univ. 
I*rcss(l986)

•URC Monographs on the Evaluation of 

む「Hnogenic Risk of Chemicals to 
知■職.vol.l〜63(1990.10現在)

垂URC Monographs. SupDlement 7(上記 

*〇1.1〜42までのまとめ)

Annual Report on Carcinogens, 
^■nry 1991. NIOSII

の検索方法全般

報の検索と管理」竹中祐典他編(毒 

座第こ卷)地人書館(1989)

②「化学物質データ収集と生かし方」大島輝 

夫労働衛生No5(1990)
9 生態影響情報

①Handbook of Environnental Data 
onOrganic Chemicals 2nd ed. Karel 
Verschueren.Van Nostrand Reinhold 
(1983)

10コンピュータ•データベース

1)ファクトデータベース

文献中の物性値等の数字情報が要約されて 

いるもので、利用できる代表例は次の通りで 

ある。なお[]内は検索システム名を示す。

(1) 環境データ

① OHHTADS(Oi 1 and Hazardous 
Materials/Technical Assistance Data 
Systeffl)[CIS]
流出事故の歴史、生産量や毒性からみて、 

事故の際重大な問題を起こし安い油性物質 

や有害性物質を選び、物性情報、化学情報、 

生物学的情報、毒性情報、緊急措置等を収 

載

② AQ(JIRE(Aquatic Information Rentrieval)
[CIS]
水棲生物での急性と慢性毒性、蓄積性等

(2) 毒性データ

① RTECS(Registry of Toxic Effects of 
Cheaical Substances)[CIS,DIALOG.STN]
NI OSHが作成したデータベースで、最 

もよく利用され、急性毒性、変異原性、催 

奇形性、発がん性、刺激性等

② CESARS(Chenical Evaluation Search and
Retrieval System)[CIS]

(3) 物理化学データ

① ISHOW(Information Systen on Hazards
Organic in Water)[CIS]
融点、沸点、蒸気圧、分配係数、溶解度、

解離定数

② LogP Related Paraneter Database

安全tンタ_情報增刊号73



日化協•製品安全チータシートの作成指針

[NUMERICA]

LogP
③ BEILSTEIN [STN,DIALOG]

BeiIstein Handbook of Organic 
Chenistryから収録

有機化合物の物性値、その他

④ GMELIN [STN]
GMELIN Handbook of Inorganic and 
Organometallic Chenistry から収録、1988 
から主要な雑誌からも収録

無機化合物及び有機金属化合物の物性値、 

その他

⑤ JICST熱物性データベース[J0IS-F] 
日本化学技術情報センター(J I CST)が 

作成、物性値

⑥ IIODOC [STN]
CRC Handbook of Data on Organic 
Compoundsの第2版に相当する

数値ファイル 有機化合物の物性値等

:4 ) E C D I N(Environmental Chemicals 
Data and Information Network) [DIMDI]
ECが作成したものであり、これには次の 

情報が含まれている。

① 化学物質の同一性

② 物理化学的性質

③ 生産と用途

④ 法規制

⑤ 産業安全衛生

⑥ 毒性

⑦ 環境における濃度及び運命

⑧ 検出方法

2)文献データベース

ファクトデータベースによる検索が不十分 

なとき、文献検索を行なうためのもので、代 

表例は次の通りである。

(1)TOXL I NE [DIALOG,JOIS]
米国国立医学図書館(N L M)が作成したも

のであり、MEDL INE,B IOS I S,

NT IS, CIS/ILO等から壽性 

する文献を選んで作成した複合データ作, 
スである。毒性に関する文献を検索すj 

めには、先ず利用すべきである。

(2) J I CSTの各種情報ファイル

• J I CST科学技術文献ファイルfjOlsl 
日本科学技術情報センター (jicst! 
作成したもので、対象は科学技術--般,| 

礎化学、生物科学、医学、工学一般、_ 

工学、化学工学、化学工業その他

• J I CST速報ファイル[JOIS]
速報性、網羅性を重視して作成対象は上 

記と同じ
• J I C S T科学技術研究情報ファイ4

[JOIS]
公共試験研究機関の現在計画中または析 

中(完了したものを含む)の研究情報ファイ 

ノレ

• J ICST •医中誌国内医学文献ファイ 

[JOIS]
J ICST及び医学中央雑誌刊行会が_ 

する2つのファイルからなる。国内医学_ 

を対象

• J ICST科学技術医学文献ファイル(興 

文)[JOIS]
日本で発行された科学技術及び医学閿舢 

文献の情報ファイル

(3) POL TOX(CD-ROM)
米国国立医学図書館(N L M)が作成したて 

OXLINEのほかCAMBRIDGE 

が作成した Toxicol 
Abstracts.Ecology Abstracts,Hen I th ・ 
Safety Science Abstracts 及び Adult! 

Pollution and Environnental dual it) 
検索できる。

3)情報検索システム

既に述べてきた各種のデータベースペ 

イルは[]内に記した情報検索システム_
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_｛するファイルである。次に簡単にシステ 

篇っぃて述べる。

■C I S (Chemical Jnfornation Systen) 

_国EPA(環境保護庁)とN I H(国立衛 

生研究所)が協力して開発したシステムで 

)ある。代理店はディジタルデータ•マネジ 
& メント(DDM)

はJD I A L 0G
|y|t[g DIALOG Infornation Services Inc.

が作成代理店は紀伊国屋書店、丸善

(3)STN
アメリカのCAS,ドイツのFIZ Karlsruhe, 
本のJI CSTの3機関が共同で運営する国 

IB的な科学技術情報ネットワーク

|4)NUME RICA
米 W Technical Database Service Inc. 

.が说供する科学物質数値データベースから 

なる検索システム 代理店紀伊国屋 

5IJ0 I S-F
II木科学技術情報センター(J I CST)が 

援供しているファクトデータベースからな 

る飧索システム

6)。 I MD I
Deutsches Institut fur Medizinische 
Dokunentation und Information 作成の検 

|.索システム

门JO I S
卜|表科学技術情報センター(JICST)が 

|•供しているオンライン科学技術データベ 

■•■スからなる検索システム

(fcPOL TOX

代稈店はディジタルデータマネジメント 

品安全デ-タシ-卜に関係する海外法規 

米国〇SHA危険有害性の周知 

と危険有害性科学物質リストー(第4 
*顧)(社)日本化学物質安全.情報センター 

く108!))

② 資料Na51 EEC危険な調剤に関する特定 

の情報システムに対する委員会指令(社) 

日本化学物質安全•情報センター(1991)
③ 資料Na52米国CMA物質安全データシー 

卜作成のための暫定指針(社)日本化学物 

質安全•情報センター(1991)
④ 特集号恥61米国CMA物質安全データシ 

ート暫定指針MSDS例(社)日本化学物 

質安全•情報センター(1992)
⑤ 資料No_59 EEC危険な物質の分類、包装、 

表示に関する第7次修正理事会指令(社)日 

本化学物質安全•情報センター(1992)
⑥ Anerican National Standard for 

Haardous Industrials Precautionary 
Label ling,ANSI ZI29.1(1988)
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第3部 分類基準に該当しない製品

1分類基準には該当しない危険有害な製品 

第4部分類基準の解説に述べるような考え方 

で分類基準を設定したので、分類基準には該当 

しないが「危険有害な性状を有する製品」と認 

識する必要がある製品が存在する。

これらについても積極的に「製品安全データ 

シート」を作成し、化学物質の取扱いの安全確 

保に努めるべきである。

「危険有害な性状を有する製品」に該当するも 

のとして、次のものが挙げられる。

(1) 「船舶による危険物の運送基準等を定める 

告示」別表第1〜第8に記載されている「品 

名」に該当するもののうち、分類基準に該当 

しないもの(その他の危険物を含む)

(2) 消防法第4類(引火性液体)の危険物のう 

ち、分類基準に該当しないもの。

(3) 消防法に基づく「指定可燃物」のうち、可 

燃性固体類、可燃性液体類及び合成樹脂類に 

該当するもの

(4) その他分類基準には該当しないが、労働災 

害等を未然に防止するためにその取扱い等に 

注意する必要があると思われるもの

(注)

(1) は、「船舶による危険物の運送基準等を定め 

る告示」が、現在国際的に最も定着している 

「危険物輸送に関する国連勧告の危険物」を取 

り入れていることによる。

(2) は、引火性液体の分類基準を引火点が70°C 
未満としたことによる。

(3) は、指定可燃物のうち化学製品が対象とな 

ることに上る。

(4) は、分類基準及び上記(1)〜(3)を原則と 

して法規制対象製品としたことによる。法規 

制はそれぞれの法目的に沿って危険有害性の 

程度を勘案し、必要な範囲で統一的な規制を

行なっているので、必ずしも全てのr^||J 

害性を有する製品」を規制していない。j 
従って、未規制製品であっても当該 

危険有害性を調査•評価し、(4)に述べ^! 
点から必要に応じて積極的に情報提供を0 

うことが望ましい。

特に次の情報については、すべての化 

品をあらかじめ調査•評価し、その結果 
品安全データシートに記載することを推興1 

る〇

1) 急性毒性及び腐食性の程度

2) 1 ARC(国際がん研究所)の評価がrグ 

ーブ1」又は「グルーブ2jとされた 

は、(4)に該当するものとして扱うこ

2記載要領

記載要領は、第2部を準用するが「危険有塞 

性の分類」の項は、次のように記載する。 

(記載例)
危険有害性の分類：分類基準に該当しない| 

主な危険有害性は次の这 

おりである。

危険性：

有害性：

生態影想：

第4部 分類基準の解説

1分類基準設定の基本的考え方
分類基準を設定するに当たり、次のようM 

本的考え方を採用した。

(1)国連勧告との整合
危険有害性の分類基準については、国隊®^ 

も国内的にも統一されていないため種々の 

が生じている。そこで1992年6月に開催された11 

NCEDにおいて統一化の検討が提案されて1* 
るが、早期の統一化は極めて困難と思われるj 

一方、輸送に関しては「危険物輸送に
国連勧告」があり国際的に定着しているが’|
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_定している「危険有害性の分類」は輸送 

ものではなく通常想定される危険有害性 

B額にも適用されると考えられるので、「分 

原則として国連勧告の危険物分類を採用

J)场当要件
_娶件は、通常試験法と判定基準を設定す 

的であり国連勧告も危険物の定義、 

_及び判定基準を規定しているが、試験の 

•にともなう試験機関の確保等の障害を避け 

め、法律で試験が義務づけられている場合 

_き、拭験によらず対象製品が特定できるよ 

5C投定した。

Bl戶助告〕

_速勧告は、1957年に国連の経済社会理事会 

0Tに股芮された「危険物輸送専門家委員会」 

的►成した陸、海、空共通の危険物輸送に関す 

V；中である。

擊在,第7改訂版(1991年版、2年毎に改訂)が 

餅jされており、国連専門機関のI M 0 (国際海 

関)及びI CAO(国際民間航空機関)の条 

びに欧州陸上輸送協定(ADR、RID) 
MP)入れられている。

曲内认では、船舶安全法及び航空法が上記の

篇Mい及びI CAO条約等を取り入れている。

SMUIm : Recommendations on the TRANSPORT 
OF DANGEROUS GOODS
(ST/SG/AC.10/l/Rev.7)
Tests and Criteria 
(ST/SG/AC.10/11/Rev.1)

!分翻の名称ごとの解説及び国連勧告との対

"啕绝性物翼

件〕

取締法第2条第1項第1号に掲げる火薬及 

号に掲げる爆薬

(労働安全衛生法第20条第2号に規定する爆発性 

の物のうち、上記に該当するもの以外は、(8) 
自己反応性物質に含め表示する。爆発性がある 

旨の記載をすること。>(*リストー関係法令条 

文省略)

〔国連勧告〕

第1章1.11〜1.13(定義等)、第4章(試験法の概要

等)

(火薬、爆薬、爆弾、砲弾、照明弾等)

Tests and Criteria(別冊)PART Iに試験法と判 

定基準の詳細が規定されている。

(2)髙圧ガス

〔該当要件〕

① 高圧ガス取締法第2条に規定する高圧ガス(木 

リストー関係法令条文省略)

② 労働安全衛生法施行令別表第1第5号に規定す 

る可燃性のガス(可燃性がある旨の記載をす 

ること。)(*リストー関係法令条 文省略)

〔国連勧告〕

第1章1.14〜1.18(定義等)

1.14 (a)50°Cにおける蒸気圧が300kPa以上
又は

(b)温度20°C、標準圧力101.3kPaにおい 

て完全にガス状のもの

(注)第6版迄は次の2種類の定義が規定されてい 

たが、第7版で上記の如くに改訂された。

1.15.1 (a)臨海温度が50°C以下 

又は

(b)50°Cにおける蒸気圧が300kPa以 

上

1.15.2 (a)絶対圧力が

(1)21.1°Cにおいて280kPa以上
又は

(2 )54.4°Cにおいて730kPa以上 

(b)Reid蒸気圧が37.8°Cにおいて

280kPa以上
1.15状態による区分
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(a) 圧縮ガス

(b) 液化ガス

(c) 深冷液化ガス

(d) 溶解ガス

1.17危険性による区分

Division 2.1引火性ガス

Division 2.2非引火性ガス、かつ、非 

毒性ガス

Division 2.3毒性ガス

(注)丨引火性の試験法はISO 10156/1990 
のほか各国の試験法による。

2毒性ガスはLCSoが5000/bI/b3以下

(3)引火性液体
〔該当要件〕

① 消防法別表の第4類の下欄に掲げる物品のう 

ち一から四までのもの(*リストー関係法令 

条文省略)

② 労働安全衛生法施行令別表第1第5号に規定す 

る引火性の物(*リストー関係法令条文省略)

③ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する引火 

性の物のうち②以外のもの

平成4年7月旧現在、本項だけに基づきデータ 

シートの作成対象に該当するものなし

② 労働安全衛生法施行令別表第1第2号｛こ) 

る発火性の物のうち可燃性を有する化字 

等(*リストー関係法令条文省略)

(注)1「発火性の物のうち可燃性を有 
の」の判断は、消防法の危険物J 

する場合はその分類によること。

なお、「発火性の物のうち自然発火浅奄 
有するもの」及び「発火性の物のうJ 

禁水性を有するもの」の判断も间 

する。

2消防法の危険物に該当しない場合は, 

船舶危告示を参照すること。

③ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する 

性の物のうち②以外の可燃性を有する化 

質等
平成4年7月1日現在、本項だけに基づきデ-^ 

シートの作成対象に該当するものなし。(fHt 
発火性及び禁水性において同じ。) 

〔国連勧告〕

第I章1.21(定義等)、第14章(試験法及び利 

準等)

1.21 Division 4.1可燃性固体
14.1.1.1可燃性固体には次のものが含iUl 

る〇

〔国連勧告〕

第1章第1.19〜1.20(定義等)、第5章(試験法及び 

判定基準)

引火点(密閉式)60.5°C以下〔引火点(開放式) 

65.5°C以下〕のものが該当する。

(4)可燃性固体
〔該当要件〕

①消防法別表の第2類の下欄に掲げる物品

消防法の危険物は、別表に掲げる「品名」に 

該当する物品であって、かつ、試験の結果政 

令で定める性状を示すものである。(試験によ 

らず危険物とされている品名もある。)(氺リ 

ストー関係法令条文省略)

(a) 可燃性固体
(b) 自己反応性物質(消防法では_ 

類)

(c) 鈍感爆発物(湿性火薬)

(a)可燃性固体
燃焼速度試験：三角柱状(長さ250»・.■ 

20mn、高さ101111)の堆積物の一端に着火さ 

燃焼時間を測定する。

判定基準：金属粉10分以下
金属粉以外45秒未満

(注)詳細は運輸省通達海安第196号f物質1 

険性評価の試験方法及び判定基準」又は 

質の危険性評価の試験方法及び判定篆• 

説」(社)日本海事検定協会を参照のこ’
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&下「国連勧告の試験法」について同じ) 

作)自3反応性物質
#法：1)分解熱測定試験(DSC等)

2)自己加速分解温度(SADT)測定
試験

|咳基聲：丨)分解熱が、300j/g以上のもの 

又は

2)S ADTが、75°C以上のもの

M)|自己反応性物質に該当するものとして 

は脂肪族アゾ化合物、有機アジド類、 

ジアゾニウム塩類、N—ニトロソ化合 

物、芳香族スルホヒドラジド類が挙げ 

られ、具体的に物質リストも作成され 

-ている。

2 14.2.2.4に有機過酸化物と同様の判定 

手順の記載あり。

3消防法では第5類の危険物に該当する。 

1¢)麴感燁発物
事クラス1の爆発物を水、アルコール等で希 

flz.クラス1に該当しなくなったものが挙 

げられている〇

18)苗然発火性物質
_fl〕

麵法別炎の第3類の下欄に掲げる物品(同法 

_鯛巧第8号で規定されるもののうち、固体 

体であって、空気中での発火の危険性 

-1るための政令で定める試験において 
tで定める性状を示すもの。)(*リストー 

_法令条文省略)

_安令法第28条に規定する危険物船舶運送 

則の規程に基づく船舶による危険 
jwi送坫嘈等を定める告示(以下「危告示j 

>う»)別表第6中自然発火性物質の項目の 

•にWげるもの(自己雖性物質及びそ 

kn然発火性物質を除く。) 

リスト省略)

した「発火性の物のうち可燃性を有

する化学物質等」参照。

〔国連勧告〕

第1章1.21(定義等)、第14章(試験法及び判定基 

準等)

1.21 Division 4.2自然発火性物質

14.1.1.2自然発火性物質には次のものが含ま 

れる

(a) 自然発火性物質
(b) 自己発熱性物質

14.5.3自然発火性試験(固体)

粉末をInの高さから落下させ、5分以内 

に発火するもの

14.5.4自然発火性試験(液体)

液体をろ紙上に滴下し、5分以内に発火 

するもの

14.5.5自己発熱性試験(省略) 

(6)禁水性物質
〔該当要件〕

① 消防法別表の第3類の下欄に掲げる物品(同法 

別表備考第8号で規定されるもののうち、固体 

又は液体であって、水と接触して発火し..若 

しくは可燃性ガスを発生する危険性を判断す 

るための政令で定める試験において政令で定 

める性状を示すもの。)(♦リストー関係法令 

条文省略)

② 危告示別表第6中その他の可燃性物質の項目 

の品名欄に掲げるもの(その他のその他の可 

燃性物質を除く。)

(物質リスト省略)

③ 、④前述した「発火性の物のうち可燃性を有 

する化学物質等」参照。

〔国連勧告〕

第1章1.21(定義等)、第14章(試験法及び判定基

準等)

14.1.1.3水と接触して可燃性ガスを発生する

物質

14.5.6 試験法：消防法にほぼ同じ
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判定基準：発火するか、発生する可 

燃性ガス量が11/1時間/kgを超える 

もの

(7)酸化性物質 

〔該当要件〕

① 消防法別表の第1類及び第6類の品名欄に掲げ 

る物品で、同表に定める区分に応じ同表の性 

質欄に掲げる性状を有するもの(*リストー 

関係法令条文省略)

② 危告示別表第7の酸化性物質の項目の品名欄 

に掲げるもの(その他の酸化性物質を除く。) 

(物質リスト省略)

③ 労働安全衛生法施行令別表第1第3号に規定す 

る酸化性の物(*リストー関係法令条文省略)

④ 労働安全衛生法第20条に規定するものであっ 

て③以外の酸化性を有する化学物質等

平成4年7月1日現在、本項だけに基づきデータ 

シートの作成対象に該当するものなし 

〔国連勧告〕

第丨章1.22(定義等)、第11章(試験法及び判定基

準等)

I. 22 Division 5.1酸化性物質
II. 2.2酸化性物質(固体)の試験法及び判定基

準

燃焼試験：「標準物質(ベルオキソニ硫酸アンモ 

ニウム)と木粉」及び「試験物品と木 

粉」の混合物の燃焼時間を測定する。 

判定基準：燃焼時間が標準物質以下のもの 

(注)国連勧告では、酸化性の程度を臭素酸カリ 

ウム、過塩素酸カリウム、ペルオキソニ硫酸ア 

ンモニウムとしているのに対し、消防法では過 

塩素酸カリウムとしている。

従って、消防法の酸化性固体は国連勧告の中 

程度以上のものが該当することとなる。

一方、消防法では国連@告で規定していない 
「落球式打擎感度試験」を“定している。

11.2.3酸化性物質(液体)の試験法及び判定基

準は検討中。

Division 5.2有機過酸化物
有機過酸化物の分類基準等の槪要' 

分類のための試験法等の詳細は

ST/SG/AC. 10/11/Rev.1 PART II參賵 1

1) 有機過酸化物を危険性の程度に応じAl 

送禁止)、B〜F、G(適用除外)に区分相

2) 「B〜F」、「液体、固体の別」、「番_ 

の要否」を組み合わせて20の総称名を1

(8)自己反応性物K
〔該当要件〕

① 消防法別表の第5類の品名欄に掲げる物 

同表に定める区分に応じ同表の性質摘に_ 

る性状を有するもの(*リストー関係法_ 

文省略)
② 労働安全衛生法施行令別表第1第1号に規4 

る爆発性の物(木リストー関係法令条文雀
③ 労働安全衛生法第20条第2号に規定する_

性の物のうち②及び火薬、爆薬以外の化

賓等 1
平成4年7月1日現在、本項だけに基づきデ 

シートの作成対象に該当するものなし
(*「労働安全衛生法第20条第2号に規定すP 

爆発性の物等には、施行令別表第1に規定すi 
ものに限らず、当該危険性を有するすべてく 

化学物質等が該当するが、本作成指針にお| 

ては当面作成対象を施行令別表第1に規定’ 

るものに限定したのでその旨を明確にし 

とされる。)

〔国連勧告〕
消防法第5類の危険物は国連勧告ではクj 

1(爆発物、ニトロ化合物等)、クラス4の自F" 

反応性物質(アゾ化合物等)、クラス5(酸化 

質類の有機過酸化物)等に分類されている• 

ここでは、有機過酸化物について説明す* 

第1章1.22(定義等)、第H章(試験法及び粍_ 

準等)

1.22
11.3
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しそれぞれに国連番号(3101〜3120)が付 

されている。

•J)の総称名のそれぞれに該当する具体的名 

称がTable11.3に示されている。

性g性物質
卵件〕

|•及び劇物取締法第2条第1項に規定する毒 

I及び同条第2項に規定する劇物

6.5定義

(a) L Ds»(経口、アルビノラット)、mg/kg
(b) LD50(経皮、アルビノラット)、ug/kg
(c) LD60(吸入、アルビノラット)

ミスト又はダクト：i)g/l(l時間値) 

蒸気:d/B3 (DP®)(1時間値)

(注)試験法の詳細規定なし

6.4判定基準
6.4.1

UKリスト 

畜略)

舶欣告示別 

衰購4に掲げ 
|善もの(その 

龜の！#物を除 

R.)く物質リ 

スト雀略)

L D50(経口)(mg/kg) LDS0(経皮)(mg/kg) LD 卯(吸入)(mg/1)
ミスト又はダクト

I 5以下 40以下 0.5以下

II 5を超え50以下 40を超え200以下 0.5を超え2以下

III 固体：50を超え200以下 

液体：50を超え500以下
200を超え1000以下 2を超え10以下

(注)I :毒性の強いものII :中程度 HI :弱いもの〔毒物の該当要件〕

的剤屮海予防規則第！条第1項第2号に規 

廉する心機溶剤等(*リストー関係法令条文 

fi略) 

6.4.2 LD5„(ミスト又はダクト)の4時間値を 

4倍して1時間値としてよい。

6.4.3

(注)飽和蒸気濃度:20°C、1気圧、ml/m3
I :毒性の強いものII :中程度III :弱いもの〔毒物の該当要件〕

LDS0(蒸気)(ml/m,)〔ppm〕

I LDseXlOが飽和蒸気濃度以下、かつ、LDmが1000以下

II LDs。飽和蒸気濃度以下、かつ、3000以下

111 LDsaXl/5が飽和蒸気濃度以下、かつ、LDmが5000以下

_化7物質等障害予防規

_第13条に規定する第3類
リストー関係法

♦•文宙略)

防規則第1条第1項
鶄㈧に規定する鉛等(*リ

スト閒係法令条文省略) 

•■7ルAル鉛中毒予防規則

条奶I項第3号に規定する四アルキル鉛等 

•リスト関係法令条文省略)

準局安全衛生部化学物質調査課 

定める化学物質等

零釀帅7月1日現在指定なし 

側?,

_,23(定義等)、第6章(試験法及び判定基準

雜.
I _限性物質〕

6.4.5 LD50(蒸気)の4時間値を2倍して1時間
値としてよい。

6.4.6混合物のL Ds。を成分のL Ds。を用い 

て推計する計算方法(省略)

(10)腐蝕性物質
〔該当要件〕

①船舶危告示別表第3に掲げるもの(その他の腐 

蝕性物質を除く。)

(物質リスト省略)
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② 労働安全衛生規則第326条に規定する腐蝕性 

液体(*リストー関係法令条文省略)

③ 労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課 

長が定める化学物質等

平成4年7月丨日現在指定なし 

〔国連勧告〕

第1章1.26(定義等)、第8章(試験法及び判定基準 

等)

第8章
試験法：詳細規定なし

判定基準：①動物の皮府に接触させた場合、当 

該部位に壊死が視認されるまでの 

時間が4時間以下のもの

②鋼又はアルミニウムに対する侵食 

度が、55°Cにおいて6.25m/年を超 

えるもの

(11)その他の有害性物質

〔該当要件〕

① 特定化学物質等障害予防規則第2条第1項に規 

定する第1類物質及び第2類物質(*リストー 

関係法令条文省略)

② 鉛中毒予防規則第1条第1項第1号に規定する 

鉛等(前出：急性毒性物質)

③ 四アルキル鉛中毒予防規則第1条第1項第3号 

に規定する四アルキル鉛等

(前出：急性毒性物質)

④ 労働安全衛生法第28条第3項に基づき指針を 

公表した化学物質等

平成4年7月1日現在「四塩化炭素」のみ 

(木平成4年12月21日「1.4ジオキサン_>が追加)

⑤ 平成4年2月10日付け基発第51号通達等により 

公表した変異原性が認められた既存化学物質 

等リストー関係法令条文省略)

⑥ 平成3年6月25日付け基発第414号の3通達等に 

より公表した変異原性が認められた新規化学 

物質等(*物質リスト省略)

⑦ 労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課

長が定める化学物質

平成4年7月1日現在指定なし(*29頁参照丨1
⑧化学物質の審査及び製造等の規制に閒す 

律第2条第3項に規定する第2種特別化学 

及び同条第4項に規定する指定化学物 

ストー関係法令条文省略)

⑨海洋汚染及び海上災害の防止に関する法
3条第3項に規定する有害液体物質及び同1 

38条第1項第4号に規定する運輸省令で定 

もの(*リストー関係法令条文省略、［環 
告示(告示第25号(昭和62年4月10日)〜告1 
10号(平成3年3月16日)を記載)は随時追！^ 

示されるので、追加告示物質に注意する 

と。」とされている。)

〔国連勧告〕
国連勧告では、バーゼル条約(有害廃棄物の  

境移動に関する規制)に対応するため第

1.9.2において「バーゼル条約の適用を受ける 

棄物であって、他のクラスに属さないものは, 

クラス9の危険物として運送できる」旨規:i•し 
ている。なお、バーゼル条約では廃棄物の有  

特性を次のように規定している。

①国連勧告におけるクラス1〜クラスHけ

ラス2高圧ガス及びクラス7放射性物質奮
除く。)の危険有害性

②イ)空気又は水と作用することによる毒® 

ガスの発生

ロ)毒性(遅発性又は慢性)

ハ)生態毒性
又、海洋汚染防止条約附属書111(個品運送  

用)に対応するため、クラス9の危険物の品名_ 

して、「環境有害物質(固体)(他に品名の明袖 

れているものを除く。)3077j及び「環境ネi肖1 
質(液体)(他に品名の明示されているものを1^ 

く。)3082」を設定している。

付録 製品安全データシートの作成例
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製品安全デ——タシ——卜
1頁

蟹！!解号1〇〇1

会社 〇〇〇〇化学工業株式会社

住所 東京都千代田区霞が関〇〇番地

担当部門安全環境部

電話番号 ファックス番号

緊急連絡先 〇〇〇〇化学工業株式会社xx工場
電話番号

作成•改訂 1992年6月10

酢酸エチル(別名エチルアセテート)贴名

•Wの特定

ftKUf害性の分類 分類の名称：急性毒性、引火性液体、その他の有害性物質

有害性：蒸気は、目、鼻、のどを刺激する。 

吸入すると、麻酔作用があり、長時間吸入は、急性肺水腫を起こす 

ことがある。

化学名

含有量

構造式

官報公示整理番号

CAS No

酢酸エチル

99%以上
CH3C00C2H5
(2)-7 2 6
141-78-6

国連分類3. 2(中引火点引火性液体) 国連番号 1173
EC No (EINECS No)20 5 5 0 0 4

応急措K 皮府に付着した場合：汚染した衣服を脱ぎ、触れた部位を多量の水で洗い流す。

目に入った場合

吸入した場合

もし、皮膚に炎症が生じた時は医師の手当てを受ける。 

:直ちに流水で15分以上洗眼し、医師の手当てを受ける。 

:患者を直ちに空気の新鮮な場所に移し、安静、

飲み込んだ場合

保温に努め、速やかに医師の手当てを受ける。呼吸が停止 

している場合には人工呼吸を行ない、呼吸困難な場合には 

酸素吸入を行なう。

:多量の水又は食塩水を飲ませて吐かせ、直ちに医師の手当 

てを受ける。患者に意識がない場合には、ロから何も与え 

てはならないし、吐かせようとしてもいけない。

|災時の措茜 消火方法：火元への燃焼源を断ち、消火剤を利用して消火する。又、延焼の恐れ

のないよう水スプレーで周辺のタンク、建物等の冷却をする。 

消火作業は風上から行ない、場合によっては呼吸要保護具を着用する。 

消火剤 ：水、粉末、二酸化炭素、ハロゲン化物、アルコホームが有効である。

麵出時の措圃1>.風上の人を退避させる。漏洩した場所の周辺にはロープを張るなどして人の立入 

りを禁止する。付近の着火源となるものを速やかに取り除く。作業の際には必ず 

保護具を着用する。風下で作業をしない。 

•少量の場合には、土砂等で吸着させて空容器に回収し、そのあとを多量の水で洗 

い流す。

•大量の場合は、漏洩した液は、土砂等でその流れを止め、安全な場所に導いた後、 

液の表面を泡等で覆い、できるだけ空容器に回収する。そのあとは多量の水を用 
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整理番号1001

いて洗い流す。この場合、濃厚な液が河川等に排出されないように注意する。

取扱い及び保管上の注意 

取扱い：•吸い込んだり、眼、皮府および衣類に触れないように、適切な保護具を着用し、できる 

だけ風上から作業する。

-蒸気の発散をできるだけ抑え、作業環境を許容濃度(暴露防止措置の欄参照)以下に保〇 

ように努める。

•容器を密封しまたは局所排気装置を設置する。 

•漏れ、あふれ、飛散しないようにし、みだりに蒸気を発生させない。 

•高温物、スパーク、火炎を避け、強酸化剤との接触を避ける。

•静電気対策を行ない、作業衣、作業靴は導電性のものを用いる。 

•容器を転倒させ、落下させ、衝擎を与え、または引きずる等の粗暴な取扱いをしない, 

使用済みの空容器は一定の場所を定めて集積する。

保管：•保管場所で使用する電気機器は防爆構造とし、機器類はすべて設Sする。 
•容器は直射日光を避け、冷暗所に貯蔵し、密閉して、空気との接触を避ける。 

•ボイラー等熱源付近や可燃物の近くに置かない。

•酸化性物質、有機過酸化物などと同一場所に置かない。 

その他、毒劇法、消防法などの法令に定めるところに従う。

暴露防止措麗

管理濃度：400PPIH
許容滴度 日本産業衛生学会勧告値(1991): 400ppni

ACG I H(T L V) (1991-92) : TWA, 400ppm
OSHA(PEL) (1991):400ppm

設備対策：

•屋内作業場での使用の場合は発生源の密閉化、または局所排気装Sを設萬する。 
•取扱い場所の近くに安全シャワー、手洗い•洗眼設備を設け、その位置を明瞭に表示する。 

保護具

状況に応じ、有機ガス用防毒マスク、送気マスク、空気呼吸器、保護眼鏡、保護手袋、保護g靴 

等を使用する。

物理/科学的性質503>外観： 無色液体

比重： 0.902
融点： _84°C
蒸気密度： 3.04

危険性情報

(安定性•反応性)
引火点： -4°C
爆発範囲： 2.2〜ll.Ovol%
安定性•反応性： 安定

臭気： 芳香臭

沸点： 77°C
蒸気圧：100mmHg(27°C)
溶解度水：7.9g/100(nl
有機溶剤： 易溶

発火点： 427°C

有害性情報

急性毒性*0:経口ラット 

吸入ラット

L DS0 5,620mg/kg, 
L D50 1,600ppm/8H,

マウス L DSe 4,100mg/kg
マウス LDLb 31gm/m3 4 4

刺激性5 6 * * 9> :人では400ppmの短時間暴露で、眼、良、のどに刺激作用がある。

感作性5> :酢酸エチルに感作されて粘膜の炎症や、湿疹様発疹が起こることがまれにある。

変異原性:細菌を用いる変異原性試験(労安法の基準に準拠)で陰性

84安全tンター情報増刊号

•相号10° 1 * * __________________
/•帽性痗性：鮮酸エチルを16mgパ(約く500ppm)、60分/日、ウサギに40日間暴露した結果'二次性 

貧血、白血球増加、内臓浮腫、脂肪変性がみられた。

:375〜1,500ppmの酢酸エチルに数か月暴豁された作業者に、異常な兆候や症状は見ら 

れなかったという報告がある。7>

■遘R;譬悄報 魚毒性*0 :コイ 48時間TLm 40ppm以上
:ミジンコ48時間TLm 40ppm以上

分配係数： L 〇 g Pow = 0.730

の注意•車両等によって運搬する場合は、荷送人は運送人に運送注意書を公布する。 

•運搬に際しては容器に漏れのないことを確め、転倒、落下、損傷がないよう積み込 

み、椅くずれの防止を確実に行なう。

•その他、骞劇法、消防法などの法令に定めるところに従う。

靡囊ヒの注意1>•廃棄は焼却により行う。その方法は次の何れかによる。 

•焼却炉へ噴霧し、焼却する。
•少景の場合はケイソウ土等に吸収させて解放型の焼却炉で焼却する。

•これを含む排水は活性汚泥等の処理により清浄にしてから排出する。

肩川决令 労働安全衛生法 引火性のもの、有機則••••第2種有機溶剤等
消防法• • • •危険物第4類第1石油類(非水溶性液体)

毒物及び劇物取締法•••■劇物

危険物船舶運送及び貯蔵規則••••引火性液体類、中引火点引火性液体

fの他

りI川文献 1)毒劇物基準関係通知集、改訂増補版厚生省薬務局安全課監修薬務公報社(1991) 
2) Chemical Sagety Data Sheets Vol.l;Solvents. The Royal Society of Chemistry. 

(1989)
3 ) Dangerous Properties of Industrial Materials(第7版)N.I.SAX他著 Van Nostra

nd Reihold(1988)
4 ) Registry of Toxic Effects of Chemical Substanses NIOSH(1985-86)
5)産業中毒便覧後藤也編医歯薬出版(株)(1977)
6 ) JETOC情報B別冊Na2日本化学物質安全情報センター(1982)
7) ACGIH許容濃度勧告理由書 石化協翻訳(1983)
8) 西内康浩；生態化学、£. (3)45-47(1981)
9 ) S.C.BASAK et al:Environ,Toxicol.Chem 3, iss 2,191-199(1984)

妃败内容の問合せ先電話番号
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製品安全データシ——卜
H-1ベンゼン1/4

【MS DS番号H—1】

【製品名】 ベンゼン

会社〇〇〇〇〇〇

住所◊◊◊◊◊〇*-*-**

担当部門□□ロ 担当者

電話番号**♦*-♦♦*♦ FAX番号

緊急連絡先 電話番号

△△△
木本木本一♦本本本

作成•改訂 平成4年8月|[]

【危険有害性の分類】

分類の名称：引火性液体•その他の有害性物質

危険性：引火しやすい液体、空気との爆発性混合物を形成しやすい。 

有害性：蒸気を吸入したとき有害、皮慮からも吸収されて有害作用を及ぼすことがある。がん 

原性が認められている。

(IARC:グルーブ1,NTP:発がん性既知,ACGIH:A1(提案中))

【応急措置】

目に入った場合

清浄な水で最低15分間眼を洗浄したのち、痛みが残る場合は、ただちに眼科医の手当を受ける。洗眼 
の際、眼瞼を指でよく開いて眼瞼、眼球のすみずみまで水がよく行きわたるように洗う。 

皮府に付着した場合

汚染された衣類、靴などを速やかに脱ぎ捨てる。触れた部分を水または微温湯を流しながら洗浄した 

のち、石鹼を使ってよく洗い流す。

大量に吸入した場合

被災者をただちに空気の新鮮な場所に移動させる。呼吸が止まっている場合および呼吸が弱い場合1,1、 
衣類をゆるめ呼吸気道を確保した上で人工呼吸をおこなう。体を毛布などでおおい、保温をして安舲 

を保つ。ただちに医療処置を受ける。

飲み込んだ場合

有機揮発性液体なので、吐き出させるとかえって危険が増す。ただちに医療処gを受ける。水でよく 
ロの中を洗わせてもよい。意識がない被災者には、ロから何も与えてはならない。

【物質の特定】 化学名

含有量

化学式

CAS No
官報公示整理番号

国連分類

ベンゼン

99.9%以上
CGHe
71-43-2
(3)-1(化審法•安衛法) 

クラス3(引火性液体P.G 2) 国連番号1114

【火災時の措置】

消火方法：初期の火災には、粉末、炭酸ガス、乾燥砂などを用いる。大規模火災の際には、泡消火 

剤などを用いて空気を遮断することが有効である。棒状水の使用は、火災を拡大し危険な場合がある。 

周辺火災の場合、周囲の設備などに散水して冷却する。移動可能な容器はすみやかに安全な場所に移 

す。

消火作業の際には必ず保護具を着用する。火災発生場所の周辺に関係者以外の立入りを禁止する。 

消火剤：粉末、炭酸ガス、泡、乾燥砂
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【緬出時の措置】

・鳳fの人を退避させる。漏出した場所の周辺にはローブを張るなどして人の立入りを禁止する。付近 
2猶火源となるものを速やかに取り除く。消火用器材を準備する。

I〇の際には必ず保護具を着用する。風下で作業をしない。

少賺の場合、漏洩液はおがくず、ウェス、砂などに吸収させて空容器に回収する。

I爹匯の場合、土砂などでその流れを止め、液の表面を泡で覆いできるだけ空容器に回収する。火花を 

L舞安しない安全なシャベルなどを使用するのが望ましい。

【取汲い及び保管上の注意】

■火筑、静電気、衝撃火花などによる着火源の生じないよう注意する。 

.獼洩の防止

.榷触•吸入の防止のfeめの個人保護具の着用

.保恃の際には、蒸気のほか直射日光を避け、高温物を近づけない。 

•冬季は凝固して流動しなくなることに注意する。

【覇!！防止措置】

釁棟演度 lOppm
nn*度
H木席業衛生学会勧告値 lOppm(32mg/m3)’ 71
ACGIII肋告値時間荷重平均(TWA) 10ppm(32nig/m3)(1987)
(0 ll)pm(0.3mg/m3)に改訂することが1990年に提案されたが、1992年においては、まだ決定に至って 

いない〇 )

郎HA(米国労働安全衛生庁)暴露限界

時m舫甩平均(TWA 8時間)lppm
問暴锊限界(STEL15分間)5ppm

»湖対策

密閉された装置、機器または局所排気装置を使用しなければ、取扱ってはならない。 

取Wい場所の近くに、洗眼および身体洗浄のための設備を設ける。

的奪マスク(有機ガス用)、濃度が高い場合は送気マスク、空気呼吸器

保!•眼椅または防災面、耐油性(不透明性)の手袋、長靴、前掛け(静電気防止対策用を用いる。)

[物理/科学的性質】

比重 0.88(20/4°C)
沸点 80.1°C
凝固点 5.5-C
蒸気比重 2.7(空気=1)
溶解性

水に0.18g/100g(25°C)、アルコール、エーテルなどの有機溶剤によく溶けあう

【危険性情報】(安定性.反応性)

引火点(closed cup) -11°C
発少占

空気中の爆発範囲(容積)下限1.5% 
上限 8.0%

通常の取扱いにおいては安定
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H-1ベンゼン3/く

【有害性情報】

刺激性2>
眼に対して、蒸気、液ともに中程度の刺激性がある。皮虜に対しても弱い刺激性があり、繰返しの• 

触により脂肪分が失われて乾燥し、鱗状となったりひびわれを生ずる。

感作性

ヒトに対する感作性は報告されていない。

急性毒性2>

ラット：吸入LC50
マウス：吸入LC50

10,000-13,700ppm
10,000ppm(麻酔作用 2,200ppm)

ラット：経口 LD50 3.4-5.6g/kg
マウス：経口 LD50 4.7g/kg
ヒト：吸入 1.5ppmで臭覚の閾値、500ppm/6hr頭痛、3,000ppm 0.5-lhrは耐えられる。19,000 20,〇〇 

0ppm5-10分間で死亡する。

ヒト：経口 致死量 10-30g
亜急性毒性(吸入)

ベンゼンの特異的な作用として、低濃度においても長期間の暴露によって骨髄の造血機能に陣苒が生 

ずることが知られている。

ラット：吸入50ppm/数時間の暴露で白血球の減少が認められた。30ppm/4ケ月間の暴露においては彭 

響は認められなかった。

ヒト：吸入50ppm以上の繰返し、長期の暴露により白血球、赤血球、血小板の減少が生じ、さらに 

高い(おそらくlOOppm以上)濃度では、白血病および再生不良性貧血が生じることが知られている。 

がん原性

ベンゼン取り扱い作業者において、造血器官(骨髄)のがんである白血病を誘発することが認められて 

いるため、IARCグルーブ1［ヒトに発がん性あり］5\ NTPの第6次年次報告書で［発がん性既知1に 

それぞれ分類されている

変異原性3>8>

試験官内試験においては、Ames試験で陰性、マウスの骨髄細胞で染色体異常、小核異常、姉妹染色分 

休交換を誘発することが報告されている。

ベンゼン取り扱い作業者においては、白血球および時には骨髄細胞における染色体異常の生じたこ 

が報告されている。

催奇形性10

動物実験において催奇形性を示すとの報告はないとされている。

【環境影簪情報】

分解性

通産省の既存化学物質点検等において、生分解性の良好なことが認められている。

各種魚類のTLm(24,96時間)

各種甲殻類のLC50O6時間)

20-40mg/L
20-110ppm

その他ハ

オクタノール/水分配係数 2.13(20°C)

【輸送上の注意】
取り扱いおよび保管上の注意の項の記載による他、引火性の強い、有害性液体に関する一般的な 

による〇

【廃棄上の注意】
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#リ汲いおよび保管上の注意の項の記載による他、引火性の強い、有害性液体に関する一般的な注意 

事項による。
雇•する場合は焼却によって行い、方法はつぎのいずれかによる。

.ヶイソウ土等に吸収させて開放型の焼却炉で少量づつ焼却する。 

.蛾却炉の火室へ噴霧し焼却する。

霧主な通用法令】

•安全衛生法：危険物(引火性の物)、特化則(特定第2類および特別管理物質) 
_昉法 ：第4類第1石油類
顧®安全法 ：中引火点引火性液休(クラス3. 2)

【籌蓍文献】

j)1 irk-OLhmer:Encyclopedia of Chemical Technology(Third edition)
j)Parry's Industrial Hygiene and Toxicology(Thierd revised edition 1981)
J1IARC,Monographs on the Evaluation of Carcinogenic Risk to Humans,supplement 6(1987) 
_k Ridge National Laboratory:Toxicological Profiles for Benzene(1989)
JJIARC.Monographs on the Evaluation of Carcinogenic Risk to Humans,supplement 7(1987) 
HTP：6th Annual Report on Carcinogenes(1991)
?)K.Verschueren:llandbook of Environmental Data on Organic Chemicals(Second edition 1983)
8)The Royal Society of Chemistry:Chemical Safety Data Sheets Vol.l:Solvents 5.benzene(1989)
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製品安全デ——夕5^----- 卜

会社

住所

担当部門

電話番号

緊急連絡先

担当者(作成者)

FAX番号

電話番号

整理番号 作成•改訂 年 月 日

製 品 名 TMTD

物質の特定 化 学 名：テトラメチルチウラムジスルフイド(略号：TMTD) 
成分及び含有量：99%以上

ch3 S S ch3
構造式： N-C-S-S—C-N

CH； XCH3
官報公示整理番号：化審法(2)-1820 安衛法2-(5)-87
CAS No :137-26-8
国連分類：国連の基準で評価して、危険物に該当しない。

危険有害性の分類 分類の名称：その他の危険有害性物質

有害性：労働省通逵(基発第80号)による変異原性が認められた既存化？物買

応急措置 目に入った場合：直ちに流水で15分以上洗眼した後、眼科医の手当てを受ける, 

皮府に付着した場合：直ちに水で洗い流した後、石けんでよく洗う。汚染したA 
服類は洗い落としてから着用する。

吸入した場合：多量の水、温水又はうがい薬を用いてうがいをし、医師の手3て 

を受ける。

飲み込んだ場合：できるだけ早く患者のどに指を入れるか、ぬるめの食塩水を飲 

ませて吐き出させ、医師の手当てを受ける。

火災時の措置 消火方法：燃焼ガスには、一酸化炭素などの他に窒素酸化物、硫黄酸化物が含 
まれるので、消火作業の際には保護具を着用する。一般には、败_ 

消火剤で消火する。

消 火 剤：水、粉末、炭酸ガス、泡など

漏出時の措置 床面などにこぼれた場合は、直ちに掃き取り、空容器に収納する。

取扱い及び保管上

の注意

取 扱 い：吸い込んだり、目や皮虜に触れないよう、長袖の作業衣、保捅 

保護マスク、保護眼鏡を着用して、できるだけ風上から作業するよ 

うにする。

保 管：適当な換気のある乾燥した冷暗所に密封して保管する。

暴露防止措置 許容濃度：ACG I H(1989年度版)；5mg/ni3(TWA) 
日本産業衛生学会；未設定

設備対策：紛じんが作業場の空気を汚染しないように、局所排気装困の投*‘ 

設備の密閉化、または、全体換気を適正に行うことが望ましい•

保護具： _______—r
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—一■
呼吸用保護具；防じんマスク又は簡易防じんマスク 

保護眼鏡；側板付き普通眼鏡型又はゴーグル型保護眼鏡 

• zfA 丰
保 護 衣S定められた作業衣、安全靴を着用する。

•瑁■パ学的性質 外観 等：白色粉末又は粒状

融 点：140て以上 比 重:1.40-1.43
融 解 度：水；難溶、メタノール；0.6(17.5°C)、アセトン；1.9(25.5て:)、卜 

ルエン；2.2(21°C)、ベンゼン；5.5(24°C)、クロロホルム：19.6(2 
〇.5°〇〔単位:g/100ml]

t敵性情報
(fi定性•反応性)

引火点：155°C(開放式) 発火点：250°C

肖性情報 剌 激 性：目、皮膚をわずかに刺激する。

感 作 性：皮唐に対して感作性を示すことがある。1>

急性毒性：LDsa1,350mg/kg(マウス経口)2>

L DS0 560mg/kg(ラット経口)2>

亜急性毒性：ラットにTMDTを0.015〜0.06%飼料に混ぜて13週間投与した結 

果、特別な病理学的所見は認められなかった。3>

がん原性：IARCによるとヒトの発がん性リスクの総合評価は、グルーブ3 
(ヒトへの発がん性があると分類できない化学品)である。

変異原性：微生物に対して変異原性がある。(非活性：1.6X10') 
哺乳動物細胞の20%に染色体異常を誘発する。(D2。値：0.00032mg 
/ml)〔労働省通達(基発第80号),平3.2.4〕

|境影V情報
蓄 積 性：ない又は低い(通産省公報,昭54.12.20)

•送1.の注意 容器(主に紙袋)が破損しないように、水ぬれや乱暴な取扱いを避ける。

篇摩1の注意 燃焼時、一酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物が発生するので、注意しながら、 

少量ずつ焼却する。

遍 in法令 次のいずれの法律にも規制されない。

化審法、労安法、消防法、毒物及び劇物取締法、船舶安全法

の 他 文 献：

1) A.R.Nutt,Toxic Hazards of Rubber Chemicals,p.89(1984)
2) Registry of Toxic Effects of Chemical Substances,86
3) 衛生試験所報告,98, 69〜76(1980)
4) I A R C Monographs,up.7(1987)

危険、有害性の評価は必ずしも充分ではないので、取扱いには充分注意してくだ 

さい。
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H-16- 8-1:1■•ロキ片ノリン1/3

製品安全デ——タシ——卜

【MS DS番号H-16】

会社〇〇〇〇〇〇

住所◊◊◊◊◊〇*-*-**

担当部門□□ロ 担当者

電話番号FAX番号

緊急連絡先 電話番号

作成•改訂

△△△
聿木木本一傘本本本

4年8月1日

【製品名】 8 —ヒドロキシキノリン

【物質の特定】 化学名

含有量

化学式 

CAS No
官報公示整理番号

国連分類

8 —ヒドロキシキノリン

99%以上
C9H7NO
148-24-3
(5)-804(化審法、安衛法) 

国連の定義上危険物に該当しない。

【危険•有害性の分類】

分類の名称：その他の有害性物質
危険性：可燃性、加熱•溶融したとき引火しやすい。紛じん爆発を生ずる可能性がある。 

有害性：経口では弱い急性毒性がある。皮膚、眼などに触れたとき、激しい刺激性がある。衰 

異原性が認められている(労働省通達)が、NTP(米国国家毒性試験計画)で行われた 

動物実験では、がん原性は認められていない。

【応急措置】

目に入った場合

清浄な水で最低15分間眼を洗浄する。洗眼の際、眼瞼を指でよく開いて眼瞼、眼球のすみずみまで水 
がよく行きわたるように洗う。痛みが続く場合は、医療処置を受ける。

皮膚に付着した場合
汚染された衣類、靴などを速やかに脱ぎ捨てる。触れた部分を水または微温湯で流しながら洗淨した 

のち、石鹼を使ってよく洗い落とす。

大量に吸入した場合

被災者をただちに空気の新鮮な場所に移動させる。呼吸が止まっている場合および呼吸が弱い場d 
衣類をゆるめ呼吸気道を確保した上で人工呼吸をおこなう。体を毛布などでおおい、保温して安»を 

保つ。ただちに医療処置を受ける。

飲み込んだ場合
水でよく ロの中を洗わせる。可能であれば、指をのどに差し込んで吐き出させる。ただちに医療扒鹰 

を受ける手配をする。被災者に意識がない場合は、ロから何も与えてはならない。

【火災時の措置】

消火方法：燃焼生成ガス中には、一酸化炭素などの他に窒素酸化物が含有される。
周辺火災の場合、周囲の設備などに散水して冷却する。移動可能な容器は、すみやかに安全な場冰に 

移す。
消火作業の際には必ず保護具を着用する。火災発生場所の周辺には関係者以外の立入りを禁止する' 

消火剤：霧状の水、粉末、二酸化炭素、泡 

【漏出時の措置】
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靓败した場所の周辺にはロープを張るなどして人の立入りを禁止する。付近の着火源となるものを速 

や/)、に取り除く。消火用機材を準備する。

作霽の際には保護具を着用し、掃き取る、真空で吸い取るなど、できるだけ紛じんが飛散しない方法 

容器に回収する。この際、風下では作業をしない。

【取极いおよび保管上の注意】

.取极い場所周辺の火気使用を厳禁する。加熱状態で取扱うときには、静電気、衝繫火花などの着火 

濛に注意する。

.粉じん等の漏出防止

.瀰出した場合の早期完全な除去

.»触•吸入の防止のための個人保護具の着用

.取极つたのちの手、顏など身体のていねいな洗浄

.着fiを避けるため冷暗所に保管し、直射日光を避ける。

|學報防止措置】

的矜濃度

|iね年粢衛生学会、ACG I Hなどにおいて設定されていない。

W出対策
投脚的対策：取扱については、できるだけ密閉された装置、機器または局所排気装置を使用する。取 

扱い堪所の近くに、洗眼および身体洗浄のための設備を設ける。

・人保薄具：防毒マスク(有機ガス用)、濃度が高い場合は送気マスク、空気呼吸器、保護眼鏡または 

W災而、耐油性(不透明性)の手袋、長靴、前掛け

【物呼/科学的性質】

沸点 266°C/752mmHg
融点 73-75°C
蒸気比重 6.9(空気一1)
溶解性

水、エーテルにはほとんど不溶、 

アルコール、アセトン、クロロホルム、ベンゼン、鉱酸の水溶液に溶解する。

m険件仍報】(安定性、反応性)

通常の取扱い条件においては安定。

【ハ湖醐

勤物太験1

trt奪性
[•ラット：経口 LD50 1200mg/kg
•マウス：経口 I.D50 20g/kg
•1激性
•き1浙件に関する動物実験報告はない。
陶

1感作性に関する動物実験報告はない。

性
*A,PS^験、染色体異常、小核、姉妹染色分体交換などの試験で変異原性が認められている。労働省 

バ性調査の結果、強い変異原性を有する物質とされている。
的形性
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H-16- 8-ヒド卩キ片ノリン3/1

•催奇形性に関する動物実験報告はない。

発がん性

• IARCによる発がん性評価では、グルーブ3(分類できない)に分類されている。

• NTPにより行われたつぎの動物実験で、発がん性を有するとの証拠は認められなかったことが報告 

されている。6>

使用の動物：雌雄のF344/Nラット、B6C3F1マウス、各群とも50頭を使用。

投与経路：経口(飼料中に〇,1500, 3000PPm配合)投与の期間：103週 

推定平均投与量(mg/kg/day):ラット(雄)73-143 (雌)89-166
マウス(雄)217-396 (雌)349-619

投与群とコントロール詳との間には、体重増加量および飼料摂取量のわずかな減少が認められたが 

組織検査においては投与に起因する顕著な差は認められなかった。

匕上續作用2 3 4 5 6川

-嚥下したとき消化管系に刺激作用があり有害である。目または皮虜に触れたとき激しい剌激作用が 

ある。その他の作用については、知られていない。

【環境影簪寸青報】

•生分解性、滴縮性、水中生物に対する毒性は報告されていない。 

•水/オクタノール分配係数 2.02

【輸送上の注意】

取り扱いおよび保管上の注意の項の記載による他、可燃性で有害な紛体に関する一般的な注意による,

【廃棄上の注意】

取り扱いおよび保管上の注意の項の記載による他、可燃性で有害な紛体に関する一般的な注意による, 

廃棄する場合は、少量ずつ焼却炉でそのまま焼却するか、可燃性の溶剤と共に焼却炉の火室へ嗔Rし 
焼却する。

【主な適用法規】

消防法、毒劇物取締り法などの適用を受けない。労働省により、強い変異原性を有する物質に指定さ 

れている。

【参考文献】

DMerck Index(llth edition)
2) The Sigma-Aldrich Library of Chemical Safety Data ed.1
3) RTECS(CD ROM 9104)
4) CIS/ISH0W
5) Compndium of Safety Data Sheets for Research and Industrial Chemicals(VCH)
6) NTP Technical Report on the Toxicology and Carcinogenesis Studies of 8-Hydroxyquinoline, 

April 1985
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【MSDS番号M-1】

会社〇〇〇〇〇〇

住所◊◊◊◊◊〇*-*-**

担当部門□□ロ 担当者

電話番号****-*»♦* FAX番号
緊急連絡先 電話番号

作成•改訂

△△△
本聿本本一本本本本

4年8月10

【轚品名】 ベンゼン•トルエン•ナフタレン混合溶液

【物Wの特定】 単一製品•混合物の区分 混合物
含有成分

国連分類 クラス3(引火性液体P.G 2)
国連番号 1993(他の危険性を有しない中引火点引火性液体)

化学名 ベンゼン トルエン ナフタレン

含有量 45-55% 35-45% 8-12%
化学式 C6He CvHa C 1 eH 〇

官報公示整理番号 (3)-1 (3)-2 (4)-311
(化審法•安衛法)

CAS No 71-43-2 108-88-3 91-20-3

(〇 '有害性の分類】

分Wの名称:引火性液体•その他の有害性物質
位険性：引火しやすい液体、空気との爆発性混合物を形成しやすい。

打害性：蒸気を吸入したとき有害、皮膚からも吸収されて有害作用を及ぼすことがある。ベン 

ゼンについては、がん原性が認められている。

(IARC:グループ1,NTP:発がん性既知,ACGIH:A1(提案中))

瑁塊彫赞•：ナフタレンは生分解性は低いが、濃縮性は認められていない。

以;戆措解】

III•入った場合

^鑛»な水で最低15分間目を洗浄したのち、痛みが残る場合は、ただちに眼科医の手当を受ける。洗眼 

眼瞼を指でよく開いて眼瞼、眼球のすみずみまで水がよく行きわたるように洗う。
廉膚に付矜した場合

轉»された衣類、靴などを速やかに脱ぎ捨てる。触れた部分を水または微温湯を流しながら洗浄した 

|❸ち、/f敝を使ってよく洗い落とす。
大•に吸入した場合

をただちに空気の新鮮な場所に移動させる。呼吸が止まっている場合および呼吸が弱い場合は、 

pをゆるめ呼吸気道を確保した上で人工呼吸をおこなう。体を毛布などでおおい、保温して安静を 

IS0-ただちに医療処置を受ける。
敵み込んだ場合

pW発性液体なので、吐き出させるとかえって危険が増す。ただちに医療処置を受ける。水でよく 

ロの1hを洗わせてもよい。意識がない被災者には、ロから何も与えてはならない。

j火災けの措置】

初期の火災には、粉末、炭酸ガス、乾燥砂などを用いる。大規模火災の際には、泡消化剤 

いて空気を遮断することが有効である。棒状水の使用は、火災を拡大し危険な場合がある。
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M-lB/T/N混合溶液2/く

周辺火災の場合、周囲の設備などに散水して冷却する。移動可能な容器は、すみやかに安全な場抒に 

移す。
消火作業の際には必ず保護具を着用する。火災発生場所の周辺に関係者以外の立入りを禁止する。 

消火剤：粉末、炭酸ガス、泡、乾燥砂 

【漏出時の措置】

風下の人を退避させる。漏出した場所の周辺にはロープを張るなどして人の立入りを禁止する。｛jx 
の着火源となるものを速やかに取り除く。消化用機材を準備する。

作業の際には必ず保護具を着用する。風下で作業をしない。

少量の場合、漏洩液はおがくず、ウェス、砂などに吸収させて空容器に回収する。

多量の場合、土砂などでその流れを止め、液の表面を泡で覆いできるだけ空容器に回収する。火花t 

発生しない安全なシャベルなどを使用するのが望ましい。

【取扱いおよび保管上の注意】

•火気、静電気、衝擎火花などによる着火源の生じないよう注意する。 

•漏洩の防止

-接触•吸入の防止のための個人保護具の着用

•保管の際には、上記のほか直射日光を避け、高温物を近づけない。

【暴露防止措置】

ベンゼン、トルエン、ナフタレンの管理濃度および許容濃度

成分 ベンゼン トルエン ナフタレン

管理濃度 lOppm lOOppm 一

許容滴度 lOppm lOOppm 一

(日本産業衛生学会) (32mg/m3) (380mg/m3) 一

同最大値 25ppm - -
(80mg/m3) 一 一

'71 '69 一 注：

同(ACGIH)TLV-TWA lOppm 50ppm lOppm TWA:時間荷重平均
(32mg/m3) (187mg/m3) (52mg/m3)

TLV-STEL 一 一 15ppm STEL:短時間暴露限界(15分問)

一 一 (79mg/m3)
'87 '92 776

注：ベンゼンの(ACGIH)TLV-TWAは、O.lppmに改訂することが1990年に提案されたが、1992年にお 

いては、まだ決定に至っていない。

設備対策

密閉された装置、機器または局所排気装置を使用しなければ、取扱ってはならない。 

取扱い場所の近くに、洗眼および身体洗浄のための設備を設ける。 

保讓亘

防毒マスク(有機ガス用)、濃度が高い場合は送気マスク、空気呼吸器
保護眼鏡または防災面、耐油性(不透明性)の手袋、長靴、前掛け(静電気防止対策用を用いる。)

【物理/科学的性質】

外観 無色の液体

溶解度(水) 微溶

96安全Gンター情報増刊号

険性情報】(安定性、反応性)

fj品およびベンゼン、トルエン、ナフタレンの危険性情報

M-l B/T/N混合溶液3/4

(その他)

比重

有機溶剤に可溶

0.92(25て)

a常の取扱い条件においては安定。

- ................
製品 ベンゼン トルエン ナフタレン

'引火点 -2°C -11°C 4°C 79°C
発火点 一 538°C 480°C 526°C
爆発範囲上限 一 8.0% 7.1% -
(空気中)下限 — 1.5% 1.3% 一

害性情報］

ムペンゼ;^)有害性情報

触性
■にして、蒸気、液ともに中程度の刺激性がある。皮膚に対しても弱い刺激性があり、繰返しの接 

觼により脂肪分が失われて乾燥し、鱗状となったりひびわれを生ずる。

息甫性

9ット：吸入 LC50 10,000-13,700ppm
マウス:吸入

ラ,,'卜：経口

LC50 10,000ppm(麻酔作用 2,200ppm) 
LD50 3.4-5.6g/kg

マウス：経口 LD50 4.7g/kg
fc卜：吸入1.5 ppmで臭覚の閾値、500ppm/6hr頭痛、3,000ppm 0.5-lhrは耐えられる。19,000-20,00 
OPP-5 I吩問で死亡する。

t卜：経口 致死量 10-30g
がんW性

ペ’、ビン取り扱い作業者において、造血器官(骨髄)のがんである白血病を誘発することが認められて 

いるため、IARCグルーブ1［ヒトに発がん性あり］、NTPの第6次年次報告書で［発がん性既知］にそ 
れぞれ分類されている。

-トルエンの有害性情報
赚性

期たは上記は、皮廚、眼およびのどを刺激する。皮府に触れると脱脂作用がある。

龜件«性

マウス：吸入 LC50 5300ppm/8hr ラット：経口 LD50 5000mg/kg
t卜：吸人(8hr)50ppm頭痛、睡気200PPm軽度の疲労感、脱力感、皮膚の知覚異常

gAすると頭痛、めまい•疲労•平衡障害などを起こす。高濃度では麻酔状態に陥り、意識喪失、と 
售には死亡することがある。

£ナフタレンの有害性情報

酺性

J［じんが畏時間皮府に接触すると薬傷を起こすことがある。
蜘性

’ット：経 ロ LD50 1250mg/kg
P ス：経□ LD50 580mg/kg
|じんを吸入すると、頭痛•吐き気•食欲不振を起こす。多量に吸入すると、視神経障害•腎障害を 

鼉こすことがある。

产*影番情報】
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日化協•製品安全データシて卜の作成指針

-トルエン 20-60mg/L l-2mg/L•ナフタレン：

2.69(20°〇 3.01/3.45•トルエン •ナフタレン：

【MS DS番号H—1】 

【MS DS番号H-2】 

【MSDS番号H-5】

【参考資料】

•ベンゼンの製品安全データシート 

•トルエンの製品安全データシート 

•ナフタレンの製品安全データシート

【輪送上の注意】

取り扱いおよび保管上の注意の項の記載による他、引火性の強い、有害性液体に関する一般的な注癱 

による。

【廃棄上の注意】

取り扱いおよび保管上の注意の項の記載による他、引火性の強い、有害性液体に関する一般的な汗雕

M-lB/T/N混合溶液

【主な適用法令】

労働安全衛生法：危険物(引火性の物)、特化則(特定第2類および特別管理物質)、有機則(第2?|有 
機溶剤)

:第4類第1石油類(非水溶性液体(400L)
:中引火点引火性液体(クラス3. 2)

事項による。

廃棄する場合は焼却によって行い、方法はつぎのいずれかによる。 

•ケイソウ土等に吸収させて開放型の焼却炉で少量づつ焼却する。 

•焼却炉の火室へ噴霧し焼却する。

消防法

船舶安全法

分解性

•ベンゼン、トルエン：通産省の既存化学物質点検等において、生分解性が良好なことが認めらhT 

いる。

•ナフタレン：生分解性は低いが、濃縮性はないことが認められている。

各種魚類のTLm(24-96時間)

•ベンゼン 20-40mg/L
その他ハ

オクタノール/水分配係数

•ベンゼン 2.13(20°〇
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OO-XXX カテコール1頁 

製品安全デ——タシ——卜

会社〇〇〇〇(株)

住所 〇〇〇〇〇〇〇X -XX -XX
担当部門 〇〇〇〇〇 担当者 〇〇〇〇 

電話番号 FAX番号

緊急連絡先 電話番号

MSDS Na OO-xxx 作成.改訂 1992年x月x日

»品名(化学名、商品名等) カテコール

•質の特定 化学名 カテコール(別名：〇-ジヒドロキシベンゼン；ビロカテコール)

含有量 99%以上
化学式 p-C6H40H)2
官報公示整理番号(化審法、安衛法)3-543 
CAS No 120-80-9
国連分類及び国連番号 クラス6.1その他の毒物(固体)(他の危険性を有し

ないもの)、2811

軻苒性の分類分類基準に該当しない。

主な危険有害性は次のとおりである。 

火災爆発性可燃性である。 

酸化剤、濃アルカリとの混触により発熱、発火することがある。光、 

空気中で変色する。

有害性 国際癌研究機関(I ARC)でクラス3(人に対する発癌性に関して

分類出来ない)に分類されている。刺激性および感作性あり。皮虜 

から吸収され、湿疹系の皮膚炎を起こし得る。加熱分解した場合、 

舞をつく刺激性の煙を放出する。

生態影響 分解性が良好と判断される物質である。

応目に入った場合：コンタクトレンズは直ちに外す。2〇〜30分以内に多量の水で洗 

う。医師の診断を受ける。

皮府に付着した場合：直ちに皮虜を石鹼で洗い、多量の水で洗い流し、医師の診 

断を受ける。

吸入した場合：新鮮な場所に移し、安静、保温する。医師の診断を受ける。 

飲み込んだ場合：水でよく ロの中を洗浄する。必要な場合は、医師の診断を受け 
亂 る。

峙の措W 消火方法：一般には、水噴霧、耐アルコール泡で消火する。

消火剤：水の噴霧、粉末炭酸ガス消化器、耐アルコール泡消化器

術の措阑 •防水シート等で覆い飛散拡大防止を図り、容器に回収する。

•溶液の場合、大量の流出は、土砂等で流出拡大防止を図り回収する。 

•少量の流出は、乾燥砂、油処理剤で回収する。

取扱い：皮虜からの吸収、皮虜•眼との接触、蒸気の吸入を避けるため、防護具 

を完備する。火気厳禁とする。
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〇〇-XXX カテコール

保管上の注意 保 管：直射日光を避け、密栓して冷暗所に保管する。酸化性物質の近く 

管しない。

暴露防止措置 管理濃度：設定されていない。

許容濃度：日本産業衛生学会(91年度版)設定されていない。

ACG I H(TLV)(91年度版)TWA 5ppm
OSHA(PEL) TWA 5ppm、皮虜指定

防止対策：作業時には、有機ガス用防毒マスク、保護メガネ、不浸透性保 

労働衛生保護手袋を着用する。

物理/科学的性質 外観等：白色針状又はフレーク状、無臭

沸点：245°C 蒸気圧：10MPa(118.3°C)
融点：105°C 密度：1.34
溶解性水：可溶性

その他：アセトンに易溶、エーテル、エタノール、アルカリ、クロtiホ 

ルム、四塩化炭素、ベンゼンに溶解する。

危険性情報

(安定性•反応性)

引火点:127.2°C(密閉式) 発火点：データなし

爆発限界 上限：データなし 下限：データなし

安定性•反応性：光、空気中にて変色。酸化性物質と反応し易い。濃硫酸と«舍j 
すると発熱的に反応し、発火することがある。ほう酸と反応する。 

その他：昇華性あり。

有害性情報 刺激性：人の皮膚への接触により皮膚炎を起こしたり、皮虜からの吸収により 

フェノール様の症状となり得る。

急性毒性：L DS0 260mg/kg(経口ーラット广2

LDS0 800mg/kg(経口ーウサギ)*3

変異原性：細菌を用いる変異原性試験で弱い陽性。*5

環境影簪情報 分解性：分解性が良好と判断されている物質である。•'

魚毒性：キンギョ TLM、。14ppm*e

輸送上の注意 船舶又は航空機による輸送においては「unjマーク入りの容器で輸送する必番 

がある。

廃棄上の注意 廃棄する場合は焼却によって行う。

取扱い及び保管上の注意の項の記載にも注意する。

適用法規 食品衛生法食品添加物使用基準 着香料(使用制限：着香の目的以外に使用して 

はならない)。

その他 記載内容の問合先：

〇〇〇〇〇〇〇(株)〇〇〇〇部 電話 XX-XXXX-XXXX 
標準品質：純度99.0%以上、融点103-C以上。

引用文献(省略)

危険•有害性の評価は必ずしも十分ではないので、取扱には十分注意してください。
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全国労働安全衛生センター連絡会議
108東京都港区三田3-1-3 M‘Kビル3階 

TEL (03) 5232-0182/FAX (03) 5232-0183

參社団法人北海道労働災害•職業病研究対策センター

004 札幌市豊平区北野1条1 T06-30 医療生協内 TEL(011)883-0330/FAX(011)883-7261
參東京東部労災職業病センター

136 江東区亀戸1-33-7 TEL(03)3683-9765/FAX(03)3683-9766
•,參三多摩労災職業病センター

185国分寺市南町2-6-7丸山会館2-5
・參三多摩労災職業病研究会

185国分寺市本町3-13-15三多摩医療生協会館内
參社団法人神奈川労災職業病センター

230横浜市鶴見区豊岡町20-9サンコーポ豊岡505
| .,•財団法人新潟県安全衛生センター

951新潟県古町通4番町643古町ツインタワ—ハイツ2F 
赚x,•清水地区労働安全センター

424清水市小芝町2-8清水地区労気付

TEL(0423)24-1024/FAX (0423)24-1024 

TEL(0423)24-1922/FAX (0423)25-2663 

TEL(045)573-4289/FAX (045)575-1948 

TEL(025)228-2127/FAX (025)222-0914 

TEL(0543) 66-6888/FAX (0543)66-6889
a ?♦労災福祉センター

601京都市南区西九条島町3 
a r參京都労働安全衛生連絡会議 

601京都市南区西九条東島町50-9山本ビル3階 

久參閱西労働者安全センター

540大阪市中央区森ノ宮中央1-10-16, 601 
ft I ♦尼崎労働者安全衛生センター

660尼崎市長洲本通1-16-7阪神医療生協気付
禽1卜參問西労災職業病研究会

660尼崎市長洲本通1-16-7医療生協長洲支部 

!?.「,広島県労働安全衛生センター

732広島市南区稲荷町5-4前田ビル 

島。參鳥取県労働安全衛生センター

680鳥取市南町505自治労会館内
t :‘參戈媛労働災害職業病対策会議

792新居浜市新田町1-9-9
 ,參財団法人高知県労働安全衛生センター

780髙知市薊野イワ井田1275-1
• •拳熊本県労働安全衛生センター

861-21熊本市秋津町秋田3441-20秋津レークタウンクリニック内 

•社団法人大分県勤労者安全衛生センター 

870大分市寿町1-3労働福祉会館内
* 制日松尾鉱山被害者の会

883日向市財光寺283-211長江団地1-14
n' •自治体労働安全衛生研究会

102千代田区六番町1自治労会館3階 
j|uブザーバー)

1福島県労働安全衛生センター

960福島市船場町1-5
Q ♦山口県安全センター

754吉敷郡小郡町明治東小郡労働会館内

TEL(075)691-9981/FAX (075)672-6467 

TEL(075)691-6191/FAX (075)691-6145 

TEL (06)943-1527/FAX (06)943-1528

TEL (06)488-3855/FAX (06)488-2762

TEL (06)488-3855/FAX (06)488-2762

TEL (082)264-4110/FAX (082)264-4110

TEL(0857) 22-6110/FAX (0857)37-0090

TEL (0897)34-0209/FAX (0897)37-1467 

TEL(0888)45-3953/FAX (0888)45-3928 

TEL (096)360-1991/FAX(096)368-6177 

TEL(0975)37-7991/FAX (0975)34-8671 

TEL(0982)53-9400/FAX (0982)53-3404 

TEL(03)3239-9470/FAX (03)5210-7423

TEL(0245)23-3586/FAX (0245)23-3587

TEL (08397)2-3373


